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部品中心の生産管理システムに関する研究

昭和 49 年 10 月

栗山仙之助



部品中心の生産管EH システムに関する研究

問要

わが国の機械工業は，国際経済の!l .'J f¥:: にないて，圏内外の生産体と完全競争

伏態にありその傾向は益々強まりつつんる。

とのような国際競争場裡にあって， '1; rn 体が成長発展を続け，社会の繁栄を

促すには，経営の合理化をないて1lU' ご，士いと考えられる。

最近特に，機械工業界にかいては， di H} が拡大し，顧客の要求が多様化する

と共に，必然、的に生産体は~，HJ の乍円 H: を迫られるように左ってきた。一方生

産体間の激しい向争は削 IVJ のfl ii'!:， J. ・よび短縮，適正在庫水準の維持，生産性

の向上等を益々 ir( 硬なものにしてう・f いる。

とのような製品多様化の中での合川fl: ，1 "、ぅ問題の解決方法として，本論文では

顧客の要求を標準部品の組み合せによ"て対処する部品中心の生産管理システ

ムを提唱すると共に，特に理論的公I!' ';;1 を中心として，部品中心の生産管理方

式を適確な形でモデル化し，突121! なriない，その特徴を明確化する。

更に実際の生産体に b いて，政J1l¥ .f 1'(: 的手法と情報処理技術による部品中心

の生産管理システムを適用して計同し，実施し，評価・検討した経営活動の実

態とその効果について述べる。

第 1 章 「緒論」は，部品中心~1:N '~7 J1l1.システムの意義とその特徴について

の概念を述べ，つぎに本システムの'， 1 .::的モデルについて説明し，実際に適用

した機械工業に会ける部品中心生産竹J1 pシステムを主体とした経営管理の実態

とその展開について概説する。

yi に部品中心生産管理システムがF7 1:? 活動に b いて果すべき役割と期待効果

について前じている。

出 2 f? r部品中心生産管理システムの設計と実験」では，部品中心生産管



理システムの理論を展開し，具体的に設計を行ない， ζ のシステムの設計に基

づき，モデルを設定して従来の製品中心生産竹J1 Hシステムと実験的に比較，検

討を行左った結果，サーピス率の向上，在!i1 Ull の低減，生産リードタイムの短

縮など，本論文で展開した部品中心生産管理システムの有効性を立証している。

第 3 章 「部品中心の生産管理システムに b ける生産計画」は，本システム

に bける生産計画を理論的に検討している。ま -r~~u日計画段階にないて，販売

の多様化方針と生産管理にかける標準化方針との二律背反する問題を解

決するための計算式を導き，部品標準化率五2迎行'の 17!! 治を展開する。とれらの

手法によ b 需要量を確保しながら部品中心生産竹.J1H ツステムの効果を発揮する

ととがで:きるととを明らかにしている。次に木システムをより有効にするとこ

ろの新しい需要予測手法について述べ，従米の代災的手法と比較してその誤差

率が小さく優れているととを突験的κ立証している内とれに基づく最適利益を

勘案した生産計画の立案をダイナミック・プログラミング( D P )を用いて

行ない，その有効性を明らかにしている。さらに本システムになける部品加工

スクジューリングの実験を行ない，各種設定モデル陀b ける優先規則の優位性

を明確に:している。

第 4 章 「部品中心生産管理 γステムに b ける在庫管理」では，サーポ理論

による部品中心生産管理システムに会ける在日l竹理システムの管理特性につい

て述べ，製品中心在庫管理システムに比較して，安定性，速応性がすぐれ，

サービス率が向上し，在庫畳が減少することを明らかにしている。次に本シス

テムの受注引合段階に b いて部品引当をリニア・プログラミング( L P )手法

により行ない，その有効性を定量的に立証している。

第 5 章 「部品中心生産管理システムになける情報システム」にないては，

まず部品中心生産情報システムと他のワークシステムとの関係、とその意義を論

じ，本情報 γステムの基本原理とその中核となる部品展開の新しい手法につい



て理論的K 述べ，その有効性を明らかにしている。つぎに部品中心生産情報シ

ステムの実施運営K 関して詳述するとともに，部品中心生産管理システムvl: :;þ~ 

いて，電子計算機の高度利用による情報システムが最も重要左役割を演ずるも

のであるととを明らかにしている。

第 6 章 「部品中心生産管理システムの実践的活動に関する研究」では，第

5 章までにないて求めた理論的な部品中心生産管理システムの応用と実践的活

動について論ずる。まず本システムの機能とその概要について述べ，次に各機

能にがけるその実施運営に関して詳述している。更に本システムにかける新し

い業績評価システムを理論的に述べている。かくして生産体にないて実際に本

ジステムを適用実施する ζ とによ1J ，売上高利益率，総資本回転率，総資本利

益率，生産性左どの経営指標を向上することができたことを定量的に立証して

いる。

最後の第 7 章「結論 J Vl::;þ~いては，現情勢下の経営に bける生産管理の重要

性と環境の変化に適時的に対処できる部品中心生産管理システムの必要性を述

べ，またその効果について理論的研究と事例研究の両側面から明確にしている。

以上の通1J ，本論文は部品中心の生産管理システムを研究するために，シス

テムを設計し，モデルを作成して，実験を行ない，その理論的方法と更に実際

の機械工業に b ける総合的計画会よび管理の応用・実施について述べると共に

その成果について明らかにするものである。
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第 1 章

1 緒言

緒 呈d‘
日間

わが国の機械工業は，欧米に匹敵するがごとき生産技術の進歩が行なわれつ

つある。

特 VC. 電気機器，写真機会よび自動車をはじめとする量産工場に b いてそれ

は世界のトヲプクラスに位する。

しかし近年の経済高度成長につれて，一層個性化・多様化した消費者要求に

対処するために，生産体は市場動向を的確に把握し，それに弾力的に適応する

ととを考え念ければならない。従って量産工場といえども多種少量生産の形態

をとらざるをえない。とのよう念多種少量生産は従来の製品中心の生産方式で

は生産リード・タイム(受注から出荷までの時間)が長< .従って多種類・大

量の製品在庫を保有する必要がある。との場合には在庫費用がかさみ，また売

れ残りによる大量陳腐化の危険が多い。

本論文ではこのような従来の製品中心生産方式の欠点を排除し，多様化製品

生産，工期短縮，製品在庫の減少，サーピス率の向上等によ b 売上高を増大し万

資本回転率を高めて総資本利益率を向上させる経営の効率化と資源の節棋を意

図した新しいタイプの生産方式，す左わち部品中心の生産管理システムについ

て論理的概念を展開し，それに基づいてシステム設計を行念い，モデル実験に

よってその特質を明らかにする。

次に機械工場{(L j:，~いて，との部品中心生産管理システムを住とし，数理科学

的手法と電子計算機による正確にして迅速な情報処理技術を用いて計画し，実

施し，評価・考察した経営活動の実態とその結果について述べる。

- 1 ー



2 生産形態の変遷

機械工業にかいては，生産管理は経営の中でも中枢的な分野を占めるもので

ある。生産管理は手工業時代になける成行管理から科学的管理の祖であるテイ

ラーによる課業管理を経て，フォードによって採用されたコンペア・システム

に代表される同時管理の時代に至った。 1 ) 

同時管理v( ;t，~ける少種大量生産方式は品質の安定，コスト低誠，生産性向上

等を通じて経済の発展，生活水準の向上に大きな役割を果してきた。従って，

従来のコス。ト・ダウンは製品を極力標準化し，大量生産の方式をとる ζ とによ

b 達成する方向で進められてきたといえよう。しかし最近，市場が拡大し，顧

客の要求が多様化すると共に，必然的に生産体は製品の多様化を迫られるよう

に左ってきた。一方機械工業聞の激しい競争は，納期の確保なよび短縮，適正

在庫水準の維持，生産性の向上等をますます重要なものにしてきている。

従って機械工業としては，製品の多様化の中での合理化という新しい課題を

かかえることになった。

との問題の解決は決して容易ではない。というのも，ただ単に注文の多様化

の傾向をそのまま生産システムの中に受け入れるととにすると，生産の立場か

らはいわゆる一品料理θ生産方式とか，多品種少量生産になってしまう。とれ

は，従来の製品中心の生産方式をとる限 b にないては，製品の在庫は増大し，

機械加工時聞は増加するために，生産の立場からは好ましくない方向である。

そとでその対応策のーっと考えられるのは顧客に対しては多種類に見えるが，

生産サイドでは少品種陀なるよう左生産方式が考えられる。

とれが次節に述べる部品中心の生産管理システムであ!l ，ζれは今後の機械

工業として取り組むべき重要な問題の一つである。また一方，機械生産では，

生産加工の管理一計画・実施・統制ーのシステムに着目し，その中で生産の全

般的計画，スケグ品ーリング，経済的加工 2) の諸問遁に焦点をあてて，最適
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意思決定の理論的背景を考慮し，電子計算機による情報処理のあ b 方等につい

て考究するととが肝要である。

3 部品中心生産管理システムの概念

大量生産の長所を生かしつつ，生産リード・タイムを短縮し，以ってサービ

ス率を向上し，製品在庫量を減少して，かつ市場に b ける需要の多様化に対応

しようとする方法のーっとして，需要側からは多種類に見えるが，生産側では

少品種大量生産になるような生産方式が考えられる。 3 )これは製品構成部品

の共通化，標準化による組合せ生産方式，す左わち部品中心の生産管理方式で

あ.!J ，そのための生産情報システムが提案されている 4 )とれは部品をオプ

シヨンとしたワイド・セレクション方式による製品受注，部品展開，部品引当

資材計画，部品製造命令，組立日程計画，納期管理などを中央の電子計算機と

各事業所の端末装置によるオンライン・リアルタイム方式で処理しようとする

もので，マークティングの立場からのオーダ・エントリィ・システムと関連が

ある。 5 ) 

ζ れらに関しては最近二，三の文献で紹介されている。しかし，それらの研

究は部品中心生産方式の考え方の提案とか事例研究が主体であって，いずれも

理論的左解析が行なわれているわけではない。第 2 章では特 K 理論的な展開を

中心として部品中心生産管理方式を的確な形でモデル化し，実験を行ない，そ

の特徴を明確化している。かくして部品中心生産管理システムについて系統的

に論じ，製品中心生産管理システムと比較・検討を行った結果，部品中心生産

管理システムが優位であるととを定量的に立証する。部品中心生産管理システ

ムに b いては，その有効性は部品の標準化が進むほど顕著であると思われるの

で，との問題につのてとれまで系統的な研究が行左われてい念い点を明らかに

する。また受注・生産・出荷の週サイクノレ中心の考え方を定義し，不確定なー

ー- 3 -



次情報と確定する二次情報に基づく部品中心の生産管理システムを設計する。

4 部品中心生産管理システムのモデ Jレ

多様化製品生産は， 生産加工の立場からは製品中心より部品中心の生産活動

へ移行する ζ とによって工期の短縮をはかるととに通じる。すなわち前諦で述

べえように多様化製品にないても部品には共通性が多い ζ とに着目し，図1.， 1

部品加工工程

「ー--~部品U 1加工ライン

←ー--~部品U2加工ライン

部品 U 3加工ライン

トー--，外

トー-~外

因

作

作

部

部

品

口
口口

製品組立工程

12~~*1 
図1. 1 部品中心生産システムの生産工程

製

ロ
ロロ

出

.荷

に示すように需要見込である一次情報によ b 部品加工工程で先行生産して，部

品センタで部品在庫を持ち，確定受注である二次情報に応じて部品センタの在

庫部品を組立ラインにないて巧みに組合せて多様化製品を作 b あげ， 出荷する。

との場合は受注製品中心生産方式に比較して工期は組立リード・タイムです

み，部品製造のリード・ タイムの分だけ工期が短縮される。 また図1. 2 1'(示す

ような見込製中心生産方式の場合に比べて.製品在庫は原則として持たないの

で在庫費用は軽波し， 1.c i.'売れ残 b による大量陳腐化の危険が少ない。
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12 次情報 | 

製品中心生産システムの生産工程1. 2 図

ζ のよう左部品中心生産方式は部品の立場からは見込生産，製品の立場から

ヲト量を主体と左る部品の先行生産に当って生産ロは受注生産の体制をと!J ， 

‘標準化"が肝増加するために，何十年も前から 1 E の分野で強調されている

ζ れは G T の思想とも関係する。要である。

しかし過度の部品の標準化は，個性化・多様化を要求する消費者を満足さ

せる ζ とが困難と左るゆえ部品標準化率を定義し，第 3 章ではその最適化を図

っている。.

をた部品先行生産のための需要予測誤差は，部品センタになける部品在庫量

このととに関しを過剰にする恐れがあるので，的確な需要予測が重要である。

ても新しい需要予出IJ 手法である傾向予測分析法を提案している。

生産計画の段階にないて最適利

ヲクスとそれを部品加工するスケジ且ーリング

一5 ー

部品中心生産方式の効率化を図るためには，

益計画に基づくプロダクト・ミ



手法の問題がある。 ζ の問遁を解決する方法としてダイナミック・プログラミ

ング( D P )によるプロダクト・ミックスとスクジューリングにかける優先 JI 頁

位手法の決定について述べている。

部品中心生産方式の特性を発揮して，生産活動の効率化を図るための中枢的

な役割を果すものとして部品の在庫管理が考えられる。

第 4 章では部品中心生産管理システムになける在庫管理の管理特性を明らか

にすると共にその合理的な方法について論じている。

部品中心生産管理方式の最適管理のためには，単に加工実施の段階だけでな

く，計画・実施・.統制各レベルを総合化した情報の管理が必要である。そこで

第 5 章ではトータル・システムズを基本原理とした部品中心生産情報システム

が設計されてj，~ J) ，理論的ならびに実際的生産効果が検討されている。

次に実際の機械生産 VL j，~いて，これまで述べた数理科学的手法を最適意思決

定のための理論的背景とし，電子計算機による情報処理技術を用いた部品中心

生産管理システムの実践的運営と活動会よびその成果陀つ凶て論究している。

5 部品中心生産管理システムの実際機械工業への適用

本システムの現実になける実行可能性を示すたゅに，ある機械工業に b いて

実際に適用・実施している。

との機械工業では，製品を製造，販売しでかJ) ，本社機構を持つ商品事業部

制を採用している。

その中の一つの機械工場では民生用電気機械を製造してなJ) ，製品機種，製

品構成部品種類，生産数量等の生産規模は実験モデルよりもはるかに大きい。

部品はほとんど内作されていて，付加価値率はかな b 高い。

工場は部品を生産加工する部品工場とそれを保管し，管理する部品センタシ

よび部品を組立加工する組立工場からなれ部品，組立両工場とも自動化が徹
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底してな!J ，部品センタは自動倉庫によって運営されている。以上のような機

械工場の生産管理を，電子計算機を用いてオンラインによる部品中心生産管理

システムを実施している。

6 機械工業の経営に b ける部品中心生産管理システムの意義づけ

部品中心生産管理システムはリード・タイムを短縮し，サービス率を向上し，

製品在庫を減少する等の生産管理の立場からその効果が期待される。またとの

システムは経営の立場からどのよう念影響をもたらずであろうか。これを検討

するために，経営の効率化を図る主~尺度として総資本利益率と生産性が考え

られる。

図1. 3 は部品中心の生産管理システムの効果と経営の効率化に会よほす影響

との関係を明らかにしたものであって，図 1. 3VC 見られるように部品中心の生

産管理システムによるリード・タイムの短縮と部品生産工程にかける稼動率の

向上， j:，~よび在庫量の減少は製造原価を低読し，また製品在庫の誠少は販売直

接費を低減して総原価を低減する。また部品中心生産管理 γステムによるサー

ビス率の向上は売上高を増大し，両々相まって利益を極大化し，売上高利益率

を向上させる。

一方，部品中心生産管理システムによ b 材料，部品，仕掛品，半製品，製品

の在庫高は減少し，運転資本を圧縮して，稼動率の向上は固定資本を有効的に

活用する。

以上の結果，総資本回転率を向上し，総資本利益率を向上することができる。

念会部品中心の生産管理システムによる製品，材料の陳腐化防止は材料，部

品，外注費を節減する。また売上高の増加は付加価値額を増大し，部品中心生

産情報システムに b ける電子計算機の活用による省力化と相まって生産性を向

上する。
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かぐして部品中心生産管理システムは，機械工業~ :l>~ける経営の効率を高め

る ζ とが可能であると考えられる。

7 結 宅-・
Eヨ

これからの機械生産は，個性化・多様化の時代に対処するための多種少量生

産方式を考える必要がある。そして従来の固有の加工技術に加えて，最適意思

決定論，電子計算機による情報処理技術を主体とする管理工学ならびにその周

辺技術を考慮、して，インターディシプリナリィに総合的見地から論究すべきで

ある。その意味で本論文では，機械生産~:l>~いて，市場の動向を的確に把握し，

それに弾力的に適応する部品中心生産管理システスを設計し，実験によりその

優位性を立証する。またこのシステムの特性を発揮して生産管理を行左うため

の意思決定の理論的背景と部品中心生産情報システム~ :l>~ける情報処理につい

て述べる。更にこれらを基盤として実際の機械工業に b ける生産に適用し，そ

の経営効率を高めるととの可能性等について論述する。
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1 緒

第 2 章

ささr
Eコ

部品中心生産管理システムの設計と実験

近年の経済高度成長につれて一層個性化，多様化した消費者要求に対処する

ために，生産体は市場動向を的確に把握し，それに弾力的に適応するととを考

え左ければなら左い。このような多種少量生産は従来の製品中心の生産方式で

は生産リード・タイム(受注から出荷までの時間)が長< ，従って多種類 s 大

量の製品在庫を保有する必要がある。との場合には在庫費用がかさみ，また売

れ残りによる危険が大きい。本章では ζのような従来の製品中心生産方式の欠

点を排除し，多様化製品生産，工期短縮，製品在庫の減少，サービス率の向上

等を意図した訴しいタイプの生産方式，すなわち部品中心生産管理システムに

ついて論理的概念を展開し，それに基づいてシステム設計を行左い，モデル実

験 K よってその特質を明らかにする。

2 部品中心生産管理システム設計の前提

第 1 章で述べた点をふまえて本章では，との部品中心生産管理システムの設

計とそれに基づ〈モデル実験によってその特質を検討するための前提として，

次の考慮をはらう。

① 部品はできるだけ大きいロットにまとめて，安定した見込生産を実施し，

組立開始時に準備されているようにする。

② 製品は確定した受注情報に基づき，先行生産された部品任車を引当て，組

立生産を行なう。

① 製品に関する市場の需要変動に対しては，部品在庫を積極的K 活用して対

処する。

④ 生産の管理サイクルを可能左限り短か〈して，需要変動に柔軟に対処せし

-11 ー



める。

3 部品中心生産管理システムの設計

3.1 システムの構成原理

ト一一

r - T  - -ー-:- - ~- T 

: 2b 材料調達 . 

「ー「ー・一一ーー吋

L竺し宅担lis 岳雪達」:二 r--
L竺1 _lisoM 聖主-J

H 部品生産機能

シス

ーーo - ーーーー

! 皿組立生産機能

S一一ーー 一一一一一一一一一一 よ 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 」
図 2.1 部品中心、生産管理システム・アローチ守一ふ
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テムは 3 つのモジュールーー需要予測・生産計画機能，部品生産機能，組立生

産機能ーーから構成されている。 6 ) 

3.2 システム・モジュールの機能

3. 2. 1 モジュール需要予測・生産計画機能

とのモジュールでは需要予測処理と生産計画作成を行なう。とれは部品生産

と製品組立生産の基本と左るものである。

(1) 需要予測処理: 本システム忙なける需要予測は，本来的には部品生産の

ために行なうものである。過去の需要実績に基づいて，設定した予測手法K よ

り行なわれる。かくして求められた需要予測数量を部品生産のための一次情報

とする。

(2) 受注 : 受注は一次情報に対して，顧客との引合によ b 納期が設定されて

確定されたもので，とれを二次情報とする。

(3) 安全在庫量決定: 一次情報と二次情報との聞には通常は偏差が存在する

ので，それは安全在庫を持つ ζ とK よって吸収することにする。安全在庫量は

ここでは予測誤差の標準偏差を基にしてきめる。

(4) 部品生産計画: 部品生産計画は毎週(たとえば金曜日)に一次情報に基

づいて今後の w 週間について行左う。

一次情報として予測されたある週 t の製品需要量 Fpt を部品展開して，必要

部品数量( ]Pt) j を求める。 (]Pt)j については在庫調整を行なった w 週間

前の手配分，すなわち在庫調整数量 (ICt-w)j を考慮して，実際の生産手配

数量 (P q )  j を決める。たとえば W 週間前の在庫量( Iqt-w) j が安全在庫量 1a j 

の水準より下回つてなれば，その分量を (]Pt)jVL 加えたものを (Pq)j とす

るo 逆 K 上回っている場合はその分量を(J pd j より減じたものを (Pr d j と

する。
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在庫調整数量( I c t-w ) j は安全在庫量から当週の任庫と( w - 1 )週前

までの在庫調整数量合計を誠じたものであ!J ，生産手配を現時点とすれば，安

全在庫量から w 週前の在庫量と( 2 w ー 1 )週前から( w + 1 )週までの在庫

調整数量合計を誠じたものと左る。かくして，部品の生産手配数量は次式で求

まる。

(Pq) j 

( 1 C t-w) j 

( J P t ) j + (1 C t-w) j 

Ia j 一{ (Iqt-w) j 

t- w- l 

+ I (I c Y); l 
J=t-2 W-ト 1

t 0 ， 1 ， 2 ・・・， m

1 ，2 ，・・・・，合

-、
( 2 . 1 ) 

( 2 .2) 

(5) 組立生産計画: 組立生産計画は部品生産計画と同様に毎週(たとえば金

曜日)ー，二次情報に基づき，翌週の一週間分について行なう。二次情報として

受注した製品の種類とその数量 FSt について部品展開をしτ，必要部品数量

us t> j を求める。次 K 部品生産手配数量 (Pq) j trc 前週末部品在庫量

(I qt _
1
)j を加えた部品出荷対象数量 (Ist)j ，ナ左わち組立生産の週頭在

庫量を確認して， (Is t> j が(J st> j よりも多い場合 K は F St を組立計画数

量 Pat とする。その時，部品出荷数量 (Sht)j は (Js t> j となる o(I s t)j が

(J s t> j よりも少ない場合は顧客と交渉して， (Is t> j を製品として組立てた

数量 As t-- をもって P at とするか，るるいは不定部品 K ついては，ー特急作業計

画を立てて至急K 部品製造手配を行なう o かくして製品の組立計画数量は次式

で求める。

(I s t 〉j = ( P r t)j 十 (Iqt-l)j ( 2 . 3 ) 

-14-



( 1 S d j ミ (JSt)j のとき

i p a t = F S t  

(Sht)j (JSt)j 
( 2 • 4 ) 

( 1 S t ) j く (JSt)j のとき

.1 
、盲'，，
， 

&
. cd 

Y
A 

，，‘、一=一・・・J

、‘，，&冒・.

t

h 

a

S 

P

A
r

-
、

r
l
i

，tl
i
s
t
、

ASt 

( 2 • 5 ) 

t 0 ，1 ，2. ....m 

1 ，2 ，".，合

3 . 2 . 2 モジュール n 部品生産機能

ととではモジューノレ Iからアウトプットされた生産計画結果に基づいて，部

品生産を実施する。

(1) 部品生産日程計画: 部品生産計画に基づいて，部品加工に関する負荷計

算を行~い，優先順位により割 b 付け，部品生産日程計画を作成する。この際

過負荷の場合は残業をするか，あるいは部品加工工程聞の負荷調整をして，部

品生産日程計画を行なう。

(2) 外注部品と材料の手配: 内作不可能な部品に関しては，外作注文書を発

行し，外注κて加工する。部品製造に必要な材料の数量は部品生産日程計画に

基づいて，部品の種類と数量について部品展開と材料在庫引当を行左い，正味

必要数量を算出して，材料手配をし，とれによって材料を仕入先よ b 調達する。

(砂 部品製造と在庫管理: 調達された材料を用いて，部品生産日程計画に基

づき，部品を製造し，部品倉庫に保管して，管理する。

3 • 2 • 3 モジューノレ][ : 組立生産機能

ζ のモジュールではモジュール I からアウト〆ットされた組立生産計画に基

づき，モジューノレ Eで準備された部品を使って，製品組立を行なう。

一15 ー



(副 組立日程計画:モジュール Iの(5) の組立生産計画に基づいて，組立負荷計

算を行左い， ある優先規則氏よ b 割 b 付けを行左う。過負荷の場合は，残業時

聞を組込んで組立日程計画をたてる。それ以上の過負荷の場合は，外注組立の

手配を行なう。

(2) 製品組立加工と出荷: 組立日程計画に従って，組立加工を行ない，製品

を完成して，出荷する。7)

4 モデル実験とその結果

4.1 実験モデルの設定

前節で設計した部品中心生産管理 γ ステムの特性を検討するためW:，次のよ

う左実験モデルを設定する。

4.. 1. 1 製品種類，部品構成 b よび標準生産数量

本実験でとりあげる製品は P ぃ P2 ・・・・. P 6 の合計 6 種類で，各製品の

部品構成左らびに標準生産数量は表 2. 1 VL 示す通りである。各製品は U 1 • 

表 2.1 製品の部品構成 。，“U 

部 品 構 成 週当b標準

製品 生産数量
U1 U2 U3 U4 U5 

P1 U l1 U21 U 32 U 43 U 51 1 00 

P2 U n U 21 U 31 U 41 U51 100 

P3 U l1 U 21 U 31 U 41 U52 80 

P 4 U n  U2 2 U31 U 42 U52 80 

P5 U n  U2 2 U 32 U 42 U52 70 

P 6 U n  U22 U32 U 43 U53 70 
J 

U5 の 5 個の構

(注 2.1 )部品と部品が集まってできた組立部品を総称して構成部品という。
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当 b 合計 500 台とする。

4. 1. 2 生産管理方式

本実験では次の生産管理方式を設定する。

(1) 生産計画サイクル: 月サイクルと週サイクルの二つの場合を設定する。

(2) 安全在庫量: 理論的には種々の設定方式があるが，ことでは一定率を乗

じた値にする場合と，一次情報と二次情報の予測誤差の偏差に基づいて算出し

た場合を設定する。

(3) 生産方式: 本章で提案する部品中心生産と従来の製品中心生産の場合に

ついて検討する。

以上の三つの条件を組合わせて，生産管理システムの実験モデルとしては表

2.2 に示す 8 種類を考え， とれらをモデノレ番号 1，2 ，・・・， 8 とする。

表 2.2 生産管理システム・モデル

生産管理
サ イ ク Jレ 安全在庫量 生産方式 モデル番号

製品中心 1 

定率基準

部品中心 2 

月サイクル

製品中心 3 

偏 差 基 準

部品中心 4 

製品中心 5 

定 率 基 準

部品中心 6 

週サイクル

製品中心 7 

偏差基準

部品中心 8 
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4. 1. 3 生産手順: 部品中心生産では、図1. 1~示す生産工程で生産する。

す左わち部品は一次情報に基づいて，部品加工工程で内作，あるいは外注にて

外作し，いずれも部品センタ陀ストックする。これらの部品を用いて，確定二

次情報に基づき，組立ラインにて，製品組立を行左い，出荷する。他方，製品

中心生産では図 1.2 ~示すように，製品は一次情報に従って生産され，製品セ

ンタにストックされる。とれは確定した情報陀従って出荷される。

4.2 部品中心と製品中心生産管理システムの比較・検討

4. ，2.1 実験目的

4.1 節で作成した実験モデルを用いて，システム環境(一次情報と二次情報

陀差を与え，作為的にシステムの環境をかえる)を変化させた実験を行ない，

部品中心生産による市場変動への適応可能性左らびに従来D 製品中心生産管理

システムに対する優位性を比較・検討する。

4.2.2 実験手順

(1) 環境変数値の発生

ζ の場合の環境変数は，一次情報(予側需要量)と二次情報(確定需要量)

である。いずれも一様乱数表を用いて発生させた。一次情報は二次情報陀対し

てーク月以上先行させ，二次情報は時系列的左変動を::t 20% とした。

本来は一次情報に基づいて二次情報を設定すべきであるが，本章では次の理

由によ b 二次情報を基準にして一次情報を設定した。すなわち計画から実施の

期間を変えることによって，二次情報は同じであっても一次情報の精度が変化

する ζ とと，表 2. 2 ~示す生産管理システム・モデルを同じ二次情報で比較す

るためである。~ ;1:，'表 2.2 で示す週サイクルと月サイクルの比較を行なう便宜

上 1 週は 6 日 1 月は 4 週 ( 24 日)として取扱う。・一次情報と二次情報の

差の絶対値を二次情報で除して百分率で表わした数値を情報誤差率と名付け，
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との誤差率は 4 週をこえ 5 週までを 40% 以下， 5 週をとえ 6 週までを 60 %以

下 6 週をとえ 7 週までを 80 ~ぢ以下 7 週を ζ え 8 週までを 1 00 ~ぢ以下とす

る。二次情報に対する一次情報は以上述べた誤差率の範閉内で一様乱数表を用

いて，表 2.3 需要モデル(月サイクル)表 2.4 需要モデル(週サイクル〉の

ようにランダムに設定する。

(2) 安全在庫量の設定

安全在庫は第 1 章第 4 節で明らかにしたように，製品中心生産の場合は製品

で，部品中心生産の場合は部品で持つ。その最大数量は，本章では標準生産数

量の 30 %とし，個々の部品については 4. 1. 2 節(2) で述べたように標準生産数

量の一定率 30 銘のものと，予測誤差の標準偏差に基づくものとに区分してい

る。製品については予測の誤差率を同ーとしている。従って製品中心で安全在

庫量を設定した場合は，上述した二つの方法(定率基準会よび偏差基準)とも

同じ在庫量となる。それゆえ表 2.2 のモデルでは必 1 ;i，~よび必 3 ，必 5 ;i，~よび

必 7 K ;i，~ ¥;')てそれぞれ同じ実験結果となる。かくして本実験の場合の各週 K ;i，~ 

A 

ける各部品の安全在庫量として，定率基準安全在庫量 Iaj ならびに標準偏差基

準安全在庫量 Ia j は次式で与えられるi)

と ζ K

A 

Ia j =αz . HXj' j = 1 ， 2 ，・・・，a

σ: 
Ia: ーーニー・、

n 
Z σs 
j=1 ・

αz 定率

A 
n 
Z αz . Hx i' j = 1 ， 2 ，・・・，a
j=1 

HXj 週当 b 部品の標準需要量
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σ 週当り部品の予測誤差の標準偏差

:部品の種類

合 :部品の種類の数

である。

(⑨ 受注一一生産一一在庫の流れに関する算定手順

とれは表 2.2 の各モデルについて，次の手jJ買に従って行なう(表 2.5 を参

照 )

① 週サイクル部品中心生産管理システム(モデルぷ 6j;~よび16: 8

( i ) 3 ・2 ・1 節(4) で述べたように第 t 週 K なける生産手配数量 ( pq)j は式

(2. 1)・ (2.2) VC より 5 週前に一次情報として，予測された数量 (]Pt)j と

同じく 5 週間前の在庫調整数量( 1 C tー 5) j を加えたものとする。

(ii ) 次 K 式 ( 2.3 )によ b 上記(j)にて求めた (Prt)j t'r.前週末在庫量

( 1 q t-d j を加えた組立開始時の部品出荷数量(Is t)j が求まる。

Ci ii) ( 1  S t ) j が(]s t)j よりも大きい場合は円滑に組立てが行なわれる。と

のときの ( ]s t)j を部品出荷数量( Sh t) j とする。従って第 t 週末在庫量

は ( Iqt)j となる。

次に ( ISt)j が ( ]s t)j よ b も小さい場合には部品出荷対象数量の不足

と念 9，( Is t)j を ( Sh t ) j とする。

(iv) 在庫調整数量( Iq)j は式 ( 2.2 )として与えられ 5 週間後の生産計

画に用いられる。

② 月サイク Jレ製品中心生産管理システム(モデル16: 1 なよび16: 3 ) 

月サイクルの場合は生産の管理サイクルを月単位に，製品を中心として毎月

末に次々月の生産手配を行ない， 4.2.2 節 (3) ①に準じた算定手順で計算を行

なう。

③ 表 2 • 2 の残 b のモデル16: 2 ， 16: 4 ， 1o. 5 ，ぷ 7 についても 4.2.2 節(3) ①
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なよび 4.2.2 節 (3) ② K 準じて行なう。

(心 サーピス率b よび在庫量の計算

サービス率ならびに部品ないし製品在庫量は，各モデルの実験結果を比較す

るために便宜上週単位で行ない，それぞれの長短K ついてはその平均値によ b 検

討するととにする。

との場合の在庫量( Iqt)j ，在庫率 (Irt)j ，サーピス率( ~ t ) j は次式

で与えられる。

(Iq t)j=(Is t)j 一(Sh t> j 

( 1 q )  j = (1 q t ) j / (Sh t> j 

(Vt)j={(Sht)j/(J s t)j} × 100 

t 0 ，1 ，2 ，・・・， m

1，2 ，・・・，a
(同 モデル実験の計算処理用論理フローテ守一ト

( %) 

( 2.8 

( 2.9 

(2.10) 

図 2.2 は各モデノレの在庫量b よびサービス率を電子計算機処理するロジヲ

ク・フローチ守一トである。 4.2.2 節( 1 )によ b 得た (]Pt)j ，(Js t)j 

なよび 4.2 ・2 節 (2) の Ia j をインプットする。ただしとの場合， w = 5 ，m 

= 11 と:，t... (。 次 VL ( ICQ ・W) j の初期値を 1 a として， 以下 4 ・2 ・2 節 (3)

の算定手順に従って 0 週よ 911 週までの 12 週間分について計算を行ない，各

モデルの( I qt)j ならびに (Iq)j なよび ('P t) j の結果をアウトプットナ

る。

4.2.3 実験結果

図2.2 の計算手順 K 従って， 表 2.2 1'(示す各生産管理シスデム・モデルにつ

いてコンピュータ・シミュレーシヨンを行なって，製品別，週別のサービス率

辛子よび部品左いし製品の在庫量を検討した結果を表 2.6 1'(示す。 ζ のように

本実験結果K よれば，週サイクルで偏差基準安全在庫をもっ部品中心生産管理
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( 開始 )

データ読み込み

(J Pt)j ，(J St)j ，Iaj.w.r.m 

初期値 (I co-哨 )j =Iaj 

の設定 (Ic l- W )j =0 

t=O 
(Iqt-1)j=o 

(I cトザj =右 (r<w) 

産手配数量計算 (P rt)j = (J Pt) 汁 (I ct 噌 ) ; * 1 
骨

出荷対象数量計算 (l St)j = (Prt)j + (I qt ー1);

在庫初期値の設定

サービス率計算

出荷数量計算

二三

出荷数量計算 (Sht)j = (J St)j 

在庫調整数量計算 t-W-I *3 

(Ic 山=I a jー {Oq 山+. l'(I cJ)j} 

J三E二笠土1

三二

川

V

一

司
郎
、

J'-

印

h

一

を

οニ
果結

了

注 * 1 ， * 2 は生産方式(部品，製品)によ b 異る。* 3 は計画サイクル(月，週)により
異なる。

図 2. 2 サービス率及び在摩量計算ロジァク・フロチャート
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表 2.6 サーピス率・在庫量比較表

モデル 条 件 サービス率 平均在庫量 在庫率
番 号

計サイク幽ル 安全在庫 生産方式
ψ(%) Iq Ir 

1 .3 月 定 率 製品中，心 95.5 330 0.687 

2 月 定 r 率 部品中，心 96.2 308 0.636 

4 月 偏差基準 部品中，心 96.5 295 O. 607 

5. 7 週 定 率 製品中心 97 .5 217 0.441 

6 週 定 率 部品中心 98.4 198 0.400 

8 週 偏差基準 部品中心 99.2 184 0.367 

システムが最も有利であるととがわかる。 ζ の場合，環境変数である一次情報，

二次情報の変動が大きいにもかかわらず， サーピス率は 99.2% ， 平均在庫量

は 184 ，在庫率は 0.367 週間分と極めて良好である。

サービス率と在庫量に関して，設定した各種条件一一生産計画サイクル方式，

安全在庫方式，生産方式ーーについて比較すれば， 表 2 • 7， 2. 8， 2. 9 K 示

表 2.7 計画サイクル比較表

モデル サービス率 V 平均在庫量 Iq 在庫率 lr 
番 号

月 週 比 月 週 比 月 週 比

1 ，5 99.5 97.5 1: 1. 021 330 217 1:0.657 0.687 0.441 1:0.642 

2 ，6 96.2 98.4 1:1.023 308 198 1:0.643 0.636 0.400 1:0.629 

4 ，8 96.5 99.2 1:1.028 295 184 1:0.624 0.607 0.367 1:0.605 

平均 96.1 98.4 1:1.024 311 200 1:0.642 0.643 0.403 1:0.625 

」ー

表 2.8 安全在庫方式比較表

モデル
サービス率 V 平均在庫量 Iq 在庫率 Ir 

番 号 定率 偏差. 比 定率 偏差 比 定率 偏差 比

2.4 96.2 96.5 1:1.003 308 295 1:0.958 0.636 0.607 1:0.954 

6.8 98.4 99.2 1:1.008 198 184 1 :0. 929 0.400 0.367 1:0.918 

平均 97.3 97.9 1:1.006 253 240 1:0.947 0.518 0.487 1:0.940 
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表 2.9 生産方式比較表

モデ，Jレ サービス率 rp 平均在庫量 Iq 在庫率 Ir 
番号

製品 部品 比 製品 部品 比 製品 部品 比

1 • 2 95.5 96.2 1:1.007 330 308 1:0.993 0.687 0.636 1 :0. 926 

3 • 4 95.5 96.5 1:1.010 330 295 1:0.894 0.687 0.607 1:0.884 

5. 6 97.5 98.4 1: 1. 009 217 198 1:0.912 0.441 0.400 1:0.907 

7. 8 97.5 99.2 1: 1.017 217 184 1:0.848 0.4 47 0.367 1:0.832 

平均 96.5 98.3 1: 1. 019 294 246 1 :0. 900 0.564 0.503 1:0.891 
'--

すように，計画サイクルとしては週サイクルが，安全在庫量としては偏差基準

による方法が，生産方式では部品中心生産方式がそれぞれ優れているととが結

E命としていえる。

4 . 3 部品中心なよび製品中心両生産方式に b ける部品の標準化度合の影響

4 . 3 . 1 実験目的

部品中心生産の特質は，当然部品の標準化の度合に応じて変ってくる。

サービス率，在庫量，生産リード・タイムがとれに応じてどん左影響を受け

るかについて，部品中心と製品中心の両生産方式に関して比較・検討を行なう。

4 . 3 . 2 実験モデルの設定

本実験では 5 個の構成部品からなる 5 種類の製品について，部品の種類の数

に従って標準化率( '7 )がそれぞれ 8 0 % ， 60%.40%. 2 0 % ， 0 % から

左る AI ， AJI ， ATII ， AN ， AV の 5 種類。部品構成モデルを表 2.10 VC 

示す通 b 設定し， 製品 1 台当 b の各部品の使用部品数量はすべて 1 個とする。

とと陀標準化率と称するのは，ー製品 vc :j;~ける構成部品の数量 Pmから部品の

種類の数 Pn を減じたものを構成部品の数量で除した商を百分率で表わしたも

のである。

P m  - P n  
'7 

P m  
X 100 (%) (2.11) 
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表 2.10 製品。部品構成モデル

司E 構 成 部 品 標準化率
ア
，νNO. 

製品 Ul U 2 U3 U4 U5 守(%)

Pl U11 U21 U31 U41 u 51 

P2 U11 U 21 U31 U 41 U51 

AI P3 U11 U21 U31 U 41 U51 80 
P4 U 11 U21 U 31 U41 U 51 

P5 U 11 U21 U 31 U41 U51 

P 1 U n  U 21 U31 U41 U51 

P2 U12 U22 U32 U 42 U 52 

AII P3 U12 U2 2 U32 U42 U52 60 
P4 U12 U22 U 32 U 42 U52 

P5 U 12 U22 U 32 
U 42 U 52 

Pl U11 U21 U 31 U 41 U 51 

P2 U12 U22 U 32 U 42 U 52 

A 皿 P3 U13 U 23 U33 U 43 U53 40 
P 4 U13 U23 U 33 

U 43 U53 

P5 U13 U23 U33 U 43 U 53 

P 1 U11 U21 U 31 U 41 U 51 

P2 U12 U22 U 32 U 42 U52 

AIV P3 U13 U23 U33 U 43 U 53 20 
P4 U 14 U24 U 34 U 44 U 54 

P5 U14 U24 U 34 U44 U 54 

P l U11 U21 U31 U 41 U 51 

P2 U12 U2 2 U32 U42 U 52 

AV P3 U13 U23 U 33 U 43 U53 。
P4 U14 U 24 U 34 U 44 U 54 

P5 U 15 U25 U 35 U 45 U55 
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需要モデルとしては期間を 6 週間にと.!:J ，全製品の総需要は週当!:J 250 台と

し，各製品については週平均 50 台の需要があるものとする。 ζ のよう左需要

変動を 1 から 100 までの一様乱数を用いて発生させた。

各週に b ける各製品の生産手配数量は 50 台とし，安全在庫はもたせ左いで，

在庫の初期値は零とする。

4.3 .3 実験手順

作成したモデルについての次の手j慣によ b 実験を行なう。

(1) サービス率 b よび部品在庫量の比較手順

実験手順は 3.2.2 節 (3) に準ずるが，ととでは在庫調整は行なわないで，

部品の在庫量 (Iqt)jVC 生産手配数量( Pq) j を加えたものを出荷対象数量

(l St)j とする。( Is t)j が受注確定数量 ( ]s t)j よりも小さいときは

( 1s t) j を出荷数量( Sh t ) j とし，大きい場合は ( ]s t)j を出荷数量とする。

ζ のときの( Is t)j と (]s t)j の差を( Iqt)j として，次週へ繰越す。上記

手j聞を各モデノレについて 6 週間繰返して，総出荷数量 Sh' 総受注確定数量 Js， 

在庫量 Iq を計算し， 3.2.2 節 (4) に準じてサービス率 ψなよび週平均在庫

量 lq を求める。

(2) 生産リード・タイムの比較手順

実験手順は表 2. 10 を用いて 3 .3.3 節 (1) v'c準じて行なう。しかし上述の

(1) では (ISt)j が J S よb も小さい時に ( ISt)j と (JSt)j の差は考慮、

ぜず品切れとしたが， ζ とではそれを確定受注残 (urt)j として次週に繰越

し，次週の( P r t )で消化して， ( O  r t )j が完全に左くなるまで繰返す。

以上の手順 K 従い，各モデルの各週 VC j:，..ける週単位所要生産リード・タイム( k) 

VC j:，..ける出荷数量( S h k )を求めて，各モデルの平均生産リード・タイム (L)

を次式で計算する。念会生産手配した当週以内の生産リード・タイムは零とす

る。
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(2.12) 4 k=I ，2 ，・・・
8 
}; k.HIT 
k=1 且

L 

(2.13) . ， o ，'k=O ，I ，2 ， 竺孟
S 
}; Sh'T 
k=O 且

H k = 

8 は最大とこに Hk は所要生産リード・タイム k のときの出荷数量比率とし，

所要生産リード・タイムとする。

実験結果4 .3. 4 

上述の計算手l固によ.t 6 週間分のコンピ且ータ・シュミレーションを行なった。

リード・タイムに及ぼす影部品の標準化率がサービス率，在庫量，その結果，

2.5 2.4 ， それぞれ図 2 • 3， 製品中心両生産方式について，響を部品中心，

ととで製品中心生産方式は部品中心生産方式に b ける平 o必の場合に示す。

i 100.0 

ヘ ¥師中心蜂方式

1∞ 

95 

サ
ー
ビ
ス
率
的
V

(

M

m

) 製品中，心生産方式

仏」τ 生・L 一一 一 一 一 」 どζ 一 一

90 

85 

80 

oL. 
100 80 60 40 20 

守(%)

サービス率一ー部品中心生産方式と製品中心生産方式の比較
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量
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叩一一一一一一て孟r:t{，，1:.ニ方式

部品中心生産方式

81 

40 60 80 100 

標準化率万 ( % ) 

図 2.4 週平均在庫量一ー部品中心生産方式と製品中心生産方式の比較

大一一産方式
工 0.5 
期

k 
0.4 

〆'、、
週
間 0.3 部品中J心生産方式

0.2 / 
0.1 

。 20 40 60 80 100 

標準化率守 ( % )

図 2.5 工期一一部品中心生産方式と製品中心生産方式の比較

に相当する。サーピス率 K 守 = 0 96 場合は 82. 7 ~ちであるが，標準化が進むに

従って良好に左!> I マ= 80 ~ぢでサーピス率は 100 勿近〈になる。在庫量は

平 = 0 % の場合は 165 (0.795 週間分)で，標準化率が進むにつれて低減する。
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生産リード・タイムは亨 = 0 % の場合は '0.56 週で最も長〈かかるが，守= 80 

%の場合は，生産リード・タイムが零となる。

とのように部品中心生産方式では標準化率が大きくなるほどサーピス率が向上

し，在庫量は低減して，生窪リード・タイムは短〈左るととがわかった。

以上の結果，いずれの場合にないても製品中心生産方式は部品中心生産方式

K 劣る ζ とが判明した。

5 結吉

① 本研究では市場の多様化要求に適時的に対処して製品を供給するための新

しい生産方式として，部品中心生産管理システムの理論を展開し，具体的に設

計した。

② とのシステム設計に基づいて，従来の製品生産システムと比較・検討を行

った結果，サービス率の向上，在庫量 b よび在庫率の低減，生産リード・タイ

ムの短縮等，本研究で展開した部品中心生産管理システムの有効性が立証され

た。

③ 部品中心生産管理システムの有効性は構成部品の標準化が進むほど顕著に

なるととが定量的に示された。
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第 3 章 部品中心の生産管理システムにおける生産計画

1 製品計画一部品標準化率の最適化

1. 1 緒言

多様な客の要望を対象にして注文をまとめてい〈場合でも，製品の設計シス

テムを工夫するととによって，客の要求を満しつつ，しかも生産システムを単

純にすることができる。とれは第 1 章で論じたが，製品計画の観点から述べる

と次のようになる。

① 標準製品に適切な補助部品を付加したり，取りはずしたりして，機能上，

外観上の異なる製品を作 b 出せるようにするとと。

② 標準化させた部品，組立部品などを組み合わぜることによ!J ，機能上，外

観上の異なる製品を作 b 出せるようにすること。

いずれの場合も，部品を組み合わせた!J ，部品?と若干の変更を加えた b して

多種多様な仕様の製品を作り出していとうというのである。

そして標準化によ!J ，各製品間で共通部品を増加させればサーピス率が向上

し，在庫量は低減して，生産リード・タイムが短縮される。以上に関しては既

に第 2 章「部品中心生産管理システムの設計と実験」で立証したととろである。

しかし過度に標準化が進めば製品には個性がなくなり，個性化，多様化が要求

される今日~i>~いては消費者の要求を満たす ζ とが困難となって，購買意欲が

低下する ζ とも考慮、し左ければ左らt.cい。すなわち多様化と標準化の二律背反

する問題~i>~いて，部品標準化の最適化を図る必要がある。

つま b 最適な部品標準化率を求めるととであり， その目的は部品中心の生

産管理システムに赴いて生産と販売上の観点からその最適化を図り，定量的に

的確念意思決定を行念い，経営効率を高めることである。

そとで ζの問題を検討するために， 第 2 章 4.3.2 節で定義した部品標準化
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率を用い，三種類の部品構成モデルを設定して‘シミュレーシ!!;/手法によ b

各部品標準化率に対するサービス率会よび在庫量を求め， その理論式を導き，

標準化による需要低減の影響を各部品標準化率K 対して算出し，比較・検討し

た。その結果，最適左部品標準化率を求める ζ とができた。

1 .2 部品中心生産管理システム VC j;~けるサービス率b よび在庫量の計算

1. 2.1 .実験目的

ζζ では部品中心生産管理 γステム VC j;~ける部品構成の異なる三種類の実験

用モデルを用いて，部品の標準化の程度会よび標準生産数量の異なる構成部品

の組合せの変化に応じ，サービス率なよび在庫量をシミュレーシヨン実験によ

b 定量的に求める。

1 • 2 • 2 モデルの設定

(1) 製品種類，部品構成会よび標準生産数量

本実験でと b あげる製品は， P 10 ， P l1 ，・・・ ， P19 の合計 10 種類で，

各製品の部品構成比 部品の種類に従って部品標準化率を 0 % から 9 0 ~ぢまで

10 %づっ変化させて，それぞれ部品構成を異にするモデル BI ，Bll ，B][ の

三種類を設定した。その一部を表 3.1VC 示す。各製品は 10 個の部品 K よb 構

成されていて， 製品 1 台当 b の各部品の使用数量はすべて 1 個とする。構成部

品数量は u00' U 01 ， ... ，U 99 の合計 100 個であり，各製品の週当 b 標準生

産数量は P 10 ， P 11' P 12 ， P 13 は 1 00 台 P 14 ， P15 は 80 台 P 16 ， 

P 17 は 70 台 P 18 ， P19 は 60 台とする。故に全製品の標準生産数量は週当 b

820 台である。

(幼 生産管理方式 b よび生産手順

本実験では次の生産菅理方式を設定する。

① 生産計画サイクル:週サイクル
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表 3 . 1 部品構成モデル

部品 構成 モデ ル E

| 部品構成モデル E 「一
部品構成モデル I トーー 「一

トー

η P 4毒 成 音B ロロロ
トー

Uo Ul U2 U3 U4 Us U6 U7 Us U9 

円。 Uoo UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 

円1 U ∞ UOl U02 UC3 U04 U05 U06 U07 U08 U09 

112 U ∞ UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 

円3 UOO U01 U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 

114 UOO UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 
90 

115 UOO UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 

円6 tJ OO UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 

円7 UOO UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 
t--

円B UOO UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 トーレ/
円9 UOO UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 レ/
円。

UOO 印戸-弘.，... 司門Jと02 一 ~之さ U06 I U07 I U08 U09 
レ/

J 、 「石03
己E ロI UUI ミi ミ卜~芝~ω 

U09 
レ/

ト -
円2 UOO UOl U02 U03 U041 U05 --円3 UOO UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 

40 円4 UOO UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 卜、
115 U55 U51 U52 US3 U54 U55 U56 U57 US8 US9 r、
116 U66 U61 U62 U63 U64 U65 U66 U67 U68 U69 ドト
円7 U77 U71 U72 U73 U74 U75 U76 U n  U78 U79 

と三日F IJ80 
月三一色 U84 U ぉiU「匂lsず，J..--

司、、「ーー

U81 --r-CJU6l U87 I U 88 
119 I U90 U91 U92 U93 U94 U9S U96 U97 U98 U99 

円。 Uoo UOl U02 U03 U04 U05 U06 U07 U08 U09 

円1 Ul0 U l1 U12 U13 U14 U15 U16 U17 U18 U19 

Pt 2 U20 U，n U22 U23 U24 U2S U26 U27 U28 U29 

113 U30 U31 U32 U33 U34 U35 U36 U37 U38 U39 

114 U40 U41 U42 .U43 U44 . U~S じ ~5 U47 U~Ö U~:l 。
115 USO USl U52 US3 U54 US5 U56 US7 US8 US9 

Pl 6 U60 U61 U62 U63 U64 U6S U66 U67 U68 U69 

Pl 7 U70 U71 U72 U73 U74 U7S U76 U77 U78 U79 ト---1

F司8 U80 U81 U82 US3 US4 USS . US6 US7 U88 US9 卜一

M9 U90 U91 U92 U93 U94 U95 U96 U97 U98 U99 
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②安全在庫量:定率基準安全在庫

③生産調整:毎週末に行なう

生産は第 2 章 4.2.2 節 K 示される手順によ b 行なう。

1. 2.3 実験手順

実験手順は第 2 章 4.3.3 節に準じて行念う。司

1. 2.4 ・ 実験計算結果

3 種類の部品構成モデルについてコンビュータ・シミュレーションを行ない，

各部品標準化率に対するサーピス率 (ψ 甲) ， '週平均在庫量 (Iq 亨〉を上記計

算手l固に従って求めた。その結果をそれぞれ図 3.1 ，3.2 VC 示す。

ψ(者i)

100 

99 

98 

97 

95 

1 " ' "  
o 10 20 30 40 50 60 70 

Lーー」
80 90 

η(骨)

図 3.1 標準化率(甲)とサービス率(りの関係
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110 

100 

90 

主

η(唖)

図 3.2 標準化率(η) と週平均在庫量 (.1 q )の関係

1. 3 部品標準化率の最適化

1. 3.1 サービス率なよび在庫量の計算式

1. 2. 4 ~;j;~ける結果に基づき， ψマ， I q甲のそれぞれの平均値を修正指数型

曲線の式 y = c- a ・b X v<:近似して， その結果を一般式として次のように

表わすととができる。

伊 η9 0 . 5 9 8 + 5.217 X 1.059η(%) (3. 1) 

Iq マ =308.526 -119.090 X 1. 067 ザ ({I 固 (3.2)

1. 3.2 部品標準化率と需要低減の関係

経済現象の解析にしばしば H. Wa ld の弾力性分析が用いられているが， ζ

とでは各部品標準化率についての需要低減率を過去の統計的資料に基づいて推

測し， ζれを丹]いて部品標準化率の最適化を図る。乙 ζ で，部品標準化率と需

要低誠率との関係、を次のように考えるととができる。す左わち部品標準化率弾
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力係数を K とすると K は次式で表わすととができる。

ム~ / ~ 
K = 

ムマ /η

ととに

~ :需要低減率

ム~ :需要低減率の変化量

甲:部品標準化率

ム η: 部品標準化率の変化量

( 3. 3 ) 

弾力性と回帰式との関係は，式( 3. 3 )よ .!i Log ~ = K Log η +  C ( C は積

分定数)であ!1 .ここで C = Log A ( A は定数)とj;'" <と， Log ~ = Log 万K

+ Log A となる。

故に

e=A ・ηK (3.4) 

す左わち指数関係、であ!1 .そり指数が部品標準化率弾力係数である。 9)

1 • 3 . 3 在庫利益指数の定義 b よび計算式

一般に経営分析にないて，投下された総資本利用の有効性(生産性，収益性)

を示す指標として総資本利益率 10) が用いられるが，と ζ では総資本中の部品在

庫投資の効率的運用の指標として，また部品標準化率最適化のための評価尺度

として在庫利益指数 (ρ) を定義する。そしてとの値が最大となるときの部品

標準化率を最適部品標準化率とする。 ρとは部品在庫金額で刺益を除した値で

あ b 、ととで利益とは販売収入に売上利益率を乗じた値から需要低誠による損

失 b よび在庫のための在庫経費と品切れによる信用失墜としての損失を減じた.

ものである。

在庫利益指数計算式は 1 • 3 • 1 節で求めた V 守， i q甲の計算式を用いて次式

.によ b 示される。
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ρ= 
F p {伊万 r ( 1 ー 2~)-Åo (1-~)( 1 - 11' 甲 ) } 

wI qη ( 1 - ~) 

3 
-一一一一( 3.5) 
1 - ~ 

こζ 11:

台

個

量
一
旦
国
一

数

庫
測

在
予

均

要

平

需

週
明
Me

p

q 

F

・I

w :期間(週)

s :需要低減率

β :保管費率

T :売上利益率

AO :品切損失率

Qクη :サービス率

p :在庫利益指数

η -部品標準化率

1 . 3 . 4 部品標準化率最適化の実験

(1) 実験目的

部品標準化に関し，生産と販売上の要求である標準化と多様化の相反する問

題にないて， ~ ， s ， r ，AO の要因が ρに与える影響を検討すると共11:， ρ

の値から最適部品標準化率を定量的に求める ζ とを目的とする。

(幼 実験手順

1.3. 3 節で設定した( 3. 5 )の計算式を用いて， β = 0.5 % (週当!> )と

し，表 3.2 11:示す需要低減モデル C I ，Cll ，C Jn， C N I1:対して O' A 0 

を変化させ，表 3.3 11:示す 12 種類のモデルを設定する。それぞれのモデル K

ついて図 3 • 3 の手j聞に従って ρの計算を行ない，その結果に基づき， 最適部

-品標準化率について検討する。
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表 3 • 2 需要低減率表 ( ~ ) 

は丈 CI C lI Cm CN 

( K =  3.46) (K= 3.64) (K= 3.77) (K= 3.88) 

90 0.20 0.30 0.40 0.50 

80 0.13 0.19 0.25 0.31 

70 0.08 0.11 0.15 0.19 

60 0.04 0.06 0.08 0.10 

50 0.02 0.03 0.04 0.05 

40 0.01 0.01 0.01 0.02 

30 0.00 0.00 0.00 0.00 

20 o. ∞ 0.00 0.00 0.00 

10 0.00 o. 句 0.00 0.00 

。 0.00 0.00 0.00 0.00 

表 3. 3 実験モデル表

実験モデルAi: K T A。
C 1- 1 3.46 0.10 0.20 

C 1ー 2 3.46 0.20 0.40 

C 1 ー 3 3.46 0.30 0.60 

C 1I- 1 3.64 0.10 0.20 

C lI- 2 3.64 0.20 0.40 

C lI- 3 3.64 0.30 0.60 

Cm- 1 3.77 0.10 0.20 

C m 一 2 3.77 0.20 0.40 

. . 
C m - 3 3.77 0.30 0.60 

CN - 1 3.88 0.10 0.20 

CN ー 2 3.88 0.20 0.40 

CN 一 3 3.88 0.30 0.60 

-40 ー



rp • Q • ~の計算式を詰込む

r.{3.).0 のデータを読込む

ρ の計算を行左う

結果を印刷する

No 

終 了

図 3.3 在庫利益指数計算フロー・チ守一ト

(3) 実験結果と考察

在庫利益指数計算式によ b 求めた結果を，標準化率と在庫利益指数のグラフ

で図 3.4 1'(表わし，各実験モデルになける最適部品標準化率 (η* )と最大

在庫利益指数 (ρ 本)を表 3 • 4 に示す。その結果，以下のことが判明した。

① 需要低誠率の最大が 50 %のとき， η* は 60 ~ぢ，需要低減率の最大が 20

Pちのとき， 万事は 85% 1'(左る。

② ρ* は O :t~よび ).0 1'(よ b 大きく影響される。例えば 7 が 0.1 ，0.2 ，
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P 
1.80 

1.60 

1 .40 

1.20 

1. 00 

0.80 

0.60 

0.40 

0.20 

CI-3 

o 10 20 30 40 50 60 70 80 90η( 幅)

図 3.4 在庫利益指数グラフ

0.3 のとき ρ* は 0.58 ， 1. 21 ，1. 84 となる。すなわち ρ* は r の増加につ

れて増大する。

③ η* は O $~よび À 0 の変化にはあま b 関係、がなく， e vc よ b 大きく影響さ

れる。す左わち Eが増大すれば η* は小さくなる。

④ 図 3.4 の在庫利益指数グラフによ1:> ，各需要低減予測モデルに対する最適

部品標準化率を定量的に直接，容易に求めるととができる。
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1 . 4 結 日

本節では次のような結

論が得られた。

① 在庫利益指数を設定

して，部品標準化率最適

化の理論を展開し，そ c

計算式を導き，販売の多

様化方針と生産管理上の

標準化方針との二律背反

ナる問題の最適化の経営

的左分析を行なった。

② 式 ( 3.5 )を用いて

製品計画の段階に b いて

最適部品標準化率を設定

し， ζ れに基づいて合理

的左製品設計が行念われる。

「一

表 3. 4 各実験モデルの最適部品標準化率

と最大在庫利益指数

実験モデル
最適部品

(万*)
最大在庫

標準化率 利益指数

C 1 - 1 85 0.580 

CI - 2 85 1. 210 

CI ー 3 85 1. 840 

Cn - 1 75 O. 591 

cn - 2 75 1. 1) 6 6 

Cn - 3 75 1. 622 

Cm - 1 65 O. 481 

cm - 2 65 1.007 

cm - 3 65 1. 523 

CN 一 1 60 0.464 

CN - 2 60 0.972 

CN 一 3 60 1. 481 

(ρ*) 

@ かくして，計画した需要量を確保しながら在庫量を低減させ，サーピス率

を高め，納期を短縮して，部品中心生産管理システムの効果を発揮することが

できる。

2 需要予測

2 .1 緒 ち-
Eコ

需要予測をいかに効果的に行なうかは，生産体の経営vc j:，..いて非常に重要な

意味を持っていて，生産計画の出発点としての需要予測のあ b 方は，生産計画
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自体の価値を決定づけるものといえる。

部品中心の生産管理システムに b いては，部品の標準化と部品の適正念在庫

によって， 外界因子による変動外乱を吸収し，サービス率を高め，顧客の要望

を満足せしめようとするもりであるが.的確に需要を予測し，その予測誤差を

最小にするととによって，部品中心生産管理システムの特性を一層発揮せしめ

るととができる。

需要予測は，あくまでその方法論によってその価値が決定づけられてしまう

ものである。そ ζ で，いかなる予測手法を選択するかというととがきわめて重

要な意味をもってくる。

一般にいえるととは.ある特定な予測方法というものがすべての生産体にと

って必ずしも最適な方法であると低いえない。

従って生産体が需要予測を行なうにあたっては.その取 b 扱っている製品と

か評価基準によって選択する予測手法も当然変ってくるものといわねばなら左

い。また予測する期間，すなわち長期，中期，短期，月次，週期比よっても予

測手法は変ってくる.

ととでは先の製品計画K 基づいて，部品中心の生産を行左い，成長性があ 9 ， 

季節変動するある民生用電気機械に関する的確左需要予測の方法について述べ

るとと K する.

予測手法としては，時系列を追って変量を分析しようとする時系列分析，変

量聞の相関係数によ b 分析しようとする相関分析などの各種予測手法がある。

本システムに辛子ける需要予測は，生産計画一一材料調達一一生産一一出荷に

至る一連の生産管理サイクルのためのものであ 9，予測期間は発注から出荷の

リード・.タイムで制約される比較的短期を対象とするものである。

従って予測手法の選択にないては Brown 流指数平滑法. Winters 流指数

平滑法辛子よび傾向予測分析法を用い，判定基準としては，予測結果と実績値と
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の誤差率が最小のもので，かつ 5 箔以下のものとする。

2.2 傾向予測分析法

① M か月先の 1 か月の需要予測を毎月行左う。

② 過去 N+2 か月聞の実績値 S" をとる。

とれは次のように表わされる。

SX t' -l SXi-2 Sx t-(N+2) 

ただし， N 孟 12 とし，?は月を表わす添字である。

③ との実績値の 3 か月の加重平均を求める。

k ， t ，命は O と 1 の聞の数とし，加重平均値を s'x とする。

Sx t-1=12sxi1 + .e SX i' -2 + /¥，、

m ;:'xi -3 

、 ^-S'x t-2 = k SX1_2 + :e Sx 't _3 + inS Xt _4 

^ 、 -
S'Xt-N-l = k SX 't _N_ 1 + .e SX 'f _N_ 2 + mSXt~N_ 3 
r、 ，、〈
k + i! + m 1 

( 3 .6) 

④ 上式で求めた N 個の加重平均値に対して最小自乗法( 1 次)を適用する。

f ( A ，B ) = え { れ 2 ー (AT2+B)}2
t='{-N ‘ 一一

( 3 • 7 ) 

上式にj;~いて f(A ， B) を最小にする A ， B を求めるために，次式( 3. 8 )， 

( 3.9 )を計算する。

A 1: T 三十 B Z T42=Z S1i 令・ T 令

?‘ t 1 ‘ 

A 1: T t + N B = 1: S xt 
l' l' 
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その解を 2 ，S とすると傾向直線は次式で表わされる。

X = 企 T + 会 ( 3 • 10 ) 

⑤ 予測対象月なよびそれに対する前年同月の傾向値を求める。

傾向値を令 xt とすると式( 3 ・10 )よ b

^ ^ ノ、
S x t+M ATf 寸 +M + B ( 3 . 1 1 )  

s x?+M 尚 12 =九 Tl= 'f +M-12 +会 ( 3 • 12 ) 

を得る。

⑥ 前年同月の加重平均値と傾向値の比をもって，その月の季節指数 SVt と

する。それは次式で求まる。

S V 't +M-12 skf+M-u/ 

，. 
S X t'+M ・2 (3.13) 

⑦ 傾向値に季節指数を乗じて需要予測値 F p tを求める。

F pf+M = S  v?+M-u ・ 合令+M ( 3 • 14 ) 

2 • 3 傾向予測分析法と指数平滑法の比較実験

2 • 3 • 1 予測実験モデル

表 3 .5 は季節変動が緩慢な民生用電気機械製品 X A ，表 3 • 6 は季節変動

が比較的著しい製品 X B の 1971 年から 1973 年になける需要実績値データで

ある。前者を需要予測モデル (D) ，後者を需要予測実験モデル( E )として，各

，々 1971 年~ 1972 年のデータを用いて 1973 年の需要を予測する。

予測手法としては，① Brown 流指数平滑法，② Winters 流指数平滑法，③

傾向予測分析法を用い，それぞれの予測手法にむいて最適なウエイト付けを行

ない，各々の予測値を相互比較するととによ b 最適予測手法を選択する。 11)

2.3.2 Brown 流指数平滑法による予測

Brown 流指数平滑法による予測期待値 Eft は，次式で求められる o 12) 

F e l' = aS x l' + ( 1ーα) F et -1 ( 3 . 15 ) 
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表 3.5 需要予測実験モデル ( D ) 

ドミ 実 績

1971 年 1972 年 1973 年

1 73 78 87 

2 75 88 105 

3 79 95 110 

4 95 104 121 

5 93 110 127 

6 98 114 128 

7 102 112 127 

8 92 109 121 

9 96 106 124 

10 88 100 112 

11 83 94 107 

12 78 90 109 

iロL 計 1，052 1，2JO 1，378 

S e1 : 1 時点 VL ;t，~ける 2 次平

滑期待値

α :平滑化定数， 0 くαく 1

'1 1 ，2 ，・・・， 百， m=36 

また，予測誤差率εE は次式で

求められる。

εE=ZI Sx ，! - Ef1 ! X lO O( 係) (3 ・18)

ZSXt 

表 3 . 5 の実験モデノレ( D) 

を用いた実験にないて，式

Sei=αF et +(1α)Se7- 1 (3.16) 

Eft=( 全Pet-1) ー(古 Set-l)

(3.17) 

中阻山

相

次

実

1

'

コ

る

け

竹
お

おこ

に
制

点
時

底

'

a

p

φ

L

‘p
e
L 

I

t

x

e 

だ

S

F

た

平滑期待値

表 3. 6 需要予測実績モデル( E ) 

恨; 実 緩

1971 年 1972 年 1973 年

1 183 229 234 

2 218 243 264 

3 230 264 302 

4 242 272 293 

5 209 237 259 

6 191 211 229 

7 180 203 

8 180 196 210 

9 171 196 210 

10 194 201 219 

11 193 236 245 

12 181 235 242 

合計 2，364 2，7∞ 2，910 
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表 3.7 Brown 流指数平滑法による予測結果 実験モデル (0)

-. . 

ぱ: 実験 平滑値 平滑値 hs 吟

予測
誤差 誤差合計2 - α e 'i 期待値一一 .F

S埼 Fe't Se~ 1-， α Eft S~-Eft };Iεl 

1972 1 78 

2 88 

3 95 

4 104 

5 110 

6 114 

7 112 

8 109 

g 106 

10 100 

11 94 1∞ 96.5 

12 90 93.0 94.1 403.0 313.5 

1973 1 87 88.8 90.4 384.8 301.3 90 - 3 

2 105 1∞.1 97.2 433.9 324.0 84 21 

3 110 107.0 104.1 463.8 347.0 110 o 

4 121 116.8 113.0 506.2 376.7 117 4 

5 127 123.9 120.7 537.1 402.2 130 - 3 

6 128 126.8 124.9 549.4 416.5 135 - 7 

7 127 126.9 126.3 550.0 421.1 133 - 6 

8 121 122.8 123.8 532.0 ・412.8 129 - 8 

9 124 123.6 123.7 535.7 412.3 119 5 

10 112 115. ，5 118.0 500.5 393.2 123 -12 

11 107 109.5 112.1 474.7 373.6 107 。
12 109 101 8 76 

(3.15) ， (3 .16) ，( 3.17) によ b 計算された結果は， α = O. 7 とな

いた時，予測誤差が最小とな b 表 3 . 7 の通 b である。

予測誤差率 εEOtl • 式 ( 3.18) により次の通 b計算できる。

ε E
O

=C76 /1378) ・ 100 =5.52 勿
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また同様にして，表 3 . 6の実験モデル( E )を用いた実験結果は， α = 0.8 

とb いた場合，予測誤差が最小とi5:: .!J ，予測誤差率 εEE は次の通 b である。

εEE = 8. 18 ~ぢ

ï5::i>~Fetの初期値は過去 3 ヶ月の平均値を用い， S e tの初期値は 1972 年 11

月と 12 月の Fe 'tの平均値を用いた。

2 • 3 . 3 Wi n t e r s 流指数平滑法による予測

W i nters 流指数平滑法による予測値 bt-M は次式で求められる c 13) 

d企A ← Sx1 へハ
;::， t αA ・下正士L +( 1 ーαA‘)(S 1: - 1 + R 'l - 1 )  

ハ S x' t ハ
Fi =αB • ---;:::--:一+( 1 ー αB.) F 't - L  

。t

" /'>- ，... 

R t =戸 0 ・( S t -S t - 1) + (1 ーαc ) ・主?ー 1

f、 ^ ^ Di ・M =(S 't + M . R 'I)・ F 't +M -L

ただし，

SXt 

，、
S1 

Ft 

R 't 

α A 

αB 

t 時点の実績値

2時点で算出した基本値

t時点で算出した季節変動指・数

t時点で算出した傾向値

基本値算出の平滑式の平滑化定数

季節変動指数算出の平滑式の平滑化定数

α。 傾向値算出の平滑式の平滑化定数

A 

(3.19) 

( 3 . 2 0) 

( 3 .21 ) 

(-3.22) 

D2 ・M: 令時点に求めた t + M か月先の需要予測値， t=1 ，2f ・・，缶 t

M は自然数

工 :ー季節変動周期( 12 か月 )

また，予測誤差率 εD は次式で求められる 4
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ハ

εD = 
Z)SX1+1 ー Dl ・M)

..E Sx 令
X 100 (%) (3.23) 

表 3 • 5 の実験モデル( D.) を用いた実験に b いて式 (3.19) ，(3.20) ，

( 3 • 21 九 ( 3. 22) によ b 計算された結果は， αA= 0 . 3 ，α8=0.4 ， 

αc=O.OI とb いた場合，予測誤差が最小とな!1.表 3 • 8 の通 b である。

表 3.8 Wi n t e r s流指数平滑法による予測結果 実験モデル( D ) 

(αA =0. 30 ・句 =0.40. 叱 =0.01 ) 

事己 季節 基本値 傾向値
実績 e 指数 ，、

ハRO=1.00 
予測値

SO=80.5 

年月
Sx t' 食t合T〈ー. 1+ (会g?p ーJ 1) 食t-1

Sx 令 令t' -12 一一ー-XA 含T X ( 1 食を Di'・ tFp t' _12 X(l-A) xc ーc)

1972/12 90 0.848 31.8 57.1 88.9 0.1 1.1 L1 一
197 :y 1 87 0.856 30.5 63.0 94.5 0.0 1.1 1.1 77 

2 105 0.911 34.6 66.2 100.8 0.1 1.1 1.2 86 

3 110 0.961 34.3 71.4 105.7 0.0 1.2 1.2 98 

4 121 1.090 33.3 74.8 108.1 0.0 1.2 1.2 117 

5 127 1.098 34.7 76.6 111.3 0.0 1.2 1・2 120 

6 128 1.135 33.8 78.7 112.6 0.0 1.2 1・2 128 

.7 127 1.135 33.6 79.7 113.2 0.0 1.2 1・2 129 

8 121 1.052 34.5 80.1 114.6 0.0 1.2 1・2 120 

9 1五4 1.049 35.5 81.1 116.6 0.0 1.2 1・2 122 

10 112 0.965 34.8 82.5 117.3 0.0 1.2 1・2 114 

11 107 0.970 35.7 83.0 118.6 0.0 1.2 1・2 107 

12 109 0.914 一 一 一 一

また予測誤差率 εDD は次の通 b である。

εDD =(60/1378 )・ 100 4.35 % 

-50 ー

誤差

ε ..E Jεl 

一
10 

19 

12 

4 

7 

o 

- 2  

1 

2 

- 2  

。
。 60 



また同様にして表 3 • 8の実験モデル( E )を用いた実験結果は， α A = 0.3 

αB =0.2 ， αC =0.01 とシいた場合，予測誤差が最小とな 9， 予測誤差率

。
るあでh

y 

wm
 

通の

5

次

8

口

2一一

E 3

E 
ε
ゐ

~ j;~ ，初期値の決定は次式陀よってなされた。

ハ
Ro = 

，、・，.、
V(il/L) 一 Vl

H - L 
(3.24) 

^ " 50 = V 1 
八

6 • 5 R 0 (3.25) 

" . . s Xt 
F 7 7 = A ~ A  A 

v .1 ヤ?ー{ ( L + 1 ) /2-] } . R。

Ave 
F l';'+ F 2i' + ・・・ +F r;耳 A

F'~ 1' ~一一""-!:J . - M 、，
M 

( 3 .26 ) 

自
iuv A 

~
L
Z
= 

l
l
t
n
y 

ペ
Fe V A 

--
A
J 

仏
H
L

ただし

vi ，、
E 年 1 か月当 D の平均実績

ー :実績値の個数H 

L :季節変動周期( 12 か月)

丹
:年z 

J ハ :月

'( ~ Iト
= 1 2 i + j 

である。
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2 . 3 . 4 傾向予測分析法による予測

表 3 • 9 は，表 ? . 5 の実験モデル( D )を用いて傾向予測分析法によ b 予測

を行なった結果である。

八 一 〈ー加重は， 'k' 0.1 ，'s' = 0 • 1 ，'ni = 0 • 8であ !J ，予測誤差率 εk は次式

で示される。

εk 
Art-

P

一
F
ニ

-
-
A
t 

-一

X

-
q
u 

x
一z

cu一一
1 2

二 X 100 % (3.27) 

故に，表 3.. 9 と式 (3.27) よ.!J ，予測誤差率は次の通 b である。

εkD = ( 4 0 / 1 3 7 8 ) ・ 100 =2.9 ~ぢ

また同様にして，表 3 • 6 の実験モデル( E )を用いた実験結果は，企=

0.1 ，2=0.1 ，合 = 0.8 と設定した場合，予測誤差が最小とな !J ，予測誤差

率は次の通 b である。

εkE = 2 .30 % 

2 . 4 . 5 実験結果の考察

表 3.10 ，3.11 は季節変動が緩慢な場合(実験 D )と季節変動が比較的著

表 3. 1 0 需要予dt 1l実験結果( D ) 

孟?辻三¥ 実績合計 予測誤差 誤差率 備 考

Brown 流 Fぢ
①指数平滑法 76 5.55 表 3，7参照

(α= 0 • 7 ) 

②Wi n t e r流 9ち
指数平滑法 1，378 60 4. 35 表 3.8 参照

(αA=0.3 ，αB= 0.4 ，αC=O.OI) 

③傾向予測分析法 Fち

(主 =0.I ，2=0.1 ，品=0.8)
40 2.90 表 3. 9参照
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表 3.11 需要予測実験結果( E ) 

百汗 よ~1 実績合計 予測誤差 誤差率 備考

① Brown 流 % 

指数平滑法 238 8. 18 

(α= 0.8) 

②Winters 流 % 

指数平滑法 2.910 83 2.85 
k 

(αA=O ._3 ，αa= O.2 ，αc=O. 01) 

% 

③傾向予測i分析法 67 2.30 

(k=O ・1 ~ t=O. 1 ，ffi= O. 8) 

しい場合(実験 E ) ~:J:，~ける需要予測結果を表わしたものである。

① Brown 流指数平滑法にないて予測誤差率は，実験 D の場合 5. 52 ~ぢ，実験

E の場合 8. 18 ~ぢであ.!J ，季節変動が比較的著しい場合にないては予測誤差率

が大き< ， ζ の手法はあま b 有効であるとはいえ念い。

② Winters 流指数平滑法にたいて予測誤差率は，実験 D の場合 4.35 %，実

験 E の場合 2 ..8 5 ~ぢで，共に誤差率 5%以下であ.!J，比較的季節変動の著しい

場合~:J:，~ける方が追従性がよい。

③ 傾向予測分析法~:J:，~いて予測誤差率は，実験 D の場合 2.90% ，実験 E の場

合 2.30 %で，共に誤差率 5 % 以下であ.!J，三手法を通じて予測誤差率が最小

である。

従って商品に成長性があ.!J，その季節変動が緩慢な場合なよび比較的著しい

場合~:J:，~いても，需要予測誤差率が最小であ.!J，かつ 5%以下であるので傾向

予測分析法が最も優れているととが立証された。
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2 • 5 結 Eコ

① 本節にないて，予測手法採択の判定基準は予測誤差率が最小のもので，か

っ5 務以下であるととを条件としている。

従って傾向予測分析法を採択するととができる。

② 季節変動が緩慢な場合 b よび比較的著しい場合のいずれに b いても，傾向

予測分析法が優れているととが判明した。

③ 傾向予測分析法は予測誤差率が最小で，しかも他の予測手法に比較して計

算手順が簡便であ.!J ，かつ計算時間が最小である。

従って本手法が最も優位である。

3 プロダクト・ミヲクスによる生産計画一一最適利益計画

3 • 1 緒 Eコ

最近の経済情勢，生産体間競争の激化に伴ない，経営の中心は従来のオペレ

ーシヨナル・レペノレの管理よ b も経営計画κワエイトを移しつつある。

ζ のよう左情勢下にがいて，各生産体は最適な経営計画の立案に努力を傾注

し，試行錯誤しているのが現実の姿である。

本節では需要予測に基づき，生産体になける経営計画の中心となる生産計画

について，利益を主体としたプロダクト・ミァクスによ D 最適生産計画を作成

しようとするものである。

その計画V(:l;-いて，最適利益を得るためにダイナミック・プログラミング

( D P )のモデルを作成し，電子計算機による数値解析を行左っている。な b

プロダクト・.ミックスによる生産計画に基づき，各製品の経営に対ナる貢献度

分析を行なって生産活動の効率化を図った結果について述べる。
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3 . 2 プロダクト・ミヲクスのための D P モデル

利益を主体とする生産計画 K かいては、各製品の責任として明自に把握でき

る費用(直接費用)と，胡間費用としてのみ把握可能な費用(従って，製品各

々の責任として認識するよb も経営力 K よってカパーすべき費用)とに分割し，

限界利益(注 3. 1)をそり評価尺度とすべきであ.!:J，次に ζ のプロダクト・ミ

ヲクスのための D P モデルについて論ずる。

N 種類の製品があるものとし，製品 i の販売高 G Xi の時の限界利益は下記の

通 b 求められる。

Pv: 製品 1 台当 b 価格
z 

M Ci 製品 1 台当 b 材料費

Sd i 
製品 1 台当 b 販売促進費

Mh i 
製品 1 台当 b 工数

Ec: 製品 1 台当 b その他直接費用
z 

Lr 労務費レート

Wai(Gxi) 材料費低波率

Wbi(Gxi) 

Wci(Gxt) 

gi (G Xi ) 

販売促進費増加率

工数低誠率

限界利益

とする。との時の材料費は Mct{1-wai(Gxi)) 

販売促進費は Sdi{1 十Wbt(Gxt))

労務費は Lr{1-WCi(Gxi))Mht 

( 3 .28 ) 

(3.29) 

( 3 . 30) 

以上によ.!J G Xi 販売した時の限界利益 gi (G xi ) は次式で表わされる。

(注 3 • 1 ) 限界利益 売上高一変動費

利益 +固定費
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Gv. 
gj ( G xi ) = p ユ C P Vi ー{1-Wa i(G x i)j Mci 

• 
V i 

一{ 1 + W  b. i 
( G xi )} S dj 一L r { 1-W c i 

(G X j 
)} M h ー E ci) 

(3.31) 

販売高の制約条件として

L S. 製品 i の政策最低販売高

Lx 生産体の最低目標販売高

M x 生産体の最大可能販売高

また G xi ーL si Yi と名、き

N N N 
Lx 一平Lsi 孟平 Yi 豆 (M x 一平 L Si )

号(Gxi)=G i(y i+L si)=fi(yi) 

(3.32) 

(3.33) 

と表わすととにする。各製品 iの最低目標販売高を越える製品 1'" i になける

Yi の累計販売高を Zi とすると，製品 1 のみを販売する時の限界利益は

f 1 (Z 1 ) = G 1 (Z 1 ) 

更に製品 2 を販売する場合は

Max{f 1 (Y I> +f 2 (Y2)} = Max{G1 (Zl) 

(3.34) 

N 
O 亘 Zl 三三 Z2 孟 (Mx- .E Ls i ) 

+ f 2 ( Z 2 - Zl ) } = G 2 ( Z2) (3.35) 

同様に製品 3 を販売する場合は
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=G3(Z3) {G:H Z 2)+f3( Z3 一Z2 ) } 
N 

-FLst) 

Max 

O 三五 Z 2:: 玉Z3 三三 (Mx 

optimality) によ 9 ，製品 1~;を販売しof 最適性原理( principle 

た時の最大限界利益は

{G;-1(Zi-d+fj (Zi 一 Z ;'-1 ) } 

凶 i'-1 亘Z 話 (M 斗Lst)

Max G; (Z ; ) 

( 3 . 36) 

と表わす ζ とができる。

. ( .Z i )なる yi を， ， y勺~ )とし， Gy*' 2 ， yち，の最適配合を(Yi 

=F.i.(Zi') と表わすと、* yi 

FN(ZN) Y~ 

(3.37) y*i) 

yS) 

N 

Z 
i=N-1 

F N .ー 1(ZNY~-1= 

本

Y. N -2= F N -2(ZN 一

ホV
' 

q
0 

・

N
Z
=

-
N 

q
b n

4 
p
・一一

内
'u

* .
y
・

y 本 i
q
G 

N
Z
= 

本

Y 1 = Z N 

ホ

のJI 貝に Y i が決定される。 との (*-vd
 

， 
'E--

*
N 

Y
本

Ny 
.，
 *・

N

・

vd
・
・

， 

長

2vd
 

， 

普

1y 

すなわち，

Gi
N 
)を決定す-・・，~* 

'-'X2 ' よ 9 ，最適配合 (GE1 ・

する ζ とができる。

Gv.VL 無関係、に
~)' 

(3.38) G x ・) 三五 g ，. (G X ..) 
ゴ J

gi ，gj が販売高 G x i 
j の限界利益

主主 g.j (G Xj) または g i ( 
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が成立する左らば gj (G X j )の低いものから L s i =G x i とないて、( Mx i 

- Z L si )に対して， gj ( G X i ) の最大のものを求めるとその配合は最適配

合と左る。しかし実際上，式 (3.34) が常に成立するとは限らない。 従つ

てとの売上配合に対しては D P モデルが有効と考える。 14)

3.3 D P モデルによる数値解析

前述したプロタ・クト・ミヲクスの D P モデルは多数の製品とそれに対応した

各種政策の代替案とが組合わされ，この計算は膨大左ものとなる。そとで意思

決定プロセスの迅速化を考慮、し，電子計算機によ b 計算を行なった D P モデル

による数値解析例を表 3.12~3.15 K:示す。 ζ れは製品 X 001 - X O  0 5  

に対する見積原価(表 3 .12 参照)と，政策代替案である原価変動要因(表 3 • 

1 3 参照)によって求められた限界刺益テーブル(表 3.1.( 参照)を DP モデル

表 3.12 見積原価テープJレ

~ xoo 1 XOO 2 X 0 03 X004 X005 

企画台 数 10 ，000 10 ，000 6 ，000 9.000 8 ，000 

売 価 7 ，000 7.400 9.200 8 ，500 12.000 

-材 キヰ 費 1，530 1 • 421 2.001 1 ，628 2.797 

販売促進費 515 400 639 913 1， 216 

工 数 153 134 109 190 137 

表 3.13 原価変動要因テープJV (X 002) 

云ご± 6 ，000 8，000 10 ，000 12 ，000 14 ，000 . -
販売台数 8.1 ∞ 10 ，800 13 ，ωo 16 ，200 18.900 21.600 

材 料 費 - 5 %  096 296 3S ぢ 396 3Pd 

販売促進費 -10 勿 096 1096 3096 40 1;> 6 50 1;> 6 

工 数 -2 G 96 o Q6 1096 15 /;1 6 2096 20 0. 6 

限界利益 4，360 5，880 7.350 8，730 10.120 11. 480 
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表 3.14 限界利益テープル (単位千円)

お里丈 X ∞1 X002 X003 X004 X ∞5 

。 。
2，0∞ 1.320 1.4 ∞ 

4.D ∞ 2，680 2，840 3，0∞ 2.400 

6.000 4.080 4，360 3.140 4，560 3，660 

8，000 5.600 5.880 5，520 6，160 5，040 

10 ，000.. 7，200 7，350 6，800 7.6 ∞ 6，400 

12 ，000 8，760 8.730 8.040 9，120 7，560 

14 ，∞o 9，940 10 ，120 9.240 10 ，500 8.400 

16 ，000 11 ，360 11 ，480 ノ

18. ∞o 12 ，240 

20 ，∞o 13.400 

によって解析した最適売上配合表(表 3.15 参照)である。 表 3.14 は表

3.12 ，表 3.13 辛子よび製品各々の将来の販売政策から最低販売目標ライン K

従って，.式 (3.29 )よタ求められる。

表 3 • 1 5 では，まずステップ 1 VC ;1;..いて目標販売高 20 ，000 千円を X 001 

で満たすことを考え， X 001 の販売高 20 ，000 千円，その時θ限界利益

13 ，400 千円が表 3 .1 4 よb 求められる。 ステップ 2 VC ;l;"いては、 X001

KXOO 2 を加味し，目標販売高 20 ，000 千円を満たす各々 θ販売高の組合せ

b よびその時の限界利益を表 3 • 1 4 によって求める。以下同様に順次 X003 ，

X004 ， X005 を投入し，その時々の限界利益を求めるのである。(表 3 • 

1 5 参照 )

最終ステップ 5 にないて目標販売高 20 ，000 千円を満たす組合わせは X

005 を 4 ，000 千円と X 0 0 1 ，X'002 ，X 0 0 3 ， X 0 0 4 の販売合計

16 ，000 千円である事を求め，・順次ステヲプをさかのぼる事によ 9 ，X004 

.X 003 ， XO 0 2 ， X 001 の販売高(※む付いたライン)を求めるのである。
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表 3.15 最適売上配合表(目標販売高 20.000) (単位千円)

三吉男EL 販売高 製品の組合せと販売高 限界利益 限界利益率

1 (X 001) 

20.000 20 ，000 13 ，400 67.0% 

2 ( X001) ( X002) 

20.000 12 ，000 3.000 14 ，640 
18 ，000 12 ，∞o 6，000 13 ，120 72.9 

16 ，∞o 10 ，∞o 6，0∞ 11 ，560 72.3 

14 ，000 2，000 12 ，000 10.050 71.8 

12.000 2，000 10.000 8，672 72.3 

10 ，000 2.000 8.000 7，200 72.0 

※ 8，0∞ 2，∞o 6，000 5，680 71.0 

3 (XOOl とX002) (X 003) 

20 ，000 20 ，∞o o 14 ，640 73 ，2勿 |

18 ，000 18 ，000 O 13 ，120 72.9 

16 ，∞o 16 ，000 O 11.560 72.3 

14 ，∞o 12.000 2，0∞ 10 ，072 71.9 

12 ，0∞ 12.000 O 8，672 72.3 

10 ，000 10 ，∞o 。 7，200 72.0 

※ 8. ∞o 8.000 O 5，680 71.0 

4 ( XOOl とX002 と ( X004) 

X003)" 

勾 .000 12 ，000 8，000 14 ，832 
18 ，000 10 ，000 8.000 13.360 74.2 

※ 16.000 8.000 8，000 11.840 74.0 

14 ，000 8. ∞o 6，0∞ 10.240 73.1 

12 ，000 8，∞o 4，∞o 8，680 72.3 

5 (X001 ， X002 ， ( X005) 

X003 とX004)

※ 20 ，∞o 16 ，000 4，000 14 ，240 71.2 % 

18 ，000 14 ，α)() 4.000 12 ，640 70.2 

16 ，000 12 ，000 4，∞o 11 ，080 69.3 

最適配合 販売高 限界利益

X 001 2.000 1.320 

X 002 6，000 4，360 
X 003 。 o 
X 004 8，000 6，160 
X 005 4.000 2，400 

20 ，000 14 ，240 
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3 . 4 プロダクト・ミックスによる貢献度分析

D P モデルに工って試算された生産計画案は，各製品についてその代替案と

の関連にないて評価し，よ b 一層の利益効率を得るために具体的左政策へと展

開する必要がある。その評価の一方法として貢献度分析図が考えられる。

貢献度分析図は各製品の限界利益率を縦軸VL ，売上配合率を横軸として各々

の製品をプロットしたものである(図 3 • 5 参照)。との分布伏態によって

各製品を 5 つのグループに区分し，各々のグループ別に具体的な価格政策，販

売促進策を講じて販売量が多< ，限界利益率が高< ，最も貢献度の高い製品機

種の集まりである A グループへの転換を図るのである。

例えば B グループは限界利益率が高< ，利益を潜在的に有するグループであ

るが，販売量は少ない。従って販売促進によって A グループへの移行が可能に

なる製品機種のグループである。

C グループは販売量が多いが，限界利益率は低い。従って IE ，V A 等によ

って積極的に原価低減を図 9 ，A グループへの移行を図るべきグループである。

D グループは売上配合率，限界利益率ともに低〈 γ 製品機誌の将来性，方針に

よ b 原価低波販売促進を図 9 ，B ， C グループへの移行を図る必要がある。

E グループは，最低許容限界利益率以下のグループであ!J ;早急に販売，生

産"原価を検討して具体的に施策を講ぜねば念らない。 15)

3. 5 結己

① D P モデルによる最適プロダクト・ミックスによ b 利益最適の生産計画を

作成する ζ とができた。

② 本手法によf) ，電子計算機を利用して膨大な計算を短時間で処理し，意思

決定プロセスの迅速化を図ることができた。

③ 理論的左売上配合に基づ〈生産計画は，実際の生産活動にかいて利益効率
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の向上をもたらした。

④ DP モデルによる最適プロダクト・ミックスに基づく貢献度分析によ.!J ， 

製品企画に対する指示の具体化を図ることができた。
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4 部品中心生産管理システムV'L j;~ける部品加工スクジューリング

4 . 1 緒言

本節では，部品中心生産管理システムに b ける部品生産のスクジューリシグ

にないて部品の標準化を考慮して，スクジューリ Y グ手法の優位性について論

じる。

生産形態はジョブ・ショップ・タイプで，考慮、要因として機械，作業員，工

具の三つを考える。ーととで部品の標準化を考慮、した数種の実験モデルを設定し，

優先規則に基づくスケジューリングのシミュレーションを行なうととによ

9 ，各部品標準化率VL j;~ける優先規則の特徴を把握し J 優位なスケジューリ y

161 
グ手法を求めることを目的とするものである。，

4 • 2 部品中心生産管理 γ ステム VL j;~ける部品加工スケジューリングの概要

従来のスケジューリングは機械，仕事の二つの考慮条件によるアノレゴリズム

が展開されている程度で，技術革新による機械の自動化とそれに伴う工具の複

雑さが重要左問題と左ってきた現在K 沿いては適用しがたい場合がある。

そとで本節では， .との現実に即応して作業者，工具を考慮要因に加えたスク

ジューリングを考えるものである。実験の手順としては一定の条件下で考慮要

因に基づく三種類のモデルを設定し，最小作業時間優先規則，部品別最遅着手

時間優先規則なよび準備時間不要工程優先規則に基づきスケジューリングを行

~う。また三種類のモデルVL j;~いて部品の標準化を行左って上記同様に実験

を行なった。そして，そのガント・チ守一トを作成し，生産リード・タイムを

求めた結果，それぞれの部品標準化率に対する各優先規則の長短を把握する ζ

とができた。
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4 . 3 モデル実験とその結果

4 • 3 • 1 実験モデルとスケジューリング手法

(1) 部品生産の前提条件

実験モデルとしては次の要因を考える。

Pn 部品の種類数(種類)

Mb 機械台数(台)

La 作業員数(人)

Ta 工具数 (個 )

また手順計画の決定要因として次のものを考える。

① 総部品数量

② 部品別工程数と加工順序

③ 工程別使用機械，工具，作業員

④ 準備時間

⑤ 加工時閉

そして工程の性格と優先規則の関係を比較・分析するために，次の条件下で三

つのモデルの手順計画表を作成する。

( i) モデル F 1 

① 総部品数量

② 部品別工程数

③ 工程別使用機械

④ 工程別使用工具

⑤ 工程別作業員

定

O を除〈一様乱数を適用して決定する。

:機械番号をコード化して一様乱数に基づき使用機械を

決定する。

:工具番号をコード化して一様乱数に基づき使用工具を

決定する。

:作業所要人数をコード化して一様乱数に基づき作業員

数を決定する。
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@ 工程別準備時間 oを除〈一様乱数を適用して決定する。

⑦ 工程別加工時間 oを除〈一様乱数を適用して決定する。

(ii) モデル F II 

部品別工程数を一定とし、他はモデノレ F 1 と同様の条件とする。

(iii) モデル F ][ 

使用工具数をモデル F 1の場合の 1/2 として，他の条件はモデル F 1 と同

様にして決定する。

(2) 優先規則

( i) 最小作業時間優先規則( R 0) 

① 部品の加工順序の技術的に可能な範囲内で作業時間(準備時間+加工時間 j

が小さいものから着手する。

② 作業時聞が同ーの場合，準備時間の小さいものから着手する。

③ 負荷優先順位表を作成し，連続する負荷順位に対して使用機械，使用工具

が同ーの場合は準備時間をゼロとする。

。i) 部品別最遅着手時間優先規則( R p ) 

① 部品別完了時聞を比較して，最遅完了時間となる加工工程が陸路となる。

② 陸路工程の完了時間値から部品別工程の作業時間を差引いた値の小さいも

のから着手する。

③ ②の値が同ーの場合は，準備時間の小さいものから着手する。

④ 連続する負荷順位に対して使用機械，使用工具が同ーの場合は準備時間を

ゼロとする。

(ii j) 準備時間不要工程優先規則( R n ) 

① まず作業時間最小のものを 1 つ選び，それから着手する。

② 続いて部品別工程順序を考慮、して，使用機械，使用工具が同ーのものを優

先して負荷する。
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③ 上記の手順を繰返す。

(3) スケジ品ーリングのための前提条件

スケジューリング・シミュレーシヨンの実施にあた!J ，.各ぇクジューリング

手法に対して次のような前提条件を設定する。

① 単位ジョブ中のラップ.ーフェージングを可能とする。すなわち，ある部品

を加工するのに定められた J番目の工程の開始は、 J - 1 番目の工程の作業ロ

フトの完了を待つことなく着手できるものとする。

② 連続する作業に対して使用機械・使用工具が同ーの場在百，後に続く工程

の準備時聞をゼロとする。

③ 部品別の各工程加工順序を変更するととはでき左いものとする。

④ 時系列上に全作業が完了するまで連続的に作業を割付ける。

⑤ 各工程の作業は分割して負荷する ζ とはできないものとする。従って一度

着手した作業は，途中で中止して再度負荷する ζ とは不可能である。

@ 一つの機械，工具なよび作業員は同時に二つ以上の作業に着手する ζ とが

できないものとする。

(心判定基準

ジ冨フ・ショッフ・スケジューリング・シミ且レーションvc j;~ける良否の明j

定は，次式によ b 表わされる完了工期比率 s とする。

8 
h

一h
( 3 ・39)

ζζ !tC， 

K a 全作業完了工期 T s 総作業時間

完了工期比率は，工程数のパラツキによる完了工期への影響を平滑化するた

めに設定したもので，全部品が各々の時系列上で同時刻に開始できるという部
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品加工の条件によ b 有効性があるものである。

4.3.2 生産設備が一定の場合のスクジューリング

(I) 実験目的

本実験の目的は機械，工具，作業員の制約要因を考慮したモデルを設定し

各モデル~ i，~けるスクジューリング手法の優位性と，一定の生産設備にbける

部品標準化による効果を定量的に求めようとするものである。

(2) 実験手順

実験は図 3.6 の実験計算フロー・チャートに従って行左う。概略は次のよう

な手順である。

① 各実験モデルについて手順計画表を作成する。この一例を表 3 • 16 ~よ b

表わす。

② ①で作成した各モデルの手順計画表をもとにして，部品標準化率 20 %， 

40% ， 60% ， 80~ちの場合の手順計画表を作成ナる。

③ 4 • 3 • 1 節 ( 2 )の優先規則氏よれ負荷優先順位表を作成する。

④ ③で作成した負荷優先順位表をもとに， 4.3.1 節 ( 3 )の前提条件を考慮、

して各作業系列上に割付け，ガント・テ守一トを作成し，モデル FI ，Fll ，

F DI について実験を行念う。

(3) 実験結果と考察

前述の方法~i，~いてコンピュータ・シミュレーションを 20 回実施し，その

平均値をもとにして次のよう左結果を得た。

Q) モデノレ F 1 図 3 • 7 ~示すように部品標準化率 n=O%にないて，完了

工期比率 8 は最小作業時間優先規則 ( Ro )，準備時間不要工程優先規則

( Rn) ，部品別最遅着手時間優先規則( Rp )の順で各々 0.31 ，0.29 ，

0.28 を示している。マの増大に伴って h ずれの優先規則v'c :t~いても s は減
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図 3.6 実験計算用 フロー・チャート
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表 3.16 手 ]1 買計画表 (モデル F 1 ) 

完成部品名 区 分 工程 1 工程 2 工程 工程 4 

準備時間 9 9 

加工時間 2 

A | 使 用 機 械 M 2  M 5  

所要人員

使用工具 T 3  T 9  

準 備 時 間 6 5 

加工時間 9 8 

B | 使用機械 M 1  M 2  

所 要 人 員

使 用 工 具 T 6  T 9  

準 備 時 間 2 2 9 

加工時間 6 3 6 

C l 使 用 機 械 M 1  M 2  M 1  

{ 一
ど竺T宝竺T 3

準備時間 9 -2 
加 工 時 間 1 4 

H 使 用 機 械 M 2  M 3  

所 要 人 員 I 1 

使用工具 T 2  T 4  

準備時間 6 7 2 1 

加 工 時 間 2 9 5 6 

I 使 用 機 械 M O  M O  M 6  M 4  

所要人員 1 2 1 1 

使用工具 T 3  T 1 T 1 T 3  

'・-準 備 時 間 4 4 2 

加 工 時 間 2 4 1 

J 使 用機械 M O  M 2  M O  

所 要 人 員 1 1 1 

使 用工具 T 1 T 4  T 5  
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了

工

期

比 0.4

率

(% ) 

0.2 

0.1 

o 20 40 60 80 

標準化率 (% ) 

0 一一一一O 最小作業時間優先規則 ( Ro ) 

。一一一----6 準備時間不要工程優先規則 ( Rn ) 

×一一一一一× 部品別最遅着手時間優先規則 ( Rp ) 

図 3. 7 モデル F 1 

少の傾向を示しているが， Ro ， Rp はその傾向が緩慢である。一方， Rn は

急激に誠少し，万二 6 0 % では 0=0.19 であ.!J ，万 = 80 %では 0=0.21

とな b 増加している。とれは Rn の特徴を顕著 K 示すものである。すなわち

同一機械，同一工具の利用度合は可の増加に伴って大きくなるが， マが増大し

すぎると作業が特定の機械，工具に集中するために sが増加するのである。こ

φζ とから部品標準化を考慮、した場合は Rn が最も良好であるといえる。ま

たその効果は万 = 60% の場合に最も著しくなっている。

② モデル F n :図 3 . 8 ~表わされるように甲= 0 ~ちにないて 0= Ro ， 

Rn ， Rp のl顕で各々 o . 34 ， 0 • 32 ， 0 • 29 を示している o R 0 はモデル F 1 
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了 0.5 

工

期

比
率 0.4 

(%) 

0.2 

0.1 

。 20 40 60 80 

標準化率 (銘)

o 0 最小作業時間優先規則 ( Ro ) 

ム一一一一ーム準備時間不要工程優先規則J (Rn) 

×一一一× 部品別展遅着手時間優先規則 ( Rp ) 

図 3. 8 モデル F 11 

と同様の傾向を示しているが， Rp は甲の増加に対する影響は少なく，緩慢な

誠少傾向が見られる。また Rn はモデル F 1 と同様に甲の増加に伴って oが

比較的減少している。 ζれらのことから部品の標準化を考慮、した場合は Rn

が優れている。

③ モデル F][: 図 3;9 Vl:示されるように甲= 096VL ないて o は Ro ， 

Rp ， Rn の j贋で各々 O. 44 ， O. 42 ， O. 40 を示している。万の増大 K とも

~って各優先規則とも s は減少するが，守= 4 0 ~ちを越えるとその傾向が著し

く，可 = 8 0 忽では約 1/2VL 左る。このとき 3 が最小~左るのは Rn で 0.19
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了 0.5

工
期

比

率

(% ) 

0.3 
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。 20 40 60 80 

標準化率 (必)

0一一一一心 最小作業時間優先規則 ( Ro ) 

A 一一一ーも 準備時間不要工程優先規則 ( Rn ) 

×一一一一→〈 部品，81.撮遅着手時間優先規則 ( Rp ) 

図 3. 9 モデル Fm 

であるQ ζ れらの ζ とから各標準化率 VL j:，~いて s が最小の値をとる Rn が最も

優位であるといえる.

万の増大に伴って各優先規則とも著しくその効果が高められているのは，モ

デル F 1 と比較して F 111 が工具の点で考慮要因が厳しくなっているととによる

ものと考えられる。す左わち同一機械，同一工具の利用度合は多くな!J ，準

備時聞が不要となる傾向の増大が主左原因である。

4 • 3 • 3 部品標準化に伴って生産設備に変更がある場合むスケジューリング

(1) 実験目的
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「生産設備が一定の場合のスクジューリング Jは，結果的に全体の機械なよび

工具の稼動率を低下させる。このととは，部品の標準化を行なうととによ b 機

械と工具の使用に偏 b が生じるためである。そとで全体の機械なよび工具の稼

動率を向上させるためには，部品の標準化に伴って機械，工具の標準化を行な

う必要があると考えられる。本実験では，とのよう念場合になける各スケジュ

ーリング手法の優位性と標準化による効果を定量的に求めようとするものであ

る。

(2) 実験手順

部品の標準化に伴って機械，工具も標準化する ζ とから，標準化率 0 % の場

合は 4 • 3 • 2 節 ( 2 )と同様に手 11 買計画表を作成する。他の標準化率につい

ては， 0 Sちの手順計画表を基にして作成し，機械，工具の標準化は部品の標準

化と同様に考えて行なう。以下 4 • 3 • 2 節 ( 2 )の手順に従って実験を行なう。

とれをモデル G I ，Gll ，G m とする。

(3) 実験結果と考察

生産設備も部品の標準化と同様に標準化し，シミ且レーシヨンを行なった結

果を次K 示す。

① モデノレ G 1 図 3.10 Vl:示すように部品標準化率可= 0 Sちにないて完了

工期比率 sは最小作業時間優先規則 Ro ，準備時間不要工程優先規則 Rn ，部

品別最遅着手時間優先規則 Rp の!聞に o • 29 ， 0 • 27 ， 0 • 24 である。 ηの増

大に伴って，各優先規則になける 6 は減少傾向を示している。 ζれらの優先規

則の中で Rn は比較的良好な結果を示している。

② モデル G ll: 図 3.11 Vl:表わされるように甲 = 0 勿¥'c ;j;~いて o は Ro ，

Rn ， Rp の順で各々 o • 3 4 ， 0 .3 2 ， 0 • 2 9 を示している。万の増大に伴っ

て各優先規員Ij vr: ;j;~ける 6 は著しく減少し，守= 8 0 ~ちで s は Ro ， Rn ， Rp の

l固で各々 O. 19 ， O. 11 ， O. 11 の値となる。 ζの場合， Rp ， Rn は Ro よりも
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比
率
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(必)
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標準化率 (% ) 

0一一一一0 創作業時間優先規則 ( Ro ) 

ム一一一- L ミ 準備時間不要工程優先規則 ( Rn ) 

×一一一一一× 部品別最遅着手時間優先規則 ( Rp ) 

図 3.10 モデル G 1 

優れてl>~.!J ，両手法聞には大差が見られ左い。

③ モデ ル G ][ :図 3.12VC 表わ さ れ る よ う に 甲 =0 %K l>~いて s は Ro • 

Rp • Rn のl固で各々 o • 42 ， 0 • 41 ， O. 4 0 の値を示しでいる@マの増大に

ともなって各優先規則 K l>~ける 8 は減少傾向 K ある。しかし 6 は甲= 2 0---4 0 

%の聞にないて急激に減少し，それと対照的に甲= 4 0---8 0 勿に b ける標準化

の影響は援慢で . Rp K 関しては甲 = 60---8 0 % K お=いて 8 が増加している。

とれは設備の標準化に伴って増加した機械，工具をすべて利用することによっ

て，同一機械，同一工具による準備時間不要工程となる度合が誠少するためと

考えられる。
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標準化率 (形)

0----一心最小作業時間優先規則 ( Ro ) 

A 一一一ーム準備時間不要工程優先規則 ( Rn ) 

×一一一× 部品別最遅着手時間優先規則 ( Rp ) 

図 3.1 1 モデル GU 

部品中心の生産管理システムに b ける部品加工スクジューリングの実験結果

よ.!J ，次の ζ とが明らかに念った。

① 生産設備一定の場合のスクジューリングに b いては Rn が優れていると

とが明らかにされた。

② 部品標準化に伴って生産設備に変更がある場合のスケジューリングlfC j;，..い

ては，準備時間不要工程優先規則むよび部品別最遅着手時間優先規則が良好で

あ.!J ，両手法問にはほとんど差異が認められないととが実験的に証明された。

③ 部品標準化率については，標準化率を増加させるほど完了工期比率が減少

することが判明した。
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×一一× 部品別最遅着手時間優先規則 ( Rp ) 

図 3.12 モデル Gm 

④ ③の偵向は，部品の標準化と共に設備も標準化する場合にないて特K 著し

いととが証明された 4

⑤ また工具数を制約するモデル"K j:，~いては部品標準化の効果が著しいことを

明らか K した。

以上によ.v .部品中心生産管理システム c 有効性をよ b 一層発揮するために

は，部品の標準化に基づいて設備計画を行なうととが重要であることを定量的

K 立証した。
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第 4 章 部品中心生産管理システム K なける

在庫管理

在庫管理は部品中心生産管理システムの特性を発揮して，生産活動の効率化

を図るための中枢的念役割を果すものである。

次陀部品中心生産の在庫管理システム K:t~ける管理特性を明らかにする。

1. 在庫管理システムにたける管理特性の解析

1. 1 緒 ー-
Eコ

近年，システム特性の出力の目標値への追従性を重んじる在庫管理システム

にないて，自動制御系理論の手法を取り入れる傾向が強くなってきた。とれら

は，システムを連続的念ものとして取り扱っている E .A.S imon 17 〕の研究

にはじまり，離散系システムとして z 変換の手法を導入した V a s s i a n18) ら

の研究がある o しかしこれらはすべて，製品中心の生産管理システム Uてないて

在庫量の分散を最小にする発注方式。解析，あるいはシステムの制御性の立場

から論ぜられている。そとで本研究では，第 2 章[ぐ b いて設計し，実験的にそ

の有効性を立証した部品中心白生産管理システムに関して，生産計画一部品製

造一製品組立一在庫モデルを設定した。とのモデルを解析するために線形制御

系のサーボ理論を導入し，更に根軌跡法を用いてシステムの各部門特性を明確

にすると共陀，生産計画量，実際生産量，出荷対象量，在庫量り過渡解を求め

て，より効果的な制御を目的とするものである。

1. 2 部品中心の在庫管理システム・モデノレ

ことでは生産計画部門，部品生産部門，製品組立部門，部品倉庫部門からな
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る部品中心の生産管理システムにないて，線形制御系のサーボ理論を適用した

在庫管理システム・モデルを作成する。一般的な部品中心の在庫管理システム

は図 4. 1 VC 示されるよう陀 n 種類の製品を対象とした在庫管理を行左う o

函医薬|

図 4. 1 部品中心の在車管理システムモデル

制御量として在庫量 Iら)が用いられ，最適在庫量1* (8} を基準に，生産計画部

門 A 色} VC j:，~いて一括した部品在庫管理が遂行される。部品在庫管理には在庫b

よび生産調整機能が含まれ，その効果は生産計画サイクル t'Cよタ異なる。一方

n 種類の製品に対する需要予測，す~わち一次情報は各々の生産計画部門 Al

ら} ---An (8) で部品単位の予測が行念われ，その結果，全予測部品量と在庫・生

産調整量の合計が部品生産計画量として部品生産部門に送られる。部品生産部

門にかいては n 種類の製品に対する部品生産を各々独立に行なうのでは左< ， 

ある部品生産ラインを複数の製品生産に使用する形態を考え，部品生産の時間

遅れを B2 ら)として，生産リード・タイム分布陀よ b表わす。 B 1 (8) は部品標

準化。度合によるリード・タイムの変化を表わす。 0 11 (8) から o n 1 (8) を結ぶ破
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線は各製品間 K なける部品の互換性を意味し，とれは部品標準化の度合によタ

異左る。すなわち部品の標準化が進むほど製品問での部品の互換性が高くなり，

製品組立に必いてリード・タイムが短縮されるととを意味する。組立られた n

種類 C 製品は各々二次情報として入る n 種類の需要量に引当られ，出荷される。

組立に使われ念かった部品 l(s) は部品在庫管理部門へフィード・パックされ，

最適在庫量 1* ら)と比較し，在庫調整を行左い，生産計画量を修正する。

上述の内容を部品倉庫部門，製品組立部門，部品生産部門，在庫調整 b よび

生産計画部門の各々についてラプラス変換した形で定式化すると次のように念

る 。位 4.1 ) 

ととに

n ，‘  

1( 8) = D(s) . ~ { Qi (s) -Xi (s) } 

~ = 1 ，2 ， …・・・ ， n 

Q i{ s) = P色)・ o i 1 や)・ Oiz(s)

= 1 ，2 ，……， n 

P 伝) =Bl ら)・ B z (s) ・E ら)

n ‘ 

Eゐ) = ~ {Ai 色)・ Xi ら) } + A告)・ Vら)

~=1 ， 2"""' ， n 

V ら) = 1* ら) - 1ら)

A i (8) .. A ら) :生産計画部門の特性

B 1 令)， Bz(.;): 部品生産部門の特性

Oil(S) ， Oiz(s): 製品組立部門の特性

(注 4. 1 ) ととで，大文字は小文字のラプラス変換を表わす。
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D(s) . :部品倉庫部門の特性

戸弘時刻もにがける最適在庫量

i (t) 時刻も VL j:，~ける実際在庫量

x i 仏) :時刻 t VL j:，~ける ι番目の製品需要量

v (t) 時刻も VL j:，~ける在庫量偏差

e 仏時刻 t VL j:，~ける生産計画量

p 仏時刻もになける実際生産量

q i (t) 時刻もになける Z 番目の製品の出荷対象量

である。

1. 3 在庫管理系の伝達特性

1. 3. 1 部品倉庫部門特性の決定

部品倉庫部門の基本関係式を次に表わす。

d i(も )/d も=.31{qt( も) - Xi(t)} ， i = 1 ，2 ，'・. ， n ( 4.6 ) 

とれは，時刻もになける在庫量変化率がその時の出荷対象量と需要量との差で

与えられるととを意味する。ととでは初期在庫量を零，すなわち i(0) = 0 とし

て 式 ( 4.6 )の両辺をラプラス変換すると次式が得られる。

同 )=(L/s 〉5{QZ(s)-xt ら) } ( 4.7 ) 

t 1 ，2 ，"'， n 

故 K 式 ( 4. 1 )と( 4.7 )を比較すれば，部品倉庫部門の伝達関数 D ら)は次の

ように決定される。

D 色) = 1/s ( 4.8 ) 

1. 3. 2 部品生産部門特性の決定
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部品生産は部品生産計画に従って行念われる。との場合の生産リード・タイ

ムが T である確率を f( r) とすれば，実際生産量 p( も)は次式で表わすととができる。

p 仏} = f~ f (r) e ( t - T ) d T ( 4. 9 ) 

との両辺をラプラス変換すれば次式が得られる。

P ら} = F (s) ・E (s) ( 4.1 0 ) 

故陀式 ( 4.3 )と( 4. 1 0 )を比較すれば，部品生産部門の伝達関数 B1 ら}.

B2(S} が次式のように決定される。

B1 (s) ・B2 (8) = F (8) 1
j ・・4

噌

'A-
auτ
 ，，‘‘、

ここに B 2(S} は部品生産リード・タイムとしての遅れ要素を表わし， B1 (8) は

部品標準化の影響によって与えられる定数とする。部品生産部門は種々の部品

を製造するために，一般的に指数分布で表わされる。

f (r) = m 0 i. e - m i. T ( 4.1 2 ) 

ここに

入:部品生産リード・タイムのパラメータ

mo. 部品標準化率 lそよって決定される定数である。

式 ( 4. 1 0 )， (4. 1 1 )， (4. 1 2 )から次式が得られる。

B1 ら)・ B 2(s}= mo i./ (8 +mo i. ).， mo> 0 ，入 > 0

すなわち B1 ら} ，B2 ら)は次式で示される。

B1 ら}=mo (8+ i. )/(8+mo i.) 

B 2 (s) = i. /(s+ i.) 

1. 3. 3 製品組立部門特性の決定

部品生産部門と同様陀，製品組立のリード・タイムとして指数分布を仮定し，

( 4.13 ) 

( 4.1 4 ) 

( 4.1 5 ) 

時間遅れ要素を o i l(S} ， 0 i 2 (s) ， (i = 1 ， 2 ，…， n )で表わす。

o i2(8} = μ/(s+μ0 ，る =1 ，2 ，…， n ( 4.1 6 ) 

Oi 1 ら)・ Oi2 令} = ki m i μi/(8+miμ i) ，i=1 ，2 ，…， n(4.17) 
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ととに

t 番目の製品に関する組立リード・タイムを表わすパラメータ. . μz 

IDi 部品標準化率によって決定される定数

によ b定まる定数:需要量 X i {t} -'u'
 b

h 

である。

(4.17) よ b式 (4.16) ，

( 4.1 8 ) Ci 1ら}=ki ID i(8+μi )/(8+ ID iμ i) ，i=1 ，2 ，…， n 

生産計画部門特性の決定1.3.4 

生産計画部門では，生産計画一部品製造一製品組立一在庫システムが需要量

の変動 K 対して，定常偏差を残さないで安定するように在庫調整機能 A{8) を決

定し念ければならない。

ラプラス変換の最終値定理よ.!J .e im i{も} = .e im 
も一+∞ sー+0

すなわち，定常偏差がゼロ，

次のようI'Lζ の場合，
(注 4.2)

8 1{8} = 0 となるように A 色)を決定すればよい。

決定する。

( 4.1 9 ) a ，b ，r>O A{8} = (a+b 8 )/8 r ， 

ととでは r ミ 1 とする必要がある。そとで便宜上 r = 1 とする。

( 4.2 0 ) a ，b > 0 A 色} = (a +b 8 )/8 ， 

システムには定常偏差が残らない。とのように設定すれば，

まを目標値として在庫調整が行なわれ，在庫調整機能 A{8) に沿いては i*(も)

によ b製品 z の需要予測を行念うものでた需要予測機能 Ai {8} は需要量 Xi {t} 

ある。

需要量の設定1. 3. 5 

自動制御理論陀沿いては，単位ステップ入力を加えた時のシステムの過渡応

(注 4.2 ) 
(1) n-.. '31.l::':! I .J:.. --V- -{>. 本システムでは. S im on の設定した式a:採用するのが妥当であると考え，式

( 4.1 9 )とする。

-84-



答を調べれば，そのシステムの制向性の良否の判定のつくととが知られている。

とのことから，本システムでは需要量がステップ状に変化する場合について

考察する。すなわち製品 4の需要量を次のよう K 設定する。

(Ki (定数 )もと o i=1.2. … n X iCも) = ~ -- ~ 
1 0 t くO

上式をラプラス変換するととによって，次式が得られる。

Xi (s) = K i/s • i = 1 • 2. …. n 

ζζ で '421kz=1 とする。

1. 3. 6 在庫量の決定

(4.2 1.) 

( 4.2 2 ) 

以上により決定された各部門特性値を用いて，システムの静特性なよび動特

性を検討するために在庫量を求める。

式 ( 4. 1 )...... ( 4. 5 )より次式が得られる。

I(B)=D(B)21 〔B1(s)B2(s)CtI(s)CZ2(s) 〔 2{Ai(S)Xi(s))
i=1 

+ A ら)( 1* ら)-1 色)}J-Xi ら) J ( 4.2 3 ) 

ととで，最適在庫量 1*(s) は一定値 K 保つ目標値であるので 1吋s) = 0 と

ないても一般性は失なわれない。そとで式( 4. 2 3 )は次のように整理される。

1( s) = 
D や)5 〔BI(s)Bz(s)CZI(s)CZ2(s)z {Az ら)Xi(s)}-Xi(s) J 

n 

t=1 

n 
1+A や) D( s) Bds)B2(S)C~ {Cit(s)Ciz{ 日)}J ( 4.2 4 ) 

次に，前述の各特性値を上式に代入するととにより，在庫量の一般形が次の

ように求められる。

Iら)=

n 
mol Z1{kim zIiz/(s+mzμt)jZ1{ki At ら)}一 (s+mol)Z1kz

n 
S 2 (s+ ロ10 A) +ロ 10 入(a+bs ).2: {ki IIl ifli/(S+ IIl iμi') } 

'=1 ( 4.2 5 ) 
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1. 3. 7 基本在庫管理システムの設定

部品中心の在庫管理システムの管理特性を解析するためには，二製品のモデ

ルを用いて十分その特性を明らか K するととができると考えられるので，二製

品の生産計画一部品製造一製品組立一在庫に関する解析を行宏う。

図 4. 1 たよび式 (4.25) にないて n = 2 と設定し，とれを基本在庫管理シ

ステムとする。また本システムでは製品 1 ，製品 2 の需要量を各々 X 1 仏)=0.3 ，

X2 (t)= 0.7 のステップ需要とし，予測部門では需要量が生産計画量にそのまま

関係すると考えるので， AI (8) =A2(8) = 1 とする。

従って式 (4.25) は次のように念る。

mOA{k 1 01 1 仰 /(8 地 1μ1 )+k2 01 2μ2/(8 地 2μ2 ) }ー (8+010 A) 
Iら ) =、

S? (8 畑 oA )セ同 A(a+b8){kl 01 1μ1/1 色町μ1)+k2 01 2μ2/(8 地 2μ Z)}

mOA{k 101 1μ1 (8 地 2μ2)+k2 01 2μ2) (8-+ 旭川 ) }ー (8 -+m O À)(8也l f.lI)(8~~)

82(8+ 01 0A)(: 計 D! 1仰) (:計 01 2μ2)+010A {k1 011μ1 X8+01 叫 +k2012 仰 (8 叫f.lI)}
(a+bs) 

( 4.26 ) 

1. 4 数値解析

1. 4. 1 数値解析の手順

1. 3. 7 にないて設定された基本在庫管理システムについて，部品中心生産管

理システムのもつ静特性辛子よび動特性を数値計算κょタ解明するととを目的と

している。と ζ では，部品標準化率の変化に伴ってシステムの管理がどれだけ

改善されるか，またシステムを安定にするためり努力がどれだけ軽波され，そ

の効果がどのように表われるかを動的に解析する。

元来，与えられた自動制御系が安定であるかどうかは，特性方程式の根の実

数部がすべて負であるかどうかによって決定されてきた。

そとで特性方程式を因数分解して根を求めるのであるが，ととでは虚根を含
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む 5 次式であるために通常の因数分解 K よる方法は賢明では左い。また，時間

領域(1( :J:，~いである特定の状態の動特性を検討すると共に，周波数領域 lぐないて

一層広い観点からシステムの静特性を分析するために根軌跡法を導入する。そ

のために式 (4.26) より特性方程式として次式を得る。

s z (s+mo ^ )(s+m1μl)(S +mz μ2) 

+mo ^ (a+hs ) {k1 mlμ1 (s+mzμz)+kzmzμ2 (s+mlμl)}'=O (4.27) 

上式を次のように変形する。

hmo 入(s+a /h) {kl m1μ1 (s+m2μ2)+kz m zμ2 (s+mlμ1)} 
-1(4.28) 

S2 (s+mo )̂ (s+m1μ l)(s+mz μ2) 

式 (4.28) より，零点は s =一 (a /b) ， s =-{m1 mz μIμ2(k1+kz)}/ 

(kI m1μ1 +k2m2μ2) の 2 点，極点は s = 0 (重根). s=-mÔ 's= 一m1μ1 ， 

s =-n1~μz の 5 点と*る。ととでし μ1 .μ2 ， a/bをパラメータとし，それ

らの値を種々変化させた時のシステムの静特性について根軌跡法 K より検討す

る。その時，各々の場合について根の位置を決め，特性方程式の根が求められ

る。例えば s = Rl' R2. ・・・ .Rs のように根が求まれば

Iら) = A/(s +Rl) +B/( S+R2)+ ・・・ +E/(s+R5) ( 4.2 9 ) 

として，部分分数分解法陀より末定定数 A. B ，・・・ . E が決定される。定数

A. B ，・・・， E の値が求まれば，逆変換 i(も)が可能(1(*タ. i (t) についての

動特性の検討が行左われる。 e(t). p(t) ， ql(t) ， q z( t) についても式( 4. 1 ) 

'" ( 4. 5 )よ b 同様の手順陀従ってその動特性が求められる。

1. 4. 2 システムの静特性の解析(根軌跡法〉

ととでは部品中心在庫管理システムの静特性を根軌跡法陀基づき，数値計算

を行左うととにより解析する。根軌跡法の利点は，特性方程式c 担が直接容易

陀求められることであり，応答特性が迅速かつ完全に把握できることにある。

そとで製品中心と部品中心の在庫管理システムについて，各々のシステムの安
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定性，速応性を根軌跡図によ b 比較・検討する。前者については部品標準化率

匂)が 0 % の場合を，また後者については ηが 3 0 % ，辛子よび第 3 章第 1 節に

かいて求められた最適念部品標準化率 6 0 % の場合の 3 状態について a/b = 

(注 4.3)
0.1 0 ， a/b = 0.5 0 の場合の根軌跡を図 4.2 --- 4. 7 に示す。ととi'L，

aんはシステムの制御パラメータであ.!? ，具体的には本システムの生産計画サ

イクルを表わすものである。例えば a/h = 0.1 0 は計画サイクルが週サイクル，

a/h = 0.50 は月サイク Jレ陀相当する。図 4.2 は η = 6 0 %， a/h = 0.1 0 の

場合の静特性を示している。ととでのすべての根は s 平面上の左半面に存在し，

複素根の存在を示す根軌跡を基準に考えると明示された軌跡の範囲内でシステ

ムは常陀安定であり，管理の差異によりシステムが不安定 K なるととは考えら

れ念い。また生産計画サイクノレは a/h = 0.1 0 の場合であるから，毎週生産計

画を立てるととを意味している。とれによ.!? ，システムの静特性にないて一層

良好な安定性が確保されると同時に安定するための敏感念動特性が期待できる。

図 4.3 は 可 = 6 0 %， a/ b = 0.5 0 の静特性を表わし，図 4. 2 i'L比較して安

定領域が少なく，システムが安定であるとはいえない。しかし管理水準を下げ

るととを認めるとすれば，その水準に対しではある程度の安定性が確保できる

ものと考えられる。図 4.4 は可 = 3 0%. a. ノ/b = 0.10 の状態を示している。

とれを図 4.2 と比較すれば安定限界に達するのが早< ，入力の変動に対して同

ーの管理水準を保つととり困難さが予想される。そとで図 4.2 の状態と同様白

安定性，速応性を得るためには，厳しい管理を行念う必要がある。図 4.5 は可

= 3 0 %. a/h = 0.5 0 の場合であり，図 4.4 と比較すると共 K 図 4.2 ， 4.3 

と比較すれば，システムの不安定性が容易に判別できる。とのシステム Uてない

ては知何なる厳しい管理を実施しても，図 4.2.~4.4 のシステムと同等θ安定

(注 4.3 ) ととで根軌跡中の( )内の数字は各考察点を示す。
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性を保つととができず，逆陀反応過敏左システム陀走ると考えられる。

図 4.6 は可 = 0 % ， a/h =0.10 ，す念わち生産計画が週サイクルである製

品中心の在庫管理システムの静特性を示している。との場合システムの安定領

域が少左 < ，図 4.2 ，図 4._ 4 I'L比べ管理が困難である。またシステムが安定で

あっても各目標値 K 対する偏差が大きくなると考えられる。

図 4.7 は可 = 0 % ，ル'b = 0.5 0 の状態を示している。 ζ の場合，大部分の

根が s平面の右半面に存在し，左半面に存在する根は少左< ，システムが不安

定であるととを示している。

以上の結果よ t ， 可= 0 % より 3 0 % が， 可 = 3 0 % より 6 0 % の方が安定

領域が広 < ， η =  6 0 % の場合では安定性が良< ，図 4.2 は根軌跡上の広範囲

I'L j;~いて同程度の安定性，速応性を示し，最も容易 κ 制御できるシステムとい

える。また可が同じシステムでは，生産計画サイクノレのパラメータである a/b

の値が小さいほど安定性は良< ，需要の変化に対して的確念応答ができると考

える。す左わち本節では，根軌跡法を用いて検討を行なった結果，部品標準化

率の変動に伴うシステムむ静特性が計画サイクル別に明確に把握するととがで

きた。

1. 4.3 システムの動特性の解析

根軌跡法によタ求められた結果に基づいて，根軌跡(図 4.2.......4.7) 中の各

考察点にがける生産計画量 e(t) ，実際生産量 p( も) ，出荷対象量 qdt) ， q2ω ， 

実際在庫量 i仇)の過渡応答を求め，その結果を図 4.8.......4.15~て示す。

1. 5. 結果の考察

図 4.8 .-..，， 4.15 の結果κ基づいて，システムの動特性を考察する。まず部品

標準化率 (η) を 6 0 % ， 3 0 % ， 0 % と変化さぜた時， a/b = 0.1 0 ， a/h = 

0.5 0 の各々について生産計画量 e(t) ，実際生産量 p(1 も) ，出荷対象量 ql (t) ， 
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(注 4.4)
qz (t) に与える影響は少ないが，過渡状態としてり在庫量 i(t) ;l;~よび品切量

は ηが大き〈念るほど少な〈念る。また ηはアウトプットとしての在庫量と品

切量陀大き〈影響するととが判明した。以上むととから，本システムにお‘ける

(注 4.5)
在庫管理の重要性が指摘され，システムの安定性，速応性会よび整定時間

については η が大き〈なる陀従って改善されるととが明らか VL~ った。次に生

産計画サイクル a/ もが 0.50 の場合で， ηが 6 0 % . 3 0 % の状態(図 4.1 1 • 

4. 1 3 )を評価する。すなわち，根軌跡上の考察点 4. 6 は先の節で明らかに

したように s 平面上の左半面に存在し， システムが安定すると確認されている

が，実軸から離れているために大き〈振動し左がら目標値陀収束する。とのこ

とは，計画一生産一在庫の管理が複雑であり，システムの制御が困難陀左ると

とを示している。図 4.7 の考察点 8 はシステムが不安定な静特性であるととを

示したが，その動特性は図 4. 1 5 に示すように時間の経過陀従って発散し，シ

ステムが混乱状態に b ちいるととがわかる。一方. a/bが 0.1 0 の場合で可が

6 0 %. 3 0 %. 0 %の状態(図 4. 8. 4. 9 ， 4. 1 O. 4. 1 2. 4. 1 4 )の動

特性は. a/b = 0.5 0 の場合に比較してシステムが安定であり，振動が少なく，

変化に対して的確左応答が行念われているととを示している。以上の結果から，

a/もの値が小さいほど，ナ~わち生産計画サイクルが短いほどシステムは的確

な応答を示し，速応性が良好である。更に，可が大きく左るほど品切量り波少，

在庫量。減少が確認され， システムは安定するととが明らか K 在った。とのと

とを，最も良好左システムである図 4.8 o 数値を基準として表 4. 1 VL 示す。

(注 4.4 ) ζ とで品切量とは最適在庫量を下まわる量をさし.見かけ上の品切量とする。

(注 4.5 ) 制御量と目標値との差がある許容範囲 Uてがさまるまでの時聞をいう。

-93-



表 4.1 部品標準化率に対するシステムの特性

=τ 一一一一~三

aノ/b =0.10

a/b =0.50 

1. 6 結

女-.. 定 性

速 応 性

整 定 時 間

生産計画量 e 仏)

実際生産量 p(t)

出荷対象量q1( も)

出荷対象量 q:lt)

在 庫 量i(も)

女p 品『・

定 性

速 応 性

整 定 時 間

生産計画量 e (t) 

実際生産量 p(t)

出荷対象量ql(t)

出荷対象量q2(t)

在

マ三室-
Eヨ

庫 量i(も)

60% 30% 

(1)良 (2) 良 (3) やや良 (5) 良

やや法いやキ速い 速い 普通

1. 0 1. 0 0 .9 1. 2 

1. 0 1. 0 1. 3 1. 1 

1. 0 1. 0 1. 1 1. 0 

1. 0 1. 0 1. 1 1. 0 

1. 0 1. 0 1.2 1. 0 

1.0 1. 0 1. 5 1. 7 

(4) やや悪 (6) 悪

速 レ、 遅い

0.9 1. 8 

1. 5 1. 3 

1. 4 1. 2 

1. 1 1. 2 

1.4 1. 2 

3.0 5.2 

0 %  

(7) 良

やや渥い

1. 3 

1. 0 

10 

1.0 

1. 0 

3.0 

(8) 悪

な し

Cわ

1. 2 

1. 1 

1.1 

1. 2 

5.2 

本節では部品中心の生産管理システム Uてないて，生産計画一部品製造一製品

組立一在庫の一般的なモデルを作成し，線形制御系のサーボ理論を導入してシ

ステムの各部門特性を明確にし，各部品標準化率，生産サイクル別に数値解析

として根軌跡法を用いたシステムの静特性b よび生産計画量，実際生産量，出

荷対象量，在庫量の過渡解を求め，より効果的な在庫管理システムの制御を行

なうため K 比較・検討したものである。 ζれにより以下のととが明らか Vてなっ

た。

(1) 部品標準化率の変化は，生産計画量，実際生産量，出荷対象量 vc 対して影
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響は少ないが，在庫量には大き念影響を与える。

(2) 部品中心の在庫管理システムは，製品中心の在庫管理システムに比較して，

安定性，速応性がすぐれ，品切量がよび在庫量が減少する。

(3) 在庫管理システムにがいて生産計画サイクルを短〈するほど安定性は良〈

念.!J ，速応性は速< ~ t ，整定時聞が短〈念る。

(4) 部品中心の在庫管理システム陀令いて，部品標準化率が高〈左るほどシス

テムの安定性，速応性は向上し，整定時聞が短〈左る。

以上の結果，実際 K 最適左システムを設計し，実施・運営するために部品中

心の在庫管理を行ない，部品の標準化を図 t ，生産計画サイクノレを短くする必

要性等の有効な指針が得られた。

2. 部品在庫管理陀会ける部品引当計画

2. 1 緒

本節では第 2 章陀かいて設計され，その有効性が実証された部品中心の生産

管理システムを基礎にして，受注引合段階陀 b いてリニア・プログラミング

(L P )手法 19) によ b部品引当を行念1;.，部品中心の生産管理システムの効果

・を一層高めるととを目的とするものである。すなわち，一次情報により先行生

産された部品在庫を有効に活用して最大の利益を得るために，ある優先規則に

20) 
従い効果的陀部品引当を行念うことが必要である。 そこで本節では L P 手法

によって限界利益の大きいものを優先的に受注して製品を組立てる一連の解析

を行~ 1;.，部品中心生産管理システムの効果が一層発揮できることを立証する。

2.2 部品中心生産管理システムと部品引当計画

本システムの体系はすでに第 2 章で述べられたように図 2. 1 vc 示す通りであ
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一需要予測・生産計画機能，部品生る。つまりシステムは三つのモジュー Jレ

ーから構成されている。本節では生産計画機能~t:;l>~い

て，限られた部品在庫を有効に利用して生産む経済性を図るものである。

窪機能，組立生産機能

LP 手法による部品引当2.3 

その際 LP 手法によって全

製品の限界利益が最大に念るよう陀部品引当を行ない，各製品の受注量を決定

組立生産計画に従って組立生産が行なわれるが，

する。

C ときの限界利益を gin 種類の製品があ!J ，製品 zの組立数量 Sh i t.. •• 
とすると次のよう陀表わされる。(S hi) 

(4.30) -・・， n = 1 ，2 ， gi(Shi)=PVi .Shi ・θi

:製品 z の価格Pv i ただし

(注 4.6)
:製品 z の限界利益率θi 

上式で表わされる限界利益の全製品の合計から部品在庫む保管費用，製品品

切れによるペナルティ費用を差引いたものを限界利益 G( Sh )とすると次のよ

うに表わされる。

-'LV
 C 、Eje

'
b 

h 
Q
U .，L

M 

可

d
r
，、、

'Ea-

nz= 'LV
 、、，，，・'ιv

L
U 

Q
U 

f
k 'LV

 F
b 

'
i 

nz= 
・
'b一一、B

J
L
U 

Q
u 

r
，‘、G 

( 4.3 1 ) .Shi )H 勺
へ.n 

- ~ (b; 
j=1 ./ 

-~ ai .. 
J ε~ 

~ = 1， 2 ，・・・， n

) = 1 ，2 ，・・・， a
ととに

:部品 j の出荷対象数量
，J 

L
U 

製品 1台当りの限界利益
限界利益率=

製品 1台当りの価格
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:製品 i 1 台当りの品切ペナノレティ費用Oi 

:製品 t 陀関する需要量di 

:部品 J 1 個当りの保管費用E 勺

• Sh i 使用される部品の総量X a;. 
J E: i • J 
a ;. t; :製品 t 1 台当タ陀使用される部品 j

の数量

制約条件は次の通りである。

(4.32) 

o ~豆 S h 1 主主 d1 

，，
 

2

.

z

n 

d

d

d 

〈一一

ζ
一

三

一

2

・
z

n

h

・・・
h

・・・
h

Q

U

Q

U

Q

u 

g
r

h
一

三

一

n

u

n

u

n

u 

Og.Z-ai ，-S h t E 玉b 1 
J E: t 

O 孟2:. ai 2 ・Shi 壬 b2
} O  

(4.33) 
O 孟2:. ai; ・Shi ~ b. 7 

J E: t .! 

0:;;;; .2:. a i. • S h i ~ b ̂  J O  -ii Ii 

)の目的関数を最大〉の制約条件のもとで式( 4. 3 1 式 ( 4. 3 2 

にするようえt Sh いつまり製品 1 から n までの各々について決定された出荷量

に従って製品を完成して出荷する。

図1. 1 L'L示された

生産手順

第 1 章で述べたように部品中心生産管理システムの場合，
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生産工程で生産する。すなわち部品は一次情報に基づいて部品加工工程で内作

あるいは外注にて外作し，いずれも部品センタ K ストックする。受注引合段階

Uてないてとれらの部品在庫に基づき，限界利益を最大にするように各需要に対

する部品引当を行ない，乙れを確定受注とする。とれ陀従って製品組立を行な

った後，出荷する。

2.5 モデルによる実験

2. 5. 1 実験目的

システム環境を変化させた実験を行ない，部品中心生産管理システムのもと

で部品引当Vl: L P 手法を用いるととの有効性と市場変動への適応可能性を， 1 2 

通りのシミヱレーション結果によって示すととを目的としている。

2.5.2 生産管理方式。設定

本実験では次のような生産管理方式を設定する。

① 生産計画サイクル:週サイクル

② 安全在庫:標準偏差基準安全在庫

③ 生産方式:部品中心の生産管理方式

のもとで二次情報に基づき， L P 手法を用いて部品引当を行念う場合と無作為

に行左う場合について検討する。

2.5.3 部品構成モデルの設定

第 2 章で設定した部品中心生産管理システムのモデノレと同様Vl:，次のような

実験モデノレを設定する。製品は P 1 ， P2 ，・・， P6 の合計 6 種類で，各製品

の週当 b 標準生産数量は各々 100 ， 100 ，80 ，80 ， 70 ， 70 とし，週当り合

計 500 台の生産数量であるものとする。各製品は表 4. 2 --- 4. 7 vl:示すように

η =  3 0 % のときの部品種類は 2 0 種類， η =  4 0 % のときは 1 7 種類， η =  

5 0 % のときは 1 4 種類， 可 = 60% のときは 1 1 種類， 可ニ 7 0 % のときは

。。nu 
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表 4.4 部品構成モデル (η = 5 0 % ) 

構成部品の 構 成 音E 品 種 類 製 品

個 数 U 1 U z U 3 U 4 U 5 U 6 U 7 U s U 9 U 10 U n U 12 U 13 U 14 需要量

P1 (Shd au a13 a15 a17 aT l1 d 1 

製 Pz(Sh z) aZ1 aZ3 a25 azs aZ， ll d 2 

品 P 3(Sh 3) a3Z a33 a35 a3S a3.12 d 3 

種 P4 (Sh4) a4Z ~3 a45 a49 ~'13 d 4 

類 Ps (Sh s) a52 a53 a56 a5.10 a5' 1 d 5 

P 6 (Sh 6) a62 
a“ ~6 a6'lO a6.1 d 6 

部品在庫量 b 1 b2 b3 b4 b5 b6 b7 b 8 b9 b10 bll b12 b13 b 14 

表 4.5 部品構成モデル (甲 = 6 0 % ) 

構成部品の 構 成 部 品 種 類 製品 |

4固 数 U 1 U z U3 U 4 U 5 U 6 U 7 U 8 U 9 U lQ U ll 需要量

P 1( Shd all a 1Z a 14 a 18 a 19 d 1 

製 Pz(Sh z) a Z1 azz a24 a Z6 aZ9 

品 P3(Sh 3) a 31 a. 3Z a34 a36 a3 >l O d3 

種 P4( Sh 4) a 41 a4Z a44 a47 ~.10 d 4 

類 P 5(Sh 5) a 51 a 52 ass a 58 a5.11 d 5 

P6( Sh 6) a 61 a 63 a 65 a68 a6' 1l d6 

部品在庫量 b 1 b z b3 b4 b5 b 6 b7 bs b 9 b lQ b ll 
'-----
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表 4.6 部品構成モデル (η=70 ']6)

構成部品の 構 成 音E 品 種 類 製 口E口3 

個 数 U 1 U2 U3 U 4 U5 U6 U7 需要量

P 1 (Sh 1) all a 12 a14 a17 a 18 d 1 

製 P 2 (Sh 2) a21 a22 a24 a26 a 28 d2 

品 P 3 (Sh 3) a 31 a32 a34 a36 a 39 d3 

種 P 4 (Sh 4) a41 a 42 a44 a47 a49 d 4 

類 P 5 (Sh 5) a 51 a 52 a 55 a 57 a 59 d5 

P 6 (Sh 6) a 61 a 63 a 65 a 67 a 69 d6 

部品在庫量 b 1 b 2 b3 b4 b 5 b6 b7 b8 b 9 

表 4.7 部品構成モデル (η=80 ']6)

構成部品の 構 成 音E 品 種 類 製品

個 数 U 1 U 2 U 3 U4 U 5 U6 U 7 需要量

P 1 ( Sh 1 ) a l1 a 12 a14 a 16 a 17 d 1 

製 P 2 ( Sh 2 ) a 21 a22 a23 a 2S a 27 d 2 

品 P 3 (Sh 3 ) a 31 a 32 a 33 a35 a 37 d 3 

種 P4 (Sh 4 ) a 41 a42 a43 a 46 a41 d 4 

類 P 5 (Sh 5 ) a 51 a52 a54 a 56 a 57 d 5 

P6 (Sh6) a 61 a 62 a64 a 66 a67 d 6 

部品在庫量 b 1 b 2 b 3 b 4 b 5 b 6 b 7 
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9 種類， η= 8 0 % のときは 7 種類であり，各々所定の 5 種類の部品陀よって

構成されている。ただし，本実験では各製品 1 台当りの各部品の使用数量はす

べて 1 個とする。すなわち式( 4. 3 1 )で aij = 1 とする。とのよ、うに構成部

品モデルとして可 = 3 0 % ."...， 8 0 % (2) 6 種類を設定する。

2. 5.4 限界利益率なよび各種パラメータの設定

本実験では 2.5.3 で設定した 6 種類の部品構成モデルについて 1 2通 9 (2)シ

ミュレーション実験を行なう。

ととで各々の製品 K ついて限界利益率が変動する場合を考慮し P 1 ， P2 ， 

• P6 の各々の限界利益率を 5 0 % ， 2 0 % ， 3 0 % . 4 0 % ， 5 0 % ，

4 0:'0 に設定して， L P 手法による部品引当と無作為による場合との効果を比

較・検討する。そこで式( 4. 3 0 ) ----- ( 4. 3 3 )に表わされた各種パラメータ

は，表 4. 8 のように設定する。ただし製品品切れによるペナノレティ費用は各製

品の限界利益の 3 倍 VC ，また部品の保管費用については，近年の製品モデル・

(注 4. 7)
チェンジの激しさを考慮、して，年間保管費率を 4 8 % とする。

2.5.5 実験手順

本実験の手!聞はすべて第 2 章の実験手j固に準ずるものである。

2.5.6 実験結果の考察

表 4.2----- 表 4. 7 vc 示す η = 3 0 % ----- 8 0:' -6'の各モデノレのもとで， L P 手法に

よる部品引当と無作為による場合の 2 通 b について合計 1 2 通りのシミュレー

ションを各々 1 5 週間分行なった結果，図 4.1 6 -----4.1 8 VC :t~0 て LP手法に

よる部品引当の有効性が明らかにされた。

図 4. 1 6 は部品標準化率と総限界利益の関係を表わしたもので， η = 3 0 %  

-----80% のいずれのモデノレ Uてないても， L P 手法による場合の万が無作為によ

(注 4.7 ) 保管費率は各部品材料費K 対して週当り 1 必要するものとする。
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表 4.8 限界利益率 b よび各種パラメータ

(単位千円)

製品種類 z 1 2 3 4 5 6 

単 価 PVi 7 5 6 6 5 7 

限界利益率 θi 0.5 0.2 0.3 0.4 0.5 0.4 

限界利益 gi 3.5 1. 0 1. 8 2.4 2.5 2.8 

へナノレティ‘ 0; z 10.5 3.0 5.4 7.2 7.5 8.4 

保 戸目耳 費 (部品単位)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

η =  3 0% 
ーーーーーーー・ーー皐ーー・苧ーーーーー・・ーーー皐・ーーーーーーーーー--骨ー・・

3 3 3 4 6 6 4 5 2 2 

ECJ-( ×10 →、y¥ J 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 
一ーーーーー一ーー一ーー一一一ーーーーーーーーーーー一一ーーーーー一一

10 14 14 5 8 10 11 11 8 8 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

可=40%
- ー ー ー ー 一 一 ーーー一一ーーーーーーーーーー，ーーーーーーーーー

3 3 3 4 6 6 4 5 2 10 

ECj( ×104 〆 11 12 13 14 15 16 17 
ーーー一一一ーーー一一ーーーーー一一ー一一ーーーーーーーーー一・・ー

14 5 8 10 11 11 8 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

η=50% 
一一一一ーーー ーーーーーー一一ーーーーーーーーーーーーーーー

3 3 5 6 4 2 10 14 5 8 

HCj ( X10 -il)て 11 12 13 14 
ーーー一一ー一一 一 ー ー ー 一 一 一 ー ー ー ー ー ー ー ー 一 一 一 ー 一 ー ー ー ー

10 11 11 8 

可=60% 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

H り ( X10 -il〆 ーーーーー - - ・咽 'ーーーーーーー一一ー一一一ーーーーーーーーー

3 5 6 4 2 14 5 9 10 11 8 

η =  7 0 %  1 2 3 4 5 6 7 8 9 

H り (X 10 →ド ーーーーー- - -ーーーーーーーーーーーー一ー一ー一一一一一ーーーー

3 3 6 5 2 14 7 10 10 

可= 8 0 % 1 2 3 4 5 6 7 

Hc..( X10 -ilメ
J 

3 5 5 2 14 7 10 
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る場合よタも総限界利益の大きいととが判る。また部品の標準化が進めば総限

界利益が増大するととも明らかに示されている。
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30 40 50 60 70 80 

(0- LPVC よる. X - LPVC よらない) 部品標準化率帥

図 4 • 16 部 品 標準化率と総限界利益の関係

~ニエ::::::=Q

30 40 50 60 70 80 

(O-LP による. X - LPVC よらない) ，部品標準化率制

図 4 • 1 7 部 品 標 準化率とサービス率の関係
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(O-LP による， X-LP V'eよらない) 部品標準化率的

図 4 • 1 8 部 品 標 準 化率と平均在庫量の関係

一方部品標準化に伴う総限界利益の増加率に着目してみると， L P 手法陀よ

る場合， η=3 0%""40% では1. 019 ， 4 0 %"" 5 0 %では1. 029 ，5 0 % 

""60% では1. 0 2 3， 6 0 % "" 7 0 %では 1.0 0 4 ， 7 0 % "" 8 0 %では1. 001

と左.!J ，標準化率の増大に従って増加率は低減する傾向にあるととがわかる。

また L P 手法陀よる場合と無作為陀よる場合との利益差をみると， η = 3 0 %  

では 7 0 0 千円， 4 0 %では 4 0 0 千円， 5 0 % では 5 0 0 千円， 6 0 % では

3 0 0 千円， 7 0 % では 2 00 千円， 8 0 %では 1 8 0 千円と左り，標準化が

進むに従ってその利益差は減少するととがわかる。
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図 4.1 7 は部品標準化率とサービス率の関係を表わしたもので，いずれのモ

デルVL $~いても LP手法 K よる場合の方が無作為による場合よ b も高いサーピ

ス率を示している。また部品標準化に伴うサービス率の増加率に着目してみる

と， L P 手法κよる場合， η=30.......40% では1. 002 ，4 0.......5 0 % では

1. 0 0 5， 5 0....... 6 0 %では1. 0 0 5 ， 6 0 ....... 7 0 %では1. 004 ，70.......80% で

は 1.00 2 と~ !>，先の総限界利益と同じ( ，標準化率の増大陀伴って増加率は

波少するととがわかる。

一方 LP 手法による場合と無作為による場合とりサーピス率の差をみると，

可 = 3 0 % では 1.0 %， 4 0 %では 0.4 %， 5 0 %では0. 3 % ， 6 0 % では 0.2

%， 7 0 % では 0.1 %， 8 0 %では 0.05% と念!> ，標準化が進むに従って，先

の総限界利益と同じく，サービス率の差は波少するととがわかる。

図 4.1 8 は部品標準化率と平均在庫量の関係を表わしたもので，総限界利益，

サービス率と同じく，いずれも LP 手法による場合の方が無作為 K よる場合よ

b も平均在庫量が少なくなるととを示している。また部品標準化に伴う平均在

庫量の低減率は， η=30.......40% では 0.9 4 7， 4 0 ....... 5 0 %では 0.94 0 ， 50 

....... 6 0 %では 0.947 ，6 0....... 7 0 %では 0.9 5 7， 7 0 ....... 8 0 %では 0.9 6 8と左

れ標準化が進むに従って減少している。また平均在庫量の差に着目すると，

η=3 0 % では 8 台， 4 0 % では 7 台. 5 0 % では 7 台， 6 0 % では 2 台 .70

Z では 1 台， 8 0 % では o台となり，標準化が進むK 従って減少する傾向を示

している。

2.6 結言

部品中心生産管理システムの受注引合段階 VL $~いて，部品在庫量に基づいて

部品引当を LP手法によ b 行念った場合と無作為に行~った場合とを比較・検

討した結果，次のととが明らかになった。
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① 総限界利益は. L P 手法による部品引当の方が無作為に引当した場合に比

べて高〈在ることが明らかになった。

② サーピス率についても， L P 手法陀よる場合の方が無作為による場合より

も高いことが判明した。

③ また平均在庫量については， L P 手法による場合の方が無作為陀よる場合

より低減するととが明らかに念った。

④ 第 2 章で立証したサービス率，平均在庫量と部品標準化率の関係と同様に，

総限界利益は標準化が進むほど増大するととが立証された。

⑤ 部品の標準化が進む陀つれて総限界利益，サービス率C 増加率が，また平

均在庫量の低減率が波少する傾向にあるととが判明した。

⑥ 部品の標準化が進むにつれて. L P 手法による場合と無作為による場合の

総限界利益，サービス率，平均在庫量の差は誠少する ζ とが明らかに左った。

以上むととから，本節』てがいて市場の多様化要求に適時的 vc 対処して製品を

供給するために L P 手法を用いて部品在庫を引当て，組立生産を行なう一連の

シミュレーション実験を行なった結果，部品中心生産管理システムの機能を一

層発揮できるととが立証された。
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第 5 章 部品中心生産管理(rL :t~ける情報システム

1.緒 -Eコ
機械生産システムは，常に外界との相E 作用をもっ。機械工業になける経営

の問題は，とのシステム全体としての利潤という生産体目的達成のために，全

組織をいかに有効なものにするかという ζ とに左る。

(注 5. 1)
レーラ (Robert N .Lehrer) によれば，いか左るワーク・システよ

次の四つの副次的念システムから構成されている。

① 物理的念システム( p hy s i c a 1 s u b - s y s t e m ) 

② 人間のシステム (human sub-system) 

③ 組織上のシステム (organization sub-system) 

④ 情報上のシステム (information sub-system) 

生産体はとの四つのサブシステムが調和を保って，それぞれが機能を発揮す

るとき有効に動くのである。

従って部品中心生産管理システム Uてないてその特性を発揮するためには，と

れらサブシステム自身に特徴をもたせると共に各サブシステム相互に有機的な

連係をもたせ，相互作用させるととが肝要である。

物理的~システムとは，機械生産するために使用される機械装置左らびにそ

り操作を含む物理的念要因を中心とするものであり，人聞のシステムとは，生

産体中の人聞の属性をいう。組積上のシステムは，生産体の組織の問題であり，

情報上のシステムは情報の流れを主体とするものであるが，とれらサプシステ

ムC 中で特に情報システムは他の三つのシステム活動をメカニカルにコントロ

-)レする意味にかいて各サブシステムとの関連は非常に直接的であ.!J ，特に複

(注 5.1 ) レーラは生産体のシステムをワーク・システム (Work system) と定義している。
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雑念部品中心の生産を的確に遂行するため陀大量の情報を正確にしかも迅速陀

処理するととが要求される部品中心生産管理システム K ;t，~いては，情報システ

ムが最も重要な役割を果たすものといえる。

また部品中心の生産管理のためには，とれまでの論議からも明らかなどとく，

単に生産実施。段階だけでなく，計画，実施，統制各レベルを総合化した情報

の管理が必要である。

そのよう念総合的生産情報システムの手続と運用陀際しては，データ・ベー

スの確立とその一元化を図らねばならない。

データ・ベースの一元化とは，多目的的なデータ・ファイノレを持っととであ

.!J ，部品中心生産情報システムにないては，部品ファイルが重要な役割を演ず

る。す~わち部品中心生産管理システムの最大θ特徴は，部品の組合せの変化

が製品の多様化する理論をフルに活用するものであるから，部品中心生産情報

システム K ;t，~いては部品ファイルのあ b 方が問題になる。

従ってとの情報システムでは，部品ファイルの設計と部品展開の手法なよび

その情報処理について十分検討する必要がある。

そして部品中心生産情報システムでは，部品中心生産管理上必要念基本的デ

ータを包含したデータ・ベースを基盤とし，需要予測，生産計画，資材計画，

在庫管理，生産手順計画，生産実施，評価・検討等の機能遂行のために総合的

友情報処理を行念うととが肝要である。

本章ではとのような部品中心生産情報システムの総合化K 着目し，その情報

処理の基本原理について明らかにすると共にその中で特に部品中心生産管理の

特徴を発揮する部品展開の手法とその情報処理について詳述する。

とれらの情報処理の理論に基づいて実際θ部品生産情報システムを設計し.

その運用について論ずる。

念b 第 4 章まで述べた部品中心生産管理の理論争よび本章で論ずる部品中心
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生産情報システムの論理は機械工業の規模いかんを問わずすべての機械生産に

適用できるが，その適用可能性を実証する意味にがいて，事例研究として次の

機械生産会社について説明する。

乙とでは民生用・産業用電気機械を生産・販売してなタ，組識は事業部制を

採用し，経営センタと 1 0 の事業部から構成されている。

事業所は大阪，名古屋，東京の三地区にあり，各事業部は，生産，販売，人

事，経理等の独立生産体としての全ての機能を包含している。

従って生産管理一計画・実施・統制ーのシステムは，各事業部の性格(製品，

得意先，季節性等) irc:応じて独自念も C で行なっている。

ζθ 中で，部品中心生産管理システムを適用する機械工場は，民生用電気機

械を生産・販売している工場と，産業用電気機械を生産・販売している工場を

対象とする。

前者の製品機種は 150 種類で，製品構成部品の種類は 6，000 点あり，生産

数量は年間 1 2 0 万台で，生産規模はこれまでの実験モデノレよ b もはるかに大

きい。

後者。製品機種は約 6 0 種類で，製品構成部品は 4，000 点あり，生産数量は

約 2 5 万台である。

工場陀は部品生産工場と製品組立工場 b よび部品管理センタを設置し，部品

管理センタは自動倉庫を主体とする。以上のよう左機械工場の生産管理を電子

計算機とオンライン陀よる部品中心生産情報システムを利用して効率的に運営

実施する。

2. 部品中心生産管理システムとサブシステム

生産体氏名、いては，生産体自身が利潤という目的達成のために人・物・機械

を部分として総合的に構成された自動的なシステムとみる ζ とができる。

-11.1-



部品中心生産~ :jö~いても常に外界との相互作用をもちながらフレキシプル陀

対応し，との生産体全体としての剥潤という目的達成のために，全組織をいか

に有効なものにするかというととを考慮し左ければなら念い。

部品中心生産管理システムとして次の四つのサブシステムについて考える。

部品中心生産管理とォーガニゼイション・サブシステム2. 1 

生産体の目的達成のための各機能オーガニゼイション・サブシステムとは，

部品中心生の構成ならびに機能を発揮せしめる指令系ともいえるものであ.!J ， 

その特徴を最も効果的に発揮するために次のような組織産管理システムでは，

を考える。

部品センタを中核とし，部品生産工場と製品組立工場との有機的な組織を構
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部品工場では部品の生産加工を行念うものとする。部品センタは，購買，部

品受入，保管，供給 b よび工程管理を行左う。組立工場では部品の組立を行左

い，製品として出荷するものとする。

とれら製造部門と受注・販売活動を行なっている営業部門との調整をする計

画部門を設ける。

計画部門は予測を行~ ~，生産計画をたて，部品製造命令書を発行する。部

品工場では，製造命令に従って部品を先行生産するものとする。部品センタは，

部品工場で内作された構成部品 b よび外注部品を受入・保管し，営業陀辛子ける

受注陀応じて， ζ れを組立工場に供給する。組立工場では，組立生産計画に基

づいて製品を組立加工し，試験を行ない，完成品として出荷するものとする。

2.2 部品中尤、生産管理とヒューマン・サブシステム

ヒZ ーマン・サブシステムとは，公式的には組織図陀より，非公式的陀は責

任，権威あるいは指導力念どで表わされ，いわゆる生産体中の人間の属性をい

う。とのシステムは人間関係，個性あるいは社会的な環境によって大きな影響

がある。

部品中心の生産管理システムにシいては， トップがとのシステムに強い関心

をもつことが必要であるととは勿論であるが，特に計画部門と生産部門 b よび

販売部門の責任者相互の人間関係が重要である。それゆえ計画部門の責任者に

はリーダ・シップを備え，生産管理業務に精通し，かつ専門的知識を有する権

威ある人物を配置することが肝要である。

旺盛左責任感と業務遂行能力は各部門責任者とも具備すべき条件であるが，

殊に部品工場責任者 K は生産技術・工程管理能力を，部品センタ責任者陀は

原価・在庫管理能力を，組立工場責任者には品質管理能力を備えた人物を配置

する。

-113-



2.3 部品中心生産管理とフィジカル・サブシステム

フィジカル・サブシステムとは，財貨サーピスを生産するのに使用される機

械装置左らび陀その操作を含むもので，物理的な要因をその中心とするもので

ある。す念わち材料の仕入れから生産，保管，出荷b よび流通過程での移動陀

関し.製品I'L対する加工，移動，保管等の物理的手段のしくみと考える。

先に述べたオーガニゼイション・サブシステムのもとに部品中心生産管理シ

ステムの特徴を一層発揮するためのフィジカル・サブシステムとして図 5.2 の

工場配置図を設定ナる。

製
モ

くと1 組立工場 (組立課・完成謀 )

企j タ】

謀
品 . 

一ーョー 部品センタ 唱トト・

巻

塗 線

倉 装 課

4 ~ A 4 
課

-- トープレス課 成 型 課 ー 機械課

庫

図 5.2 a 工場配置図

工場は部品を製造し，構成部品を組立てる部品工場と内作部品なよび外作部

品を受入れ，保管して供給する部品センタ，また部品を組立て，製品化する組

立工場との三つの部門に大別される。
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) 唱，‘，，目、

J仮 数量設 備 名

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2 

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

3

3

3 

• 

トランスファープレスライン

オートハンド

1 00 t ハイフレックスプレス

YR-386 特殊抵抗溶 接装置

YR-387 特殊抵抗溶接装置

YR-388 特殊抵抗溶接装置

換気扇自動溶接装置

スポット溶接機

フレーム搬送シュート

取付脚溶接機

式'
A
'
A

内，
M

唱

A

'

i

'

i

'

i

F

o

n
r

副

内

4

噌i
'

i

'

A

唱

A

'

A

唱

i

'

A

唱

i

'

A

'

A

'

i

'

A

噌i

唱

A

'

i

ヮ
“
ヮ
“
噌
A

q

d

'

A

'

A

9

臼

1 00 t ダブノレフランクプレス

カパー端面切削機

3 0 もノ、イフレックス フ .レ ス

5 5 も ノ 、 イ フ レ ッ クスプレス

ア ンコイラ

1 00 t ハ イ フ レ ッ クスプレス

シャーリング

3 0 t バワープレス

5 0 もパワープレス

1 0 0 t ロングスライドプレス

多軸タップ専用機

羽根ポスカシメリーマ専用機

リペッティングマシン

卓上ポール盤

20 t パワープレス

バランシングマシン

卓上ポール盤

多軸盤

タッピングマシン

横多軸盤

4 - A ターレット

3-A ターレット



。)

J先i 設 備 名 数 量

33 S T S - 2 型単能機 3 

34 S L 型単能機 1 

35 ヨークカバータッピングマシン 1 

3 6 ヨークカパー搬送コンペア 1 

37 ヨークカバータッピングマシン 1 

38 フローベア 1 

39 ぷE品Z、 車 50 

4 0 水中ポンプ 1 

4 1 ポンプ 1 

101 鉄パーカー装置 1 式

102 アルミパーカー装置 1 式

103 電着装置 1 式

1 04 静電装置 2 式

105 セットリングタンク 1 

106 ファィンボウリング 1 

20 1 鋸 盤 1 

202 炉入炉 1 

203 焼入炉操査盤 1 

204 卓上ポール盤 1 

205 小型ポール盤 1 

206 直立ポール盤 1 

207 フライス盤 1 

208 形削盤 1 

209 スロッティングマシン 1 

2 1 0 ドリル形磨機 1 

2 11 パイト形磨機 1 

2 12 カッティングマシン 1 

2 1 3 グラインダ 1 



(3) 

J仮 設 備 名 数 量

214 旋 盤 1 

215 6 尺旋盤 2 

216 円筒研削盤 1 

2 17 試作用コンベア 1 

2 18 メr'-正二 ， 盤 1 

219 洗浄器 1 

220 脱磁器 1 

221 平面研削盤 1 

301 V - 7  6 A - 2 型成型機 1 

302 V - 7 6 A - 1 型成 型機 1 

303 自動取出機 3 

304 V - 5 6 A 型成型機 1 

305 V - 4 4 A 型 成 型 機 1 

306 自動箱結機 1 

307 自動取出機 2 

308 V - 3 6 A 型成型機 1 

309 コロコンキャリア 2 

3 10 自動箱結機 1 

401 ステータ自動箱結機 2 

402 ステータ自動面取機 3 

403 ステータコア自動計量溶接機 1 

404 ステータコア自動計量カシメ機 2 

405 60 も ダイイングマシン 1 

406 125 t 高速自動プレス 1 

407 コイルグレードル 2 

408 ロータコア自動スキュー取り機 3 

409 溶解炉 2 

410 ダイカストマシン 2 



(4) 

J定i 設 備 名 数

4 11 油圧プレス 3 

41 2 12 t パワープレス 1 

41 3 40 t ハワ tーフレス 1 

414 アーパプレス 1 

41 5 スルフィード研磨機 2 

4 16 転造盤 1 

4 17 カッティング 1 

418 ロータ搬送用シュート 1 式

419 荒 引 単 能 機 2 

420 リーミング 2 

421 シャフト圧入機 1 

422 油圧プレス 1 

423 インフィールド研磨機 3 

424 仕 上 単 能 機 5 

425 シ守フト寸法検査機 1 

426 バランステェッカー 1 

427 単能機 1 

428 ラッカー塗布乾燥機 1 
、

429 E リング挿入機 1 

430 超研磨 2 

4 3 1 ロータ自動箱結機 1 

501 モータ検査コンベ ア 2 

502 モータ組立コンペ ア 2 

503 油圧プレス 1 2 

504 フェルト含浸器 1 

505 超音波洗浄機 1 

506 パーツポックス搬送コンペア 1 

507 モータ部品フローラック 1 

508 モータエージング コンペア 2 

509 モータ組立コンペア 1 



(5) 

J鉱 設 備 名

5 1 0 モータ組立コンベア

5 11 部品供給コンベア

5 12 アーパプレス

51 3 モータ組立コンベア

数量

q
r
H
'
A

向

4

'

i

601 絶縁紙挿入機 2 

602 捲線機 7 

603 ワニス含浸装置 1 式

6 04 中間搬送コンペア 1 

605 組立コンペア 2 

606 整形機 3 

607 糸掛機 3 

608 完成品搬送コンベア 1 

609 自動検査機 1 

610 コイル挿入機 7 

. 701 

702 

703 

704 

705 

706 

707 

708 

709 

71 0 

711 

71 2 

7 1 3 

71 4 

パレット返送トロリーコンペア

塗装品ストック装置

塗装部品搬送コンベ ア

塗 装 部 品 搬 送 コ ン ベア

成 型 品 ス ト ッ ク 装 置

モータ完成品ストック装置

パーツボックススト ッ ク コ ン ベ ア

塗装部品搬出コンベア

パーツボックスストックコンペア

パーツボックス自動積卸装置

'
A
q
r

“，
i

'

A

'

i

'

i

'

i

'

i

唱

A

円

4

パーツボックス

成型品搬出コンベア

モータ完成品搬出コンベア

成型品搬送コンペア

'
i
1・

'i



(6) 

」阪 設 備 名 数量

715 

7 1 6 

717 

モータ完成品搬送コンベア

パ ー ツ ボ ッ ク ス 搬送コンベア

ξ ーツボックス自動積込装置

唱

i

噌

i

'

i

801 製品搬送キャリア

802 傾斜ベルトコンペア 1 

803 相包コンベア 2 

804 パレット循環コンペア 1 

8 05 部品供給コンベア 2 式

806 不良品搬送コンベア 2 

807 補修用コンベア 1 

808 ベルトコンペア 1 

809 スラットコンペア 1 

81 0 ステッチャー 2 

811 梱包材搬入傾斜コンベア 1 

812 製品搬送アキュムローション 4 

813 梱 包 材 供 給 コ ン ベア 2 

814 製品搬送ベルトコンベア 4 

815 封画機 4 

816 集合装置 3 

817 梱包コンペア 8 

818 検査用コンベア 8 

81 9 治具パレット

820 アーベプレス 3 

8 2 1 組立コンベア 9 



部品工場は切削加工，溶接作業等を行念う機械職場，プレス作業を行左うプ

レス職場，プラスチック部品を射出成型する成型職場，部品を塗装する塗装職

場，モータのステータを巻線加工する巻線職場，更にそータを組立て，半製品

として完成させるモータ職場等の製造職場を構成する o 機械職場は数値制拐に

よる群制御管理を行左い，巻線職場は自動巻線機を設置し，モータ職場は自動

組立機を設備する等徹底した自動化・省力化を図る。

部品センタは，ラック・ピル方式の自動倉庫を設置し，部品工場からの受入，

保管がよび自動供給を電子計算機陀より自動的に制御する。

二次情報(確定受注)に基づき，部品出庫から組立，完成，出荷までのリー

ド・タイムを短縮して，受注即出荷の体制を敷くために組立工場はコンベア・

ラインを可能な限り短〈し，専門化し，かつ自動化する。

部品中心生産管理システムを採用する機械工場になけるフィジカル・サブシ

ステムは，部品センタを中心とし，部品工場と組立工場を有機的に結合し，し

かも各工程を徹底して自動化，省力化することが肝要である。

2.4 部品中心生産管理とインフォーメイション・サブシステム

インフォーメイション・サブシステムとは生産体の活動をささえる生きた血

液の循環系統であ t ，絶えざる清新にして正確左情報の流れとそ部品中心生産

管理システムの本来目的への活動の源泉と念るものである。特に正確左需要予

測と市場の変化にフレキシブルに順応し.複雑念生産管理を適確に遂行するた

めに大量の情報処理が要求される部品中心生産管理システムにかいては，イン

フォーメイション・サブシステムが最も重要な役割を果たすのである。

部品中心生産管理システム!と会いて，生産体はとの四つのサブシステムが調

和を保ってそれぞれが機能を発揮するとき，有効に動くのである。とれらのサ

ブシステムはそれぞれが独立では左い。その間Vては相互作用がある。
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就中インフォーメイション・サブシステムは，他の三つのサブシステム K :t~ 

いて共通する情報を設計対象とする点で他のシステムとの関連は非常に直接的

なものであるといえる。

殊に部品中心生産管理システムにないては，三つのサブシステム活動をメカ

ニカル K コントロールする高次元のシステムとして情報システムが最も重要左

意味をもつもりである。

従って本章では，部品中心生産管理 K :t>ける情報システムに関して詳述する

ζ とにする。

3. 部品中心の生産情報システム K :t~ける基本原理

3. 1 生産情報システムと経営情報システム

経営情報システムは，生産体 b よびその環境に関して経営管理のための計画

と統制陀利用できる情報を迅速かつ正確に提供するシステムで，生産情報シス

テムは当然経営情報システムに包含するものと解するととができょう。

すなわち生産情報システムとは，電子計算機を基調とし，生産管理責任者に

タイムリィにして広範囲 K わたる生産業務の中枢的左活動分野に関する重要な

情報を提供すること K よ!J ，生産管理者層に貢献できるように設計されたもの

21 ) 
であるといえる。

生産情報と経営情報の関係を部門別に，かつ管理階層別冗示したものが図 5.

3 である。
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図 5.3 経営情報システムと総合経営管理

3.2 部品中心生産情報システムの種類と内容

2 Control 
(管理)

部品中心生産情報システムは，実際問題として個々のサブシステムが多数集

まってできたもので，とのサブシステムは通常三つに大分類できる。す念わち

作業情報システムと管理情報 γ ステム，それに方略情報システムから左る fa
3. 2.1 部品中心生産情報システムと作業情報システム

作業情報システムとは，生産管理業務上の特定の実務 K 用いるデータを処理

するととに関係のあるシステムである。部品中心生産管理になける特定の実務

とは部品在庫記録，注文書の発行，納品伝票の作成，生産実績記録等である o

3. 2.2 部品中心生産情報システムと管理情報システム
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管理情報システムとは生産業務の基本的な活動をよ b 効果的にし，機会損失

を最小ならしめるための情報システムである。部品中心生産管理にないては資

材管理，在庫管理，工程管理，原価管理，品質管理等の情報システムがある。

3. 2. 3 部品中心生産情報システムと方略情報システム

方略情報システムとは意思決定の過程に集中し，問題解決のために設計され

たシステムである。一時的な問題から繰返し発生する問題までを解決するため

のシステムであって，とのような機能が生産管理責任者の代替案比較作業を容

易念らしめるわけである。部品中心生産管理 vc i>~いては，最も重要左需要予測

とか生産計画あるいは設備投資の意思決定むための投資経済計算等に関する情

報システムである。

3.3 部品中心生産管理のための情報処理方法

作業情報システム，管理情報システム，方略情報システム，あるいは三者総

合の生産情報システム陀ないても，それは常陀次のよう念処理方法のーっとし

て設計される。すなわちそれらは，パッチ・プロセシング・システムズ，インテ

グレーテッド・システムズ， トータノレ・システムズのうちの一つに該当する。それ

らの処理方法の内にもそれぞれ変種があ T .また一つのシステム内でも共に働

23) 
〈サブシステムを持っている場合がある。

パッチ・プロセシング・システムズを展開してゆく場合，システム・プラン

ナは特定の部課の諸問題に自分の考えと行動を集中し念ければなら~~。とと

ろがインテグレーテッド・システムズでは，特定の機能つま b 調達，生産，販

売といった機能の諸問題に方針を定めて，関連する部課にまたがってシステム

を設計してゆく。トータノレ・システムズでは，組織上の基礎的要素を前.提にし

て機能上のライン，部門別ラインの双方に関連するととになる。つまタパッテ

ープロセシング・システムズは，給与計算とか，部品在庫記録，棚卸計算等の
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個々の業務中心の情報処理であ t ， インテグレーテッド・システムズでは，材

料調達，生産等の個々の機能中心の情報処理方法である。

従ってとれらは，市場の動向に応じて有機的，総合的(r[生産を管理しようと

する部品中心の生産情報システムとしては不適切念情報処理方法である。

とれに対してトータル・システムズでは，人・金・物等の経営要素を主体と

して，機能上のライン，部門別ラインの境界を越えて全体的に情報を処理しよ

うとする方法であるゆえ，全体的，総合的左部品中心生産管理としては最も適

切な情報処理方法であるといえる。

3.4 部品中心生産情報とトータ Jレ・システムズ

トータル・システムズは要素に基づいて組織化されたファイルが中心陀左っ

24 ) 
ているι- 情報は一組陀まとめられたり，サイクノレに方向づけられた適用業務

を通過した Pぜず，直接その発生から要素ファイルまで流れてゆ〈。これらの

ファイル相互聞には新しいインプットがあったり，アクトプットの要請がある

たびに連続的な相互作用がある。すなわちとのアプローテでは，あらゆる基本

的情報は完全に相互依存的なものとして認識される。目的は単一の情報をその

歴史にがいて一度だけデータ処理システム陀投入するととであり，そして情報

の効用が続〈限り，あらゆる要求に役立てるようにしてなくととであるデ)

とζ で述べている部品中心生産情報システムでは，部品ファイルがデータ・

ペースの機能を果たすが， データ・ペースの一元化，す左わち多目的的な部品

ファイルの設計陀よって，生産日程計画，部品調達計画，原価管理，工程管理，

在庫管理等の情報処理を同じファイルを用いて極めて正確，迅速K 行左う。か

ぐして生産管理責任者は，必要な時に正確:全情報を極めて迅速に得るとと陀よ

り，的確な意思決定のもとに正鵠を射たアクションを展開する。す左わち部品

中心の生窪情報システムは部品ファイノレをデータ・ペース陀トータノレ・システ
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ムズを基本原理とした情報処理システムの設計によって一層その特性を発揮し，

効率的念生産管理を行念うことができるア)

4. 部品中心生産情報システムとデータ・ベース

4. 1 効率的乏生産管理のためり部品中心生産情報システム

効率的な生産管理システムとは物的生産能力と人的生産能力を管理手法とい

う手段でもって総合的に計画し，運用するシステムであるといえよう。

従って生産管理の適用はトップ・マネジメント，ミドル・マネジメントから

実務者に b よび，その機能も P 1 an - D 0 - S e eの経営管理サイクルを包括し

念ければ左らない。

そのための部品中心生産情報システムとして，とこでは 9 つの機能ー技術

資料管理，在庫管理，需要予測，生産計画，負荷計画，生産手順計画，進捗管

理，購買，評価・検討-([)関連ならびにシステムの手続と運用に際して必要

なデータ・ベース27) のあb方について検討する(図 5・4 参照)。本システムの特徴

は図陀示す通 t .大別すると部品生産と製品組立の二つの段階からな t ，各部

分に Plan-Do-See の管理サイクルを含んでいることである。

データ・ベース陀は生産管理上必要念情報処理のための基本データを包含し，

ディスク・ファイル上K 記憶されていて，電子計算機とオンラインに連結する。

多重入出力点からアクセス，更新，検索を可能にする。

部品中心生産情報システムの基本的念フローとしては，技術統計資料を初期

のインプットとして製品の出荷までの全体的なフローを扱い，部品生産段階と

製品組立段階よ bな9. 各段階は計画，実施，評価・検討の各部分からなる。

部品生産段階は需要予測に始ま t. 製品在庫記録よ b 引当可能量念らびに生

産予定・実施状況を調べ，正味製品生産必要数量を決定する。製品構成部晶表
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に基づいて部品展開が行なわれ，部品在庫記録より部品引当可能量左らびに部

品生産予定・実施状況を検討して正味部品生産必要数量を決定し，部品の先行

生産手配を行念う。

部品生産計画よ b部品生産のための負荷計画による平滑化の後に生産能力を

検討し，内作部品，購入部品に関するロット量や調達期間を考慮して発注を行

なう。購入材料・部品については，材料・部品在庫ファイノレ発注項目 K 登録さ

れる。内作部品に対しては，部品を生産する各職場に命令書が発行される。と

れに基づいて部品生産日程計画をたてる。

部品生産実施段階では，まず購買部門 κ bいて注文に対するフォロー・アッ

プと督促が行左われる。

納品は部品センタまたは部品生産工程陀入れられる。

部品工場内では部品の生産なよび組立部品の組立が遂行される。すなわち生

産命令ずみの仕事K 対して作業手配(差立)され，進捗管理が行なわれる。刻

刻の生産報告に基づいて各職場になける手配済仕事の記録を更新する。完成さ

れた部品は検査の後，部品センタへ格納される。

製品組立段階では，顧客の注文製品 lそ対して部品展開が行なわれ，部品在庫

記録よタ部品引当可能量b よび組立負荷計画より製品組立能力を調べ，受注を

行なう。確定受注K 基づいて，製品組立命令書が発行される。 ζ れによ b 製品

組立日程計画をたてる。製品組立工場内では，製品の組立が遂行される。ナ~

わち日程計画K 対し各組立工程のラインパランスを考慮、して作業手配され，進

捗管理が行なわれる。刻々の組立完成報告に基づいて手配済仕事の記録を更新

する。完成された製品は検査の後，直ちに顧客へ出荷される。念会部品生産な

よび製品組立の各工程にかいて標準と実績の原価を比較し，評価・検討が行念

われる。

以上の総合的左部品中心生産情報システムにより部品中心の生産管理業務は

9
-

q
F

・



効率的陀運営・実施される。

次に ζ れら情報処理の基盤と念る部品ファイノレと部品展開の手法を中心に詳

述する。

4.2 部品中心生産管理システムと部晶表

4.2. 1 部品表の種類

部品中心生産管理システム白特徴は，既陀述べた通り「あらかじめ部品在庫

を持つ」つま!J r部品在庫を積極的，計画的 K 持つ J ととろにあるととは明ら

かであろう。

ζれ陀対して製品中心生産管理システムでは，このよう左部品在庫を持た念

いのが原則である。

積極的に部品在庫を持つという意味をもう少しはっき b させるために，製品

と構成部品の種類と数量の関係を明確にする部品表を考えてみる。

例えば，図 5.5 ④は製品構成図である。とれを部品展開用の部品表に書き直

したものが@と@であ!J ，⑥はいわゆるサマリィ表，(C)はストラクテヱア表で

あるf8 〕

サマリィ表方式の方がシステムとしては簡単であるが，周知のように所要部

品の総量しか計算ができない。もし展開時に部品の在庫があればとの分だけ差

引き，正味量を計算し念ければ左ら念いが，とれは改めて別に行なわなければ

なら左 h 。

ところがストラクチュア部晶表を用いれば，任意のレベノレの在庫部品をつぎ

つぎに差引き左がら-一気に計算してしまう。従って部品の在庫があるときたは，

ストラクテヱア表を用いるのが有利である。

とζ ろで中間部品のあり方陀は二通りある。一つは「本来左い方が望ましい

のにやむを得ず発生してしまったもの」と，他は「積極的，政策的に存在させ
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図 5.5 部品表。例

ているもの」である。

従って，後者である部品中心生産管理では当然スト・ラクテヱア表を採用すべ

きである。

4.2.2 EDPVL よる部品中心生産管理システム陀なける部品展開 D ねらい

部品中心生産管理陀 b いて;EDP を適用するに際して，そのシステムは次の
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条件を具備し左ければ左ら念い。

① 材料，構成部品，製品の在庫数量を把握できるとと

② 材料，構成部品，製品会よび各工程内の仕掛品を資産評価できること

③ 各工程内に b ける加工不良，材料不良，現場紛失念どの事故材料について

も的確に把握できるとと

④ 生産日程計画と実績の比較が可能であること

⑤ 工程別の生産日程計画，作業指示のシステムが確立されているとと

⑥ 原価要素別の実績の把握と標準の比較が可能であるとと

⑦ これまでに述べたととについて有機的にアクションがとられ，フィード・

パックされる体制であるとと

③ 工程経路の変更に追従できるシステムであるとと

(岳 部品の改良，変更による切替え時点のずれに対処できるとと

⑩ 製品，半製品，部品の構成の変更に迅速に対応できること

これらのうち①~⑦を満足させる陀は，ストラクチュア法による部品ファイ

Jレを持つ必要がある。

また生産管理の EDP 化に会いて一般的に最も障害と念るのは，⑨~⑩の条

件であ.!J .その理由は，生産組織とその機能が常陀流動性を持ち，工程編成は

情勢に応じて自在に変更されるからである o また部品の設計変更がしばしば行

念われ，現有在庫との調整の問題が生ずる。あるいは，加工する時は工程図陀

基づき加工されるが，加工不良左どの事故材料が発生し，逆の経路で返送され

る時，組立順序の逆陀分解されるととは少念い。

本システムは部品中心生産管理の特徴を発揮し， しかも ζれらの条件κ対応

すべ<.その解決を部品展開とファイル構成の手法に折込む新しい方法の研究

開発を図ったものである。29)

F
h
u 

q'u 
唱
E
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4.3 部品展開の新しい手法

4.3.1 部品展開の原理

部品展開とは，ある期聞に生産すべき最終製品 K 必要な構成部品の種類と数

量を求めるととでる 9 ，その手がか b と~るのは上述した部品表である。

次に部品展開の原理を簡単な例をあげて説明する。

図 5.6 で③~⑤は投入材料，⑩~⑨は半製品，⑧は完成品を表わすものとし

た時，との製品の組立構造をプロダクト・ストラクチェア部晶表で示せば図 5.

7 の通 b になる。

(加工)

? 

⑦ 

(力 DI)

る

図 5.6 部品構成表の例①
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部品コー⑪ト 使用量

③ 1 

⑦ 1 

⑦ 1 

@ ⑪ 

部品コート 使用量| 部E戸ート 間量 |

⑪ 1 ⑩ 1 

⑨ 1 @ 2 

⑮ 2 

@ 1 

⑩ ⑬ ⑬ 

部品コード 使用量 苦E占古コート 使用量 部品3 ート 使用量

一ー
@ 1 ⑨ 1 @ ーワ

@ 1 @ 2 @ 4 

⑪ 2 

① 1 

図 5.7 部品 構成 表の 例②

とれらの関係、を親コード，子コード，工程番号によ b ファイルを構成させる

ことにする。 ζ の方法により図 5.6 陀会ける(C)，⑮，③，⑩会よび⑧の関係を

表わすと図 5.8 の形になる。 ζ の表で親コードとは，その工程の材料がどの部

品から構成されているかを表わし，子コードはどの部品または製品に組立てら

れるかを示す a 従って親コードがブランクの部品は構成される部品が左い。ナ

左わち材料倉庫からの受入材料であるととを示す。 ζ の内容 K 従い，図 5.8 を

解析すると次のように念る。
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工 程
工程名 親コード 図番 子コード

標準

J定i 使用数量

o 0 1 材料受入 。 01 1 

o 0 2 ， ⑨ 01 1 

o 0 3 ⑪組 立 o 1 ⑩ 02 1 

o 0 4 加工(1) 02 

0 0 5  材料受入 ⑤ 02 2 

o 0 6 ⑧組 立 02 ⑧ 07 1 

図 5.8 部品構成表 c 例③

① 材料。を 1 個受入れる

② 材料⑨を 1 個受入れる

③ 材料。と材料⑮を組立て，⑭ができる

④ ⑬を加工する

⑤ 材料⑤を 2 個受入れる

⑥ ⑪の加工された材料と⑥を組立て，⑧ができる

との関係を図 5.6 の全体について表わしたものが図 5.9 である。

との原理の特徴は親コードと子コードを設け，各工程聞ならびに製品コード

と部品コードの関係を明確化し，その把握によ b 部品展開を行念うもので，従

来の方法よりもファイルが小さくて済み，機械処理時間が早< ，情報処理の面

で極めて効率的である:0 〕
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工 程 工程 名 親コード 図番 子コード
標準

使用数量

001 材料受入 。 o 1 o 1 
002 11 @ 01 o 1 
00 3 ⑪組 立 o 1 ⑪ 02 01 

00 4 力日 工 (1) 02 

00 5 材料受入 ⑤ 02 02 

006 ⑮組 立 o 2 ⑧ o 7 o 1 
007 材料受入 ⑤ o 3 o 1 
008 " @ 03 02 

009 11 ⑪ 03 02 

01 0 " ① 03 o 1 
o 11 。組 立 o 3 。 o 4 o 1 
01 2 加工 (2) 04 

o 13 o 4 @ 07 o 1 
o 1 4 材料受入 ③ o 5 o 2 
015 /1 ⑧ o 5 04 

o 16 ⑬組 立 o 5 ⑬ 06 02 

o 1 7 加工 但) o 6 
o 18 o 6 ⑧ 07 o 2 
o 1 9 材料受入 ⑥ 07 o 1 
020 ③組 立 07 ⑧ 1 1 o 1 
021 材料受入 ② 08 o 1 
022 加工 何) 08 

023 08 ⑦ 1 1 o 1 
024 材料受入 ⑥ o 9 o 1 
025 加工 府) o 9 
026 09 ⑪ 1 0 o 1 
027 加工 何) 1 0 

028 1 0 ⑦ 1 1 o 1 
029 ⑮組 立 1 1 ⑮ 1 2 01 

030 加工 (7) 1 2 

031 完成品 1 2 ③ o 1 

図 5.9 部品構成表の例④
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4.3.2 部品マスタ・ファイル白作成

部品マスタ・ファイルの用途は部品展開のみ念らず.原価計算あるいは進度

統制，物品管理，作業管理との関連を持たせるため，部品展開の原理で述べた

ファイルの項目以外に図 5.-1 0 I'L示す各種の項目を盛り込み，データ・ペース

の一元化を図る。

事 製 工 作 使 工 前 次 物 親 図 子 品

業
ロQロ

収分量
コ コ

業 程 工 工
工

部 品 程 程 名 程 程 ド 番。 ド 名
# # # l1G. J世i

標 工 正 余 人 院票標 材 工 所 事 前
入投

準使 裕 程 工
程 味 準準 料 要

長~I 
率

ぷ口h 
工

程
用 . 数
数

区 時
効

時工 歩
格 工

累 原

量 分 間 率 数 間数 計 留 率 数 計 価
L 一 一

投 正 不 付 付 直 直 直 製 製 製造間接費累計
入 味 良 属 属 接 接 接 1、とI乞i 

1、乏且と

不 材 材 材 労 労 間 .マ .マ

良 料 料 材 料 務費
労 務 接 間 L〆

会〆

材 費 費 料 費
務

費 費 接
ユノ

料 累 累 累
L〆

累 L〆 工
工

費 計 計 費 計 ト 費 計 費 程 程
」一一 」ー

製 稼 稼動率見合分 総 他の作業場所 他 の 次 工 程

ユ、ξ旦と 直 直 製 製
製

工 工
動 接 接 I、t旦t 1Y且K ユ、d旦tェ

原 労 労 問 間 原 程 X 10 程 X 10 
務 務累 接 累接

価 率 費 費計 費 計費 価 # # 

図 5.1 0 部品マスタ・ファイル
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とのファイノレの構成陀ついて特に配慮を加えるのは，生産工程経路の変更に

対処できるように数個の次工程なる項目を設け，流動性を持つ工程編成に対し

て自在に追従できるよう』てするととである。

4.3.3 部品展開。手法

(1) 部品展開手法の用い方

部品展開の手法は一般に次の二つが考えられる。一つは部品中心生産管理シ

ステム陀ないて，部品製造命令 b よび生産日程計画作成のための部品展開に使

うとき，中間製品または各工程にかける最終段階の製品を展開する方法と，今

一つは物品管理で現物の実際在庫と理論在庫の数量を合わせるために工程の受

入段階までさかのぼり，工程との関連を考慮し念がら部品をばらす方法がある。

しかし，いずれにしても両方の展開。可能性が前提条件となるが，ととで新し

〈考えた部品展開。方法を用いて後者を中心に述べる。

各工程内の部品管理を行念う時，本来各作業工程ごとに受入，引渡を確実{て

把揮し，記帳すればその作業工程の在庫は

(操越〉十(受入〉一(引渡)=在庫

とf.l: り，内容は明白である。

しかし， コンベア作業の一人一人の作業者代対して記録を取るととは実際的

でない。

そこで特定の例を除き，作業班 c 最終段階で確実に記録を取るようにする。

その場合，実際在庫と理論在庫を直接比較するととができ左い D で，理論在庫，

実際在庫ともに受入段階までさかのぼり，差異を把握するよう Vてする。

次にこの方法の一般手j慣について述べる。

(2) 物品管理;てがける部品展開手法

① 理論在庫計算モデノレ

材料倉庫，部品工場，部品センタ，組立工場の四つの部門から在る工場にな

一131 一



いて，材料倉工庫在庫の部品を④'@'⑤とし，部品工場の各工程1'[ ;t~ける仕掛

品を⑥'@'③，部品センタの在庫部品を⑥，①，③，⑧，⑧，組立工場にな

ける仕掛品従事，⑥，⑩とすれば，図 5. 1 1 1'[示すような関係になる。

~.... ~ ~ ..L. s 部品 J，_ ~ ~ ，= I 
材料倉 庫l 部品工場 |センタ| 組立工場 |

ω 

⑧ 

図 5.1 1 仕掛品在庫数量計算モデル

図 5. 1 1 1'[基づき，ある期になける部品工場の理論在庫量の計算を行なう場

合，材料倉庫，部品工場1'[ ;t~ける部品なよび仕掛品@怠延延滞⑥の繰越在庫量

を IWI ，I w 2 ，・・・， 1 W6 ，部品工場1'[ ;t~ける受入部品@渇⑥の数量をそれ

ぞれ IXI' IX2' IX3' 部品工場から部品センタへ引渡した部品②の数量を

Iy とし，そり時の④~⑥の理論在庫量を Iz 1 .Iz 2 • ・・・， 1 z 6 とすれば

図 5. 1 2 1'[示す通 b である。ただし構成部品の標準数量はすべて 1 個とする。

次に実地棚卸の結果③~⑥の実際在庫量が IAl • IA2 .・・・. 1 A6 であっ

たとすると，部品工場の受入段階までさかのぼる部品展開 K よ9，④~⑥の実

際在庫量はそれぞれ IB 1 • 1 B2 ，・・・. 1 B 6 となる。 ζ の関係を図 5. 1 3 1'[ 

示した。
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繰越在庫量 戸Jくt 入量 引渡量 理論在庫量

⑨ 1 W} 1 X} 1 Z} 

⑧ 1 W2 1 z 2 。 1 W3 1 Z 3 

⑨ 1 W4 1 x 2 1 Z4 

⑥ 1 W5 1 X3 1 Z 5 

⑥ 1w6 1Y1 1 Z 6 
」一一

図 5. 1 2 仕掛品理論在庫量計算例

実際在庫量 展開後の実際在庫量

④ 1A1 IS1 

⑧ 1A2 Is 2 

@ 1A3 Is3 

@ 1A4 Is4 

⑥ 1A 5 Is5 

@ IA 6 Is6 

図 5. 1 3 仕掛品実際在庫量計算例

② 理論在庫計算と実際在庫との比較

理論在庫量の計算

図 5. 1 1 :j:，~よび図 5. 1 2 VL 基づき，部品・仕掛品包ド⑥の理論在庫 1 Z} ， 

1 Z 2 ，・・・， 1 Z 6 を求める計算方法は次の通りである o

(j) ④の理論在庫量の計算

③の繰越在庫量がよび受入れによ.!J ，部品工場になける④の理論在庫量 (Iv})

は次式で求まる。

1w}+lx} 1v} ( 5.1 ) 
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同様陀して⑧の繰越在庫量より④の理論在庫量( 1 v 2) は

1 v 2 = 1 W 2  ( 5.2 ) 

同様陀して@co 繰越在庫量よ b④の理論在庫量( 1 v 3 )は

lv3= lw 3 ♂ (  5.3 ) 

同様陀，⑥の繰越在庫量なよび引渡よタ③C 理論在庫量 (1 vd は

1 v 4 = 1 w 6 - 1 Yl ( 5. 4 ) 

式 ( 5. 1 )， (5. 2 )， (5. 3 )， (5. 4 )より，部品工場 Uてなける③の総理

論在庫量( 1 z 1 )は次式で求まる。

V 
τ
A 

， 
••. 

4
Z
'
= 、.

q
b

一一z 
y
i ( 5.5 ) 

(jj) 同様にして⑥~⑥の理論在庫量 1 z 2 ， '1 z 3 ，・・・， 1 Z 6 を求める ζ とが

できる。

ii 実際在庫量計算

図 5. 1 1 辛子よび図 5. 1 3 vc:基づき，部品・仕掛品③~⑨の部品工場の受入段

階になける実際在庫量 181 ，lB2 ，・・・， 1 B 6 を求める方法は次の通 b であ

る。

(j) ④の展開後θ 実際在庫量の計算

④の在庫より lAl 

$)D在庫より lA2 

@の在庫より lA3 

⑥の在庫より lA6 

従って部品工場になける部品・仕掛品を受入段階までばらした時の④の実際在

庫量は次式で求まる。

lB1 = lA1 + lA2 十 lA3 + lA6 ( 5.6 ) 

4
池内、一v

司
E
4



かぐして部品工場 Lてなける③の理論在庫呈 1 z 1と実際在庫量 1 B 1 との差異を検

討する。

(ii) ~ド⑥の展開後の実際在庫量も(j)と同様にして求める ζ とができる。

③ 理論在庫の数値計算例

② C 理論在庫計算方法K よ.!J .図 5. 1 1 に基づき部品工場の理論在庫量の計

算を行念うと図 5. 1 4 の通りに左る。ただし，構成部品の標準数量はすべて 1

f固とした。

繰 越 戸JιL 入 ヲ| 渡 理論在庫|

④ 5 4 0 8 

⑧ 2 O 

@ 1 O 

⑬ 4 4 0 7 

⑥ 3 4 0 3 

@ 2 42 。

図 5. 1 4 仕掛品在庫数値計算例①

との計算方法は次の通りである。

理論在庫の数値計算

(i) ③の理論在庫量

④の操越なよび受入れより 5 + 4 0 =  45 

⑧の繰越より 2 

@の繰越より

⑥の繰越なよび引渡より

1 

2 - 4 2 = - 4 0  

L:，. 
口 計 8 

F
h
d 

q
d 



(ii) ⑮の理論在庫量

⑨の繰越なよび受入れより 4 + 4 0 =  4 4  

e知繰越よ T 2 

@の繰越よ T 1 

②の繰越会よび引渡よ T 2 - 4 2 = - 4 0  

A 
a ロ

(i u) ⑥の理論在庫量

計 7 

⑥の繰越がよび受入れよ T 3 + 4 0 =  4 3  

⑥の繰越なよび引渡よタ 2 ー 4 2 = - 4 0 

A 
口 計 3 

次に図 5. 1 5 VC 示す実際在庫量があったと仮定した時，在庫を展開すると同

図の展開後実際在庫の数値陀なる。

実際在庫 展開後実際在庫

④ 3 8 

⑥ 3 o 。 1 O 

⑫ 2 7 

⑥ 2 3 

⑥ 1 O 

図 5. 1 5 仕掛品在庫数値計算例②

との計算方法は次の通タである。

ii 実際在庫の数値計算

(j) ④の展開後実際在庫
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@D在庫より 3 

⑥の在庫より 3 

。の在庫より 1 

⑤の在庫よ b 1 

15- 計 8 

(ii) ⑨の展開後実際在庫

⑥の在庫よ b 2 

⑥の在庫よ b 3 

。の在庫より 1 

@D在庫よ b 1 

i口~ 計 7 

(目) ⑤の展開後実際在庫

⑤の在庫よ b 2 

②の在庫よ D 1 

B 計 3 

以上述べた展開を行念う手法の手順は次の方法をとった。

4.3.4 部品展開の手順

① 展開しようとする部品とマッチする部品をマスタ・ファイノレからさがし出

す。

@ 次陀その部品が展開すべきものかどうか，ナ1.J:わち親コードの有無を調べ

る o

親コードを持っているものは，その親コードと同じ子コードを持つ部品陀展

関する必要がある。

③ 親コードが左ければ，その部品はこれ以上展開でき左い。す左わち受入時

点の部品である ζ とを示している。
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一・ (注 5. 1)
④ 親コードを持っている場合，図 5. 1 6 のアーフノレ r VC セットし，そ

の親コードと同じ子コードを持った部品をさがし左がらさかのぼって行〈。

テープル I テープル E

部 部
口1=1 口 品
コ X Nn X N n  

ド ト.

図 5. 1 6 親コード，子コード関係テープル

⑤ 同じ子コードを持った部品が親コードを持つてなれば，それは更に展開が

必要であるため，テーブル E へ移して b き，更に同じ子コードを持った部品を

さがす。

⑥ 親コードを持っていなければ，その部品はとれ以上展開の必要のない受入

時点の部品であるととを示している。

⑦ テープノレ I についてさがし終ると，テープル E の内容をテープル IVC 移動

させ，そのコードについて更に①以下の処理を行左う。

③ テープルlI VC セットするものが念〈左れば部品展開は終了する。

4. 4 部品中心生産管理システムになける部品展開の適用とその効果

親子コードによる部品展開の原理を応用じた 2 ， 3 の適用例をあげて内容を

述べる。

4.4.1 工程管理

最終完成段階になける生産日程が作成されると，部品展聞によ b 内作工程に

ついては部品製造命令が，外作に関しては注文書がそれぞれ発行される。

(注 5.1 ) 電子計算機の記憶装置内に設定された記憶域をテープノレ1.テーブル1Iとする。
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同時陀各部品製造工程の最終段階，す;1わち部品センタへの納期，数量が算

出されて工程別生産日程が作成される。

各工程は，この日程計画 l'C基づき生産活動を進め， 日々，計画と実績の差異

を求め，検討を加える。 ζ のシステムの完成で生産管理，進度調整の適切な E

D P 処理が可能となり，工程別の進度把握は勿論であるが，生産進捗状況陀応

じた納期指示，部品名、よび材料出庫が可能と左り，その他日程変更時にも的確

な判断ができるように念る。

4.4.2 物品管理

物品管理システム陀会けるデータのインプットは工程閉会よび部品センタへ

の引渡しを引渡しカードによって行ない，ある工程での引渡しデータは次工程

でのインプット・データとなっている。材料受入れ陀ついては，材料倉庫の入

出庫ファイノレから得る。

日々の管理は，生産工程物品管理表，完成工程管理表をアウトブットし，管

理責任者はこれらの情報陀よってその日のワーク・ショップの出来高，進捗状

況，加工不良，現場紛失，材料不良の発生状況，仕掛品の停滞状況を把握し，

対策を講ずる。

月末代は部品センタの実地棚卸を行ない，部品ファイノレよりアウトプットし

た部品元懐集計表と比較し，差異につき検討して処置を講ずる。工程内の材料，

部品，仕掛品については，実地棚却の結果をインプットし，仕掛品集計表をア

ウトプットして，在庫の評価を行左い，更に引渡し実績明細表により，工程間

物品の受渡しの月間集計と共に理論在庫と実際在庫の比較を部品展開の手法で

述べた方法陀より行ない，物品管理代役立てる。

4.4.3 原価管理

部品中心生産管理に b ける生産工程の原価管理は，進度管理の段階でその配

層、を払う必要がある。そのため仕掛品集計表，引渡し実績明細表の評価の際，
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各部品どとにマスタ・ファイル陀よ b その原価を材料費，直接労務費，製造間

接費に分解する。それらを工程どとに集計した値がその部門の標準の原価で，

その原価に対し実際費用を比較し，ワーク・ショップ別の収支実績表を出し，

予算統制陀供するようにする。

原価要素の差異分析項目の主左点は次の通りである。

① 数量差異 (Vd)

Vd =Ms -Ma 

ととに. Ms 標準材料費， Ma 実績材料費

② 作業時間差異 (Od)

Od=(Os-Oa) ・Lr

( 5.7 ) 

( 5. 8 ) 

ととに Lr 標準労務費レート Os 標準直接作業時間 Oa 実績直

接作業時間

③ 操業度差異 (Wd)

Wd = P  s- Vp 

ととに Ps 標準製造間接費， Vp 変動予算製造間接費

④ 管理可能差異 (Od)

Cd=Vp-Pc 

ととに Pc 実績製造間接費

⑤ 製造間接費差異 (Pd)

Pd =Wd + Od =Ps -Pc 

( 5.9 ) 

( 5.10 ) 

( 5.1 1 ) 

以上のように単に数量的なものだけでなく，それぞれ 0 項目どとに金額評価

するとと陀よ 9，原価意識の昂揚陀役立つと共に，作業管理面でも能率分析表，

稼動率分析表。分析効果とあいまって，適切な管理が行念える。

部品中心生産管理にないては構成部品の生産工程も多< ，また製品中心生産

管理システムの棚卸資産の殆んどが裂品在庫であるのに対して，部品中心生産
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管理の場合は部品在庫であるゆえ，原価管理上なよび財務会計上，特陀正確な

部品原価を把握する必要がある。~な各部品生産工程になける業績を経営的陀

明確に評価するととも肝要である。

とのととに関しては，第 6 章第 5 節で詳述するととにする。

5. 部品中心の生産情報システム

本節ではとれまでに述べた部品中心生産管理システムの理論と部品展開の手

法''L基づいて，コンピェータ陀よる部品中心の生産情報システムに関して論ず

る。

5. 1 部品中心生産情報システムの概要

第 2 章第 3 節「システム C 構成原理」陀基づいて部品中心情報システムで設

定した加工方式の概要は次の通りである。

① はじめに最終製品組立の数週間前陀需要を予測する。しかしとれは需要の

予測のためでは左<.構成部品の予測のためであり，これを一次情報とし，ス

トラクチヱア・レベル別の部品在庫量を決めて，とれを量産方式により加工し，

更に組立部品の組立てを行なう。

また，との情報によって外作部品も手配される。

② 最終製品の組立ては，製品の受注を二次情報とし，とれに基づいて製品組

立計画が決まると部品展開し，あらかじめ準備された部品や構成部品の組合せ

によって組立を実施する。

③ 二次情報と一次情報との差は，ある基準在庫(安全在庫)を持つことによ

って吸収する。

5. 2 部品中心生産情報システム Vてなける情報処理

一1 4 1一



との生産方式の具体化のために，部品中心生産情報システムでは，図 5.1 7 

に示す 9 つの情報処理モジュールを持つ。

① モジュール 1 :需要予測処理

需要実績よ b 指定された予測手法陀基づいて需要予測処理を行ない，月次需

要予測を作成する。

② モジュール II: 販売計画

月次需要予測に基づいて顧客と検討を行念い，第一次受注情報としてインプ

ットし，仕向先別・製品機種別販売計画表辛子よび受注製品一覧表を作成する。

③ モジュールlli: 生産計画処理

生産計画は販売計画に基づき，製品在庫ファイルよ b の製品在庫数量を勘案

して，毎週末に 5 週間先の生産計画表を作成する。

④ モジェーノレ N: 部品製造命令処理

とζ では生産計画に基づき，部品展開と在庫引当を行念い，構成部品と部品

の正味生産必要数量を算出する。その加工・組立てのための工数負荷計算を行

なう。との結果，残業可能時間を含めて負荷に余裕のない場合は外注加工を行

なう。

かくして，とのモジエールのアウトプットとしては，工数負荷計算の結果と

部品製造命令書が発行される。

⑤ モジューノレV: 部品日程計画の作成と外作手配

部品日程計画では，一日当タの負荷工数を決定し，部品，構成部品共に，あ

る優先順位により割り付けて部品製造日程表を作成する。外作手配としては，

モジエール W で算出した必要数量のもむについて外作注文書，購入部品注文書，

材料注文書むよび手配材料・部品一覧表を作成する。

⑥ モジュー JレVl:部品在庫管理

構成部品，部品または材料の在庫変動を製造あるいは納入実績から把握する。
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⑦ モジューノレ刊:製品組立計画処理

二次情報(確定受注)に基づき，あらためて部品展開をして，部品在庫チェ

ックを行ない，在庫数量不足の時は最適利益計画陀よるプロダクション・ミッ

クスを考慮して，毎週末陀翌週D 一週間 Uてついて製品組立計画表を作成する。

念会負荷計算を行念い，組立作業の平準化をはかる。

③ モジュール咽:組立日程計画処理

ととではモジュール刊に基づき，週間の組立計画をインプットし，組立日程

表をアウトプットする。組立ラインへの割付けは，週間内にたける指示納期を

維持し，かっ品種切替えを少念くするために適切念優先順位に基づいて行左う。

⑨ モジュー Jレ立製品在庫の管理

製品在庫は原則として持たない方針であるが，要生産数量が経済生産ロット

数以下の場合には先行生産をすることにして， ζ のモジ 1 ールでは製品在庫の

管理を行なう。

5.3 部品中心生産情報システム陀なけるオンライン・システム

5.3. 1 オンライン・システムの意義

事業部制組織を採用し，経営センタを中心として各地陀事業所を有している

生産体陀会いて，前に述べた部品中心生産情報システムを効率的に運用するに

は，オンライン・システムが極めて有効でるる ?1)

益々激化する生産体聞の競争'1[ないて，良い製品をよタ安< ，必要な時期陀

顧客に提供するととが生産体自身の発展の道であり，そのためには，生産体は

経営管理機能を有機的にダイナミック陀活動さぜ左ければ念ら念い。

トータル・システムズ Vてよる情報ファイルの一元化なよびオンラインによる

遠隔地の事業所と経営センタ聞の集中的情報処理は，同質の同レベノレで全生産

体をコントロールし，タイムリィに共通地盤で統一ある意思決定を可能にした。
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その結果，共通目標による総合管理の原則がつらぬかれ，常に全生産体が共

通の目標陀的確陀対応していくことが行動原理とな!J ，よ b 創造的に強力左経

営活動が各部門陀展開される。

5.3.2 オンライン・システムの目的

オンライン・システムを考える場合に，通信回線による経営センタを中心と

した各事業部間とのオンライン化と構内回線による事業部内になけるオンライ

ン化会よび経営センタ内 Uてなけるトップ・ルームとのオンライン化がある。

次に三者のそれぞれの目的について述べる。

(1) 経営センタ，事業部聞のオンライン・システムの目的とねらい

① 情報を集中化し，生産体を一体的左ものとして， トップの方針を正確，迅

速に各部門に徹底させる。

③ 人聞の判断，とれを迅速に結合して，共通地盤で統一ある意思決定を行な

う。

③ 事業部と経営センタによる事業部制の強化，確立を図る。

④ 各事業部に大型電子計算機を設置するよ b も中央に大型電子計算機を設置

し，事業部の経営規模陀応じた電子計算機と高速通信回線によるオンライン・

システムの方が費用の面から，あるいは人的左面からも経済的('(有利である。

(2) 事業部内に必けるオンライン・システムの目的とねらい

① 部品中心生産管理システム VL :jO~ ¥nて，過酷な情報処理要件を満たし，業務

の管理水準を高める。

② 部品・組立両工場の各ワーク・センタと管理中枢センタをオンラインで結

び，情報の収集，処理，伝達をタイムリィに行左ぅJ2)
③ トップはオンライン・システムによ b計画と実績を把握し，経営活動の推

進を図る。

5.3.3 部品中心生産情報システムになけるオンライン・システムの概要と特徴
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f注5.2)
本事例研究では，経営センタ・大阪事業所に IBM370-145(256K)

を設置し，東京事業所なよび名古屋事業所のシステム 370-125 とそれぞれ

も 800BPS 高速通信回線で結び，更に経営センタ tてないては，構内回線でト

ップ役員室長よび営業部門の IBM3270 遠隔表示装置と連絡する。

事業部コンビュータは構内田棋で工場む各ワーク・センタと結び，部品中心

の生産管理活動を展開する。

本システムの特徴は，経営センタにないて集中的に経営管理情報を処理する ζ

とにあり，情報は人(人材元帳) ，金(総勘定元帳) ，物(材料元帳・製品元

帳)等の要素別にセンタでディスクにファイノレしてある。

基本的左システム・フロー，ファイル構成，プログラム・ロジック，帳票，

カード等については，全社統ーの方式を採用する:3)
ただし，システムについては事業部の製品，特色陀応じて，ある事業部では

部品中心の生産管埋システムを，あるところでは完全見込受注生産方式等，そ

れぞれ独得の管理システムを採用する。か〈して全社の基本的業務の標準化を

確立するととによって，企業拡大に伴なうシステムの拡張も極めて容易である。

5.3. 4 電子計算機組織

(1) 電子計算機システムの構成

本オンライン・システムのための電子計算機のシステム構成は図 5. 1 8 の通

b である。

① 経営センタ・コンビュータ

本社センタ・コンピュータは， I B .M -370 ・145(240K) の大型コン

ピュータを設置し，オンラインによる事業部の情報処理とトップ・ノレームなよ

び本社業務の情報処理を行をう。

(注 5.2 ) 記憶容量を表わす。 256 K バイト
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② 事業部コンピュータ

事業部コンピュータは， IBM370-125(160K) を設置し，本社セン

タ・コンピェータとコンビュータ・ツウ・コンビュータのオンラインを行なう

と共にオフラインで事業部自身の業務を単独に情報処理する。

③ 端末機

IBM3270 情報表示装置をセンタの C P U と構内回線で結び最高データ

転送速度 650K の速度で伝送し，一画面 192 0 文字 (80X24) の表示を行

左う。

(2) ソフトウェア

① C 1 C S (カストマ・インフ寸メイション・コントロール・システム:顧

客情報管理システム )

CICS を用いてプログラムを作成することにより，パッチ・プログラムと

同レベルの人が容易促オンライン・プログラムを展開するととができる。

② CICS の作成と登録

オンライン・プログラムは端末機の増設が容易にできて，また適用業務の種

類もいつでも追加できるように介割されていることが望ましい。従ってプログ

ラムは必然的陀大きく念る特性を持っているので，との大き左プログラムを機

能ごと陀分割(セグメント)し，各々のセグメントをタスクとしてシステム陀

登録する。

③ C 1 C S ，1:は以下のプログラムがおる。

K C P ( タスク・コントロー Jレ・プログラム)

タスクとして登録された各セグメントを管理するプログラムである。

ii P 1 P (プログラム・イニシエーション・プログラム〉

プログラムの開始手!聞を処理する。

日 s C P (ストレージ・コントローノレ・プログラム〉
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記憶域を有効に効率よ〈使うために用いる。

iv P C P  (プログラム・コントローノレ・プログラム)

アプリクーション・プログラムを LOAD したり LINK したり RETUR 

N したりする。

V TCP( ターミナノレ・コントロール・プログラム)

回線上白データの読み書きをする。

v! FCP( ファイノレ・コントロール・プログラム)

受け取ったデータまたは書き出すデータの読み書きをする o

¥1 i ICP( インターパル・コントロール・プログラ・ム)

必要な時に時間間隔を設定する。

viii アプリクーション・プログラム

回線の状況左どは一切考慮せずに適用業務の処理のみをコーディングする。

④ マノレテ・ォベレーション

パッチ，パッテ・オンライン， リア Jレタイム・オンラインの三つりマノレテ・

オペレーションを行なう。従って経営センタ，大阪，名古屋，東京各事業所，

トップ・ Jレーム，営業部門，工場との情報処理を同時に行なう。

5.4 部品中心生産情報システムと経営情報システム

5.4. 1 経営情報システムの概要

経営情報処理センタ Uてないては， トータル・システムの基本原理に基づき，

情報データを人・金・物の要素別にファイルを一元化する。市場調査，需要予

測なよび長期経営計画，中期経営計画，事業計画の策定より生産・販売・在庫

最適化の経営方略的1.:業務から，人事・経理・販売・生産の総合調整業務を経

て，日程計画，資材・在庫管理それに加えて工程面の進度管理，原価管理，品

質管理等 D 管理業務を行左い，更に計画と実績の対比評価をして，経理決算業
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務陀いたるまでの一連の総合経営情報を本社と遠隔地の事業部とを高速の通信

回線 ( 4，8 0 0 BPS )で結び，オンライン処理を行なう。

一方，構内回線で営業部門 b よび工場部品センタと結び， 327 0 情報表示装

置を用いて部品在庫，受注，生産，出荷業務を実施する。更 K 同様1'C 構内回線

lててトップなよび役員室とセンタを結び，経営情報を 3 2 7 0 1'C 表示して，経

営活動を促進する。

5.4.2 事業部に b ける部品中心生産情報システム

以上，経営情報センタを中心に経営情報システムについて述べたが， ととで

は事業部陀がける部品中心生産情報システム!とついてその概要を述べる。

事業部制組轍 Uてb いては，受注一生産ー出荷の経営活動。主体制は事業部自

身陀ある。従って事業部内では，計画，実施，評価，検討と，いわゆる P lan 

-Do-See の経営管理サイクノレが繰 b 返されている。

(1) 計画の段階

① 技術部門で研究開発された製品は経営情報センタ E D P により需要を予測

し，事業部電算室にアクトプットされる。

② 営業部門では，需要予測に基づいて販売計画書，月切注文書〈送品要望書〕

を作成する。

③ 計画部門では，販売計画をインフ¥y トして本社センタ E D P K て生産・販

売・在庫計画を情報処理し，事業部電子計算機へアウトプットする。

(2) 部品製造段階

本章 4.2 節に基づ〈情報処理陀より部品を生産し，部品センタのラック式自

動倉庫，.c 格納する。

(3) 受注段階

① 営業担当は顧客の注文を受けると端末機でコンビヱータ(て製品の有無を問

合わせる。

F
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原則として製品在庫は持えないのであるが，週当り需要が経済ロット量より

小さい製品については，製品で在庫を持つ。

経済ロット量は次の計算式陀基づいて決定する。

Ep =唱/~ Py' Dc 
r V V.s 

ことに

Ep 経済ロット数量

Py :年間生産数量

Dc 一回段取費用

。保管費率

( 5.6 ) 

② 受注製品については，映像装置陀映し出される製品元帳ディスク・ファイ

ルの在庫の有無なよび受注可能数(受注残一在庫数)を確かめ，受注可能であ

れば自動的に売上伝票が発行され，出荷手続きがとられる d

受注・生産・出荷の状況は刻々とリアノレタイム (rc アップ・ツウ・デイ卜され

てディスク内の製品元帳ファイ Jレは更新される。

③ 製品在庫の念い場合は，受注製品を部品展開して必要部品の有無を確認す

る。との際，当週末までの製造計画部品も勘案される。

部品在庫があれば受注を確定して，翌一週間分の出荷命令書を発行する。

部品在庫がなければ顧客と納期を交渉して特急 vc 部品を製造するか，注文を

断る。

(4) 組立生産段階

① 組立工場はコンビュータにより出荷命令書に基づき組立生産計 E を作成し，

ζ れに従って部品センタより材料・部品の供給を受けて組立生産を行左う。

③ 最終完成品は出荷伝票によ b 顧客に向けて出荷される。

(5) 評価・検討の段階
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生産活動の結果は電子計算機によ b 情報処理されて，事業部の損益計算書.

貸借対照表:;I:，~よびスタッフ，販売部，製造部の各部門の収支実績表左らび陀

製造部門に b ける各職場の収支実績表を得る。

ζ れらの決算諸表に基づき，事業部では事業部長を中心として，工場長など

のスタッフが経営検討会議を行ない，問題点を検討して次月の計画会よび実施

に万全 D 対策をたてる。

6. 結 主主f
cコ

① 本章では，部品中心生産管理システムと生産体に b ける四つのサプシステ

ム，すなわちフィジカノレ・サブシステム， ヒューマン・サブシステム，オーガ

ニゼイション・サブシステム b よびインフォーメイション・サブシステムとの

関係について述べた。こむ中でも生産の情報システムとしてインフォーメイシ

ョン・サブシステムが他の三つのシステム活動をメカニカル陀コントロールナ

る意味陀かいて各サブシステムとの関連は非常に直接的であ.t .特に複雑念部

品中心の生産を的確陀遂行するために大量の情報を正確陀しかも迅速陀処理す

るよとが要求される部品中心生産管理システム陀 b いては，情報システムが最

も重要t.r役割を果たすと考えられる。それ故本章では，部品中心生産管理にかけ

ける情報システムを主体として論じた。

② 生産体システム陀辛子ける情報システムの意義について述べた。

③ 部品中心生産情報システムの基本原理陀関して述べ，特に部品中心生産管

理を実施するための情報処理システムとしては，データ・ペースを一元化した

トータノレ・システムズが最も有効である ζ とを明確にした o

④ 部品中心生産情報システムにb けるデータ・ベースの意義とその主体であ

る部品ファイルの重要性代ついて述べた。更に部品中心生理管理システムの最

大の特徴は，部品の組合ぜり変化が製品を多様化する理論をフノレ』て活用するも
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のである。従って部品の展開と総合が他の管理システムに比較して類繁に行念

われる。それ故乙とでは，効率的な新しい部品展開手法に関して検討しその効

果を明らかにした。

⑤ 情報システムの基本原理と情報処理θ理論に基づき，部品中心の生産情報

システムの設計とその実施・運営に関して詳述した。

かくして本章では，部品中心生産管理システムにかいて過酷な情報処理条件

を満たし，との管理水準を高めるには，電子計算機の高度利用による情報シス

テムが最も重要な役割を演ずるものであるととを明らかにした。

一154-



第 6 章 部品中心生産管理システムの実践的活動

に関する研究

1 . 諸白

第 5 章までは部品中心生産管理システムの概念と理論的な展開を中心K 論述

してきたが，本章ではとれらの理論K 基づいて部品中心生産管理システムの運営

と実施の実践的活動に関する事例研究について述べる。

1. 1 部品中心生産管理システムの実践的活動の意義

部品中心生産管理システムのすぐれた特性に関しては，すで K 第 4 章までに

必いて理論的な展開を中心に解明し‘第 5 章ではその情報処理の理論と手法

について述べてきたが，とれを実際の機械工業にかいて実証するために， ζ れ

らむ理論に基づいて部品中心生産管理システムの運営と実施の実践的活動とそ

の効果に関して明らかにする。

部品中心生産管理システムは実際には販売面を重視したオーダ・エントリィ

.システムとして現われている 34)

ζ れは部品をオプションとしたワイド・セレクション方式による製品受注，

部品展開，部品引当，資材計画，部品製造命令，組立日程計画，納期管理さら

に製品の設計方法や製造方式を含むものであり，つまり製造活動K 重点を b い

て販売活動を含んだかたちで設計されている。

1. 2 部品中心生産管理システムの機能

以上の見地から，機械製造工業に b ける部品中心生産管理システムの実践的

活動K 関して，つぎの 7 つの機能を中心に述べる。

1. 2. 1 予測と生産計画

pa
 pa

 唱
E
A



予測は計画立案と実施の周期の始まりであり，基本的な生産計画を立て，す

べての生産活動が開始される。

1. 2. 2 生産手順計画

機械と労力を考え，生産手順を立て実施 K 移す。

1. 2. 3 資材計画

使用材料の基本計画を立てる。

1. 2. 4 部品生産実施

生産手順計画に従って部品の製造を行なう。

1. 2. 5 在庫管理

資材計画に基づいて資材を手配し，部品センタでは部品を中心に管理する。

1. 2.6 組立・出荷

確定受注に基づき，製品を組立て出荷する。

1. 2. 7 原価管理と業績評価

以上 7 つの機能を円滑に発揮するととを評価・検討する f5)

1. 3 部品中心生産管理システムになける実践的運営の概要

部品中心生産管理システム K j;~ける実践的運営図を図 6.1 K 示す。広義の部

品中心生産管理システムの運営実施は，新製品計画資料にもとづく意思決定を

もってはじまる。 ζ れは顧客が求める製品は何か，いつ，どこで(どの部門が) ， 

どれだけ，ど C ような方法で，いくらで，つくるかという ζ とであり，第 3 章

第 1 節の製品計画 C 理論を適用して，部品の最適標準化を図る。

製品企画と並行して期間計画，個別計画を包括した長期・中期・短期の経営

計画が作成される。各計画段階 K j;~いて，第 3 章第 2 節「需要予測J ，第 3 節

「プロダクト・ミックスによる生産計画」等の理論を応用して，品質， コスト，

期間，数量，設備などの一連の生産活動計画が策定される。
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とれらの計画と週サイクノレ需要予測等の一次情報に基づいて， トップあるい

は事業部長による意思決定により部品製造命令書が発行され，部品の先行手配

が行なわれる。

部品製造命令K 基づいて負荷計算を行ない，内外作等を検討して第 3 章第 4

節「部品中心生産管理システムに b ける部品加工スケジューリングj の理論に

基づき，部品生産日程計画が班長一課長一工場長のラインで決定され，材料注

文書を発行する。 ζ れに従って材料が購入され，部品工場にて部品製造を行な

い，構成部品は組立てられて，部品センタ K て部品在庫として保管する。

一方，外作部品については， ，部品調達計画に基づいて部品外作注文書が発行

され，外注先にて製造される。とれら部品は納入指示に従って納入され，検収

を経て部品センタに保管される。

次に確定受注K 基づ〈製品組立日程計画に従って，部品の在庫を確認しなが

ら，第 4 章の在庫管理 C 理論を応用して，優先順位により最適な製品組立日程

計画を作成する 0 ，部品は組立日程計画 K 基づく持込指令に従って組立工場に出

庫され，製品として組立てられる。製品は検査工程を経て梱包され，完成品と

じて製品倉庫に一時保管される。

製品は送品計画と二次情報の確定受注と C 出荷指示に従って出荷され，顧客

に送り届けられる。と c 間，品質・原価・工程に関して，作業者や第一線監督

者 C 複雑多岐にわたる意思決定がなされる。

2. 部品中心生産管理システムと経営計画

2. 1 経営計画の意義

経営計画とは生産体活動 K 統一的な最終目的を表示する目標と生産体の人的

エネノレギ，物的エネノレギを目標K 向って一致させるよう指導する方針ならびに，

方針に従う行動方法を規定する手続き b よび一定期間の活動を計数によって示

-158 ー



す予算を伴った具体的念事業計画の総合的な運営活動であり，広義の部品中心

生産管理システムはこの経営計画を前提として考えられる O

経営計画の種類は， ζ れを計画の期聞からみる場合には，長期経営計画と中

期経営計画会よび短期経営計画に分っととができる。

2.2 経営計画の特徴と部品中心生産管理システム

2. 2. 1 部品中心生産管理システムと長期生産計画

長期経営計画vl: :Iò~ける長期生産計画は，生産体と永続と発展。方向の未来像

を描いて，生産のあるべき姿を決める。いわば生産体指針的な性格を有するも

のであるが，科学技術 C 進歩が速い時代vl: :Iò~いては，数年という期間のうちに

重大な変化を起す場合がしばしばある。そこで技術開発， 製品開発を含むと

とVl:;5:るのが長期生産計画の特徴である。

したがって部品中心生産管理vl: :Iò~ける部品の標準化等に関しては長期的展望

のもとに考慮するととが肝要である。

2.2.2 部品中心生産管理システムと中期生産計画

長期生産計画が 5 年以上の期間計画であるのに対して，中期生産計画は 2 -

3 年の生産計画であり，長期生産計画を達成するための具体的左方法・手段の

プログラミングであるo

こり計画では，設備投資，要員計画，資金計画等が主体となるが，特に老朽

設備の更新，新設備の建設など設備投資的な性格が中期生産計画vl: :Iò~いて強い。

部品中心の生産管理システムを実行するに際しては，その特性を発揮するた

めに部品工場，部品センタ，組立工場等の設備そ C ものを， ζ のシステムに適

合した新しいものにする必要がある。旧来の製品中心の設備をそのままにして

部品中心の生産管理システムを実施する ζ とは，部品の格納場所むよび搬入，

搬出，その他運搬経路等の諸点K 関して問題があり，極めて困難である。
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従って部品中心生産管理システムの設計は，設備計画と同時にまたはそれ以

前む段階，すなわち中期生産計画 K i，~いて十分，K検討し、実施されねばならない。

2.2.3 部品中心生産管理システムと年間生産計画

大部分の生産体は 1 年を会計年度にとっている。従って年間生産計画は経済

活動の基本的な区切りに対応する意味で大切であり，生産体 K よっては「事業

計画」と称しているところもある。とれは事業年度の行動予定であり，現実的

・具体的な性格のものである。

事業計画システムの中で最も大きなウエイトを占めるも C は，目標利益を満

足させるためむ生産計画の立案である。すなわちどのような製品をどれだけ販

売した時に最も利益が大きくなるかという点であり，過去の実績や需要予測に

基づいて製品を種々組合せ，目標利益を達成する生産計画を立案する ζ とであ

って， ζ c際にダイナミック・プログラミンーグ( D P )を使ったプロダクト・

ミックス K よる生産計画一最適利益計画として既に第 3 章第 3 節K かいて論

じたと ζ ろの数学的・論理的手法が応用される。との生産計画←→見積損益の

算定という業務，すなわち利益計画が事業計画のかなめであるといっても過言

ではない。

部品中心生産管理システムは，最終組立K i，~いては受注生産の形態を取るが，

適正な目標利益を確保する意味にかいて，それ以前 C 年間生産計画の段階では

利益計画に基づき，生産計画を立案し， ζ れにより需要を喚起しながら版売促

進を図ることが肝要である。

2.2.4 部品中心生産管理システムと月次生産計画の策定

月次生産計画はいうまでもな< ，他。長期生産計画，年間生産計画と同じく

経営計画 C 一要素であり，ただ，月次生産計画がこれらの計画と相違する点は

実際経営活動 C 着手 K 対する指示，命令となる点である。

また月次生産計画。主体は，生産と販売の調整にかかっているといえる。特
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に部品中心の生産管理システム忙なける月次計画 K 際し，誤った需安予測に基

づく過大の生産計画はいたずらに部品在庫の増大をもたらし，棚卸資産回転率

む低下→総資本回転率の低下→総資本利益率の低下を導くのである。逆に過小

の生産計画は，部品不足のために遊休資産，過剰人員の増大をまねき，コスト

・アップと売上高の低下の結果，売上利益率の鈍化→総資本利益率の低下を導

くとと VC~ る。

以上のどとく，生産と販売の調整は月々の経営 vc ;b~いて最も重要な位置を占

めるべきものである。しかしながら一般の生産体tてないて，販売については営

業部門，生産K ついては生産管理部門等が別個K 各々の立場からとれを管理し

ているのが現実の姿であろう。

しかし生産と販売はあくまでも有機的なつながりを持つ一つの活動である。

従って部品中心生産管理システム vc ;b~いては，オーダ・エントリィ・システ

ムの立場から両者を管理・推進していく専門スタッフ体制が必要である。本事

例研究では，図 5. 1 I部品中心生産管理システムの組織図J VC ;b~ いて計画部門

がとの役割を果している。

次に部品中心生産管理 VC ;b~ける月次生産計画の策定手順は需要予測から始ま

る。そり予測方法としては，最小自乗法，単純平均法，移動平均法，加重移動

平均法，指数平滑法，前年同期比較法等があるが，本事例研究 VC ;b~いては第 3

章第 2 節「需要予測」で述べた傾向予測介析法が有効である。

需要予測，予想、の手順を経て最終的に意思決定した販売計画をインプットす

ることにより，部品在庫の方針に基づいて月間生産計画が自動的にアウトプッ

トされる。

次に月間生産計画に基づき，週生産計画 b よび部品生産日程計画を作成する。

以上K 関しては，本章第 3 節「部品中心生産管理システム K むける生産実施段

階」で詳述す=る。
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2.3 部品中心生産管理システムと製品企画

2. 3.1 製品企画の各段階

製品企画の手順は業種，品質，方針などによって多少の相違はあるが，一般

には次のように進められる。

① アイデア段階 @ 研究段階 @ 製品設計と試作 ④ 本生産移行段階

部品中心生産管理システムとしては，特に(宮 製品設計， @ 本生産移行

段階t'(::J:，~いて配慮する必要がある o

2.3.2 製品設計

基本的な製品構造が決定すれば，最終製品を設計する。 ζ む際t'(，部品中心

の生産管理システムでは，ーその特性を十分K 発揮するために第 3 章第 1 節「製

品計画-1票準化率の最適化の理論 J t'(基づき最適な部品の標準化に努める必要

効tある。

また一方，部品生産の生産性を上げる意味 K ないて G T. すなわちオーピ γ

ツ教授( Pro f. D r. - Ing. Dr . N. C. Op i tz )の「加工品分類法と部品グルー

プ加工J 36) の構想、によりできる限り構成部品を標準化してグループ加工が可

能なよう K 製品設計を行なうとともに，最終製品が最小時間で組立てられるよ

うに組立部品をカセット式K モジュール化することが肝要である。

こり段階で適切な部品の標準化が行なわれていない場合は，第 2 章~第 4 章

C 理論で既K 明らかにしたどとく，従来の製品中心の生産管理システムと結果

的 K は何ら異なる ζ となく，部品中心の生産管理システムの特性を十分K 発揮

することができない。

2.3.3 本生産移行段階

かくして本格的な生産に入るわけであるが， ζ の段階t'( :t~いて部品中心生産

管理システムでは，技術部門，部品生産部門，製品組立部門，部品センタ，資

材部門等 ζ れら関連部門は複雑となるゆえ， との聞の計画と調整には十分に留
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意する必要がある。

そのために技術資料として製造図面だけでなく，購入部品検査規格表，部品

検査規格表，製品検査規格表，購買仕様書，作業標準書，製造基準工程表，標

準工数表，見積原価計算書，部晶表等の管理業務 K 関する資料を完備せねばな

らない。特に部晶表は今までの論議からも明らか左どとく部品中心生産管理シ

ステムの中核をなすものであるから，その作成にあたっては絶対に正確を期さ

念ければならない。

しかる後トップの的確な判断と意思決定により本生産K 移行する ζ とが肝要

である。

部品中心生産管理システムむ生産活動では，との段階に会ける技術資料の整

備とトップの意思決定いかんがその成否を決定するものといっても過言ではな

レ、。

3. 部品中心生産管理システム陀 b ける生産実施段階

3. 1 生産手順計画

生産手順計画。起案面では，指定の生産量を機械能力と労働力の面から検討

して製造計画をたてる。

3. 1. 1 生産手順計画。決定

製造基準工程，標準時間，標準工数等の生産手順計画の基本的事項について

は，普通生産技術，生産管理部門等のスタッフで決められることが多い》しか

し目標管理と参画経営む見地から部品中心生産管理システムでは部品工場，組

立工場の各職場長K 経営責任の一端をになわぜることにより，モラールを昂揚

する意味で， ζ れら生産手順計画を第一線監督者に決定せしめる方法が生産性

を向上するために極めて有効である。

3. 1. 2 週サイクル生産日程計画の作成

-163 ー



月次生産計画 K 従って毎週末 VC5 週間先 1 週間分の最終製品の生産計画を立

てる。しかしこれは最終製品。組立てのためで念< ，構成部品。製造のためで

ある。

生産日程計画としては最終的な組立日程計画と，そ C 前工程である部品生産

工程がある。

一般に製品中心の生産管理では組立日程表が作成された後，そり組立日程 K

タイミングが合うよう K 前工程である部品生産日程を計画するととになってい

る。 ζ の場合，前工程である部品加工は組立工程にタイミングを合わせようと

するため，部品加工 c 経済的優先順位が無視される結果となる。

部品中心生産管理では，遇サイクル生産計画 K 基づいて，最終製品組立日程

計画に関係なく独自に最適念部品生産日程計画を作成するととができる。

それはバッファとして部品センタが存在するからである。

部品中心生産管理では最終製品完成の週間生産計画の前週に 1 週間分 ( 5 日

分)の部品が準備されて b ればよい。従って G T の「部品グループ加工」の構

想、と第 3 章第 4 節「生産日程計画の理論J VC 基づいて，優先順位を定め 1 週間

以内の期間 VC i，~いて最も経済的な部品生産日程を後工程である最終製品組立工

程に関係なく自由に作成するととができる。

3. 1. 3 組立部品生産日程

部品の組立てからなっている組立部品の生産日程む場合は，組立部品む組立

日程表が作成された後，その組立日程にタイミングが合うように前工程である

部品生産日程を計画する。

(1) 組立部品組立日程計画

部品の組立日程は山積法によって E D P 処理する。特急組立部品等で納期が

指定されたもりは，あらかじめ優先順位を決めてi，~ <。インプット・データと

しては次むような項目がある。37)
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① 部品製造命令:命令番号，機種，生産数量，納期

② 標準工数(工程どと)

③ 保有工数:人員，稼動率，能力，出勤率

④ 稼動日数

⑤ 機種の切換時間:ある製品から別 C 製品への製品切換時間

以上の諸条件をインプットして，図 6.2 o どとく E D P 処理を行なうのであ

る。

ζ の際組立日程作成の手順は次 C 通りである。

① 納期の決っている機種は絶対に遅れ念いように，納期の日から逆算して生

産能力一杯に負荷していく。

ω その他のものについては着手日から指定された日程範囲内で製品機種聞の

切換損失が最小に なるように負荷してい〈。

③ 納期のない機種(週間日程中自由 K 作ってよい機種)を②のように負荷し

ていって納期の確定している機種 K 一部重なってしまう場合(図 6. 3 (a) 参照)

は，納期の決っている機種を前十て移動して，そむ後に負荷していく(図 6.3

(b) )。との際納期が確定している機種の後にくる機種は，切換時間が最小に

なるように配列する。

④ 以上のように負荷を行1.J:い， 回数不足となるものは過負，すなわち能力不

足台数として表わす。 ζ の場合は外注K 出すとか，休日出勤，るるいはパート

・タイマによって週間計画範囲内 K 負荷調整し， 日程計画を作成する。

(2) 部品生産日程計画

組立部品組立日程表が作成された後，その組立日程 K タイミングが合うよう

に，前工程である部品生産日程を計画する。 ζ の場合，完成期日 K 注目して最

終工程から逆に負荷していくパックワード・スケジューリング (backward sc-

hedul ing )と，着手日から完成日に向って計画を立ててい〈フォワード・スケ
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図 6.2 生産日程作成フロー
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間ご25 されて→総NWW ノ想躍が指定

(a);~~\~~~~~ 倣 瀦

ゆ)， \"\\~Nい~~~~際綴麹以泌総~

機械切換時間

図 6.3 負荷

ジューリング( fO nN ard scheduling )とがある。前者は生産能力を無視して

計画するので，能力以上の負荷が各部品生産工程にかかる ζ とがある。後者は

生産能力いっぽいに負荷して各部品生産工程を連続的に有効に稼動させようと

するもりで，場合によっては部品センタ，または構成部品組立日程の納期に間

K 合わ念いととも出てくる恐れがある。

通常，着手日と納期とはすでに部品組立日程の段階で決められているので，

ζ のような場合，各機械の稼動可能日より順次生産計画数と標準時間とにより

生産能力いっぽいに負荷を進めていくフォワード・スケジューリング方式をと

るが，納期K 聞に合わないような時には，過剰作業時間分を残業または外注加

工K 依存するととにして，納期K 間に合うように負荷し直す(図 6. 4 )。以上

は機械生産設備に注目した部品生産日程計画であるが， ζ れに作業人員を加味

して生産能力を調整し， ムリ，ムダ， ムラの乏い生産を行なう対策をあらかじ

め立てる必要がある。 ζ の場合，

保有工数=人員×就業時間×日数×出勤率×稼動率×能率

過不足工数=保有工数一負荷工数
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ね )一 ~ヨト
の納期 残業・外注

ーー一一ーーう〆

， (b) 再負 荷 生産能力

--ー _t_
C の納期

図 6.4 納期を考慮、に入れた負荷

となる。

以上白計算を作業珪(ワーク・センタ)どとに行ない，全工場で過不足 C 工

数を明確にして各種対策をたてる。すなわち余力のある作業班から工数不足の

作業班へ出向させる等，工場責任者は全体のバランスを考えて調整を行ない，

決定・指示する。

(3) 負荷対策と工場責任者。意思決定

機械，人むいずれに対しでも初期の段階で陸路工程を見つけ，能力不足分K

ついては，残業あるいは外注K 依存するとか，人員不足 K 対しては臨時工，パ

ート・タイマの採用等の手段を購じて b かないと，前工程遅れのため K 組立工

程では材料待ちとなって，しばしばコンベアがストップし，組立完成田が遅れ

るだけでなく，場合によっては納期に聞に合わず，顧客に迷惑を b よほす結果

となる。

生産前に工場責任者の適切な意思決定により万全の対策が立てられていたな

らば，生産実施面で苦労しなくても円滑な生産活動を遂行するととが可能であ

ることに留意すべきである。
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3.2 資材管理

3.2. 1 部品中心生産管理になける資材管理の意義

資材管理の要諦は，品質の保障された材料を所望の時期VC ，所定の場所に，

必要1.:数量だけ供給するととである。

部品中心生産管理vc :lo'いては，部品製造のための材料の調達なよび最終製品

組立のための外作部品の発注の場合があるが，いずれの場合にがいても必要念

材料・部品の見落し，時間的な見込み違い，数量の間違いなどは生産の中断を

招き，所定の日時に部品センタへの入庫が不可能K なり，サービス率の低下を

招くととになる。

また一方，部品生産は披行し，製品に組立不可能な部品が大量にストックナ

る結果となり資本的な圧迫を来たすばかりでなく， もし設計変更があればすべ

て使用不可能vc :lo'ちいり莫大念陳腐化費用を発生せしめるととになあ。

そ ζ で本システムの特性を発揮し，効果的な資材管理のために以下の事項K

留意する ζ とが大切である。

3.2.2 部晶表ファイノレ

最終製品 1個を生産するのに必要な構成部品の種類と数量を表わす部品表の

内容を磁気テープあるいは磁気ディスクに収めたものが部品表ファイルである。

既 K 第 5 章第 3 節で述べた通り，部品中心生産管理システムを有効に運用する

ためには， プロタ.クト・ストラクチュア法のファイル構成にする必要がある。

3.2.3 発注手続

第 4 章第 1 節「部品中心生産管理システムになける在庫管理の理論J vc 基づ

いて，定期発注法により注文書の発行を行なう。

図 6.5 のように毎週末(例えば金曜日)に 5 週間先の 1週間分の発注を行な

う。かくして，発注ー制品ー出庫一生産のサイクルを 5 週間で繰り返す。材料

調達に当っては，品番コード，品名，手番，仕入先名，納品条件1.:どをインプ
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ットした部品マスタ・ファイノレと生産日程ファイルから部品展開して部品の総

所要量を求め，ディスクに格納された部品・材料実績ファイルの在庫数なよび

注文数によって発注数量を求める。

3.3 部品生産実施

3. 3. 1 作業指令

部品生産日程計画の実績消化状況に応じて，組立・加工の前日に部品マスタ

.ファイルから作業指令カードをアウトプットする。

とれは作業職場別工程別K 発行され，その内容は次 D 通りである;図番，品

名，作業班番号，工程番号，作業指示数量，標準工数 1 時間当り生産個数。

この作業指令 K 際しては，部品生産日程む進捗状況と内外の生産状況の変動

に応じて，最も経済的・合理的な方法を生産管理担当者が立案し，製造担当者

む意思決定により発令して実施する。

作業指令カードはデュアル・カード式K なって b り，現場で作業実績を記入

すれば作業報告カードとなり，それを端末機にインプットしてインラインでコ

ンピュータ室 K 伝送し，作業能率・稼動率報告のインプット・データとなる。

3.3.2 材料持込指令

作業指令カードを現場で確認した後コンピュータ K インプットし，部品マス

タ・ファイルより自動的に部品展開して，材料持込指令カードを作成すると同

時に持込指令一覧表，材料支給伝票を作成する。

材料持込指令カードは，作業職場に対してはディスパッチングの機能を発揮

し，倉庫vc j:，~いては出庫指示伝票 VC~ る。との際出庫指示した材料に在庫が左

い場合，資材督促指令書をアウトプットするつ購買担当者はこれに基づいて仕

入先に対して納品の督促を行なう。他方，工程担当者は持込指令一覧表ならび

民不足部品連絡書に基づいて，加工組立作業前日に購買部と工程の最終打合せ
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を行なう。

ζれらの一連の作業は映像表示装置をターミナノレとして， コンピュータ・シ

ミュレーションを繰り返すととにより決定する。

すなわち欠品が多くて作業不可能と判断された時 K は他 c 部品の作業指令カ

ードをインプットし，最適な生産・材料出犀指示を行なう。

以上白処理 K より明日必要な材料が保障され，仕掛材料は皆無となり，同時

に円滑な生産が行なわれるわけである。との時点v<: jO~ける製造担当者，責任者

。意思決定はまさに生産の流れが円滑 K い〈か，止まるかむ瀬戸際であって，

工程管理むキー・ポイントである。

かくして材料・部品を確保すれば第 3 章第 4 節「部品中心生産管理システム

v<: jO~ける部品加工スクジューリングJ V<:基づいてジョブ・ショップのディスパ

γ チングを行ない，部品の加工b よび構成部品の組立を行なって，部品センタ

へ部品生産日程に従って格納する。

3.4 部品中心生産管理システムV<: jO~ける在庫管理

3.4. 1 部品中心生産管理システムV<: jO~ける在庫管理 C意義

部品中心生産管理システムV<: jO~ける在庫管理の目的は部品 D最適在庫を維持

ナる ζ とであり，部品中心生産管理システムの本来的特性としての在庫c 低波，

サービス率。向上，リードタイムむ短縮等はその在摩管理システムに依存すると

ζ ろが極めて大であり，また最も意義ある問題でもある J8)

本節では部品在庫品に対する管理活動と実行活動に関して述べる、

3.4.2 部品在庫管理システムになける納期管理

(1) 納期管理 C 意義

部品中心の在庫管理K むいて重要なことは的確な需要予測もさる ζ とながら，

受注K 応じてタイムリィに組立を行なうためには納期通りに部品 b よび構成部
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品を部品センタに確保するというととである。

材料，部品の遅れは製品組立ラインをストップするばかりでなくサービス率

。低下を招き，その結果信用問題になり，場合K よっては前者よりも後者の方

が生産体 K とって将来 K がよぶ損失を ζ うむる ζ とになる。

従って在庫管理K ;J:，~けると ζ ろの納期管理が，との問題の解消K 大きな役割

を演ずるわけである 039 ) 

(2) 納品手続

納品伝票はコンピュータで作成し，仕入先にあらかじめ送付して必〈。仕入

先は指示された納品自に品物と納品伝票を受付まで持参する。受付は生産日程

計画に基づいて，あらかじめコンピュータからオートパンチされた納品カード

を仕入先別に当日分会よび納期遅れ分について整理保管していて， との納品カ

ードと納品伝票と後ほど説明する購買元i眠とを照合チェックする。

そむ時，指定納期よりも納品が早ければ拒否するし，遅れている時は注意す

ると同時に特急の捺印の上，品物と共に検収に回付する。

検収結果が指示通りであれば，あらかじめオートパンチされた納品カードは

そのまま端末機を通してインラインによりコンピュータ K インプットされ，磁

気ディスク内の材料・部品実績ファイルに納品記録されると同時K 在庫数量は

増え，注文残数量は誠り，それぞれ磁気ディスク実績ファイルは更新される。

ζ むように還流的に処理する方法をターン・アランド・システム 40) と称し

ている。つまり，ある仕事をさせる時には， ドキュメントはコンピュータが作

り，指示する。アクションが終ると，端末機器により再びコンビュータ K 戻さ

れる。そしてコンビュータのファイルは自動的に更新される。

こり方法はコンピュータからアウトプットされるので， インプット・ミスが

全然、なく， リアルタイムにしかも省力化されているので，最も経済的であると

いえる。
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(3) 納期管理の方法

先に述べた納品手続でカードがインプットされ，コンピュータ処理されれば，

購買元i辰と兼ねた納品進度日報をプリント・アウトする。

その内容は次のような事項を記載している。

① 部品コード ② 品名

@ 注文番号 ④ 注文数量

⑤ 部品不良数 ⑥ 納品数量

⑦ 注文残数量 ③納期

⑨ 納品指示数 ⑬ 遅れ日数

⑪ 進度 ⑫単価

以上の内容は端末機である映像表示装置K リアルタイムK 表示される。購買

担当者は，と C ディスプレイ表示により外注先に督促を行なった!? ，納期c 変

更，注文書白取消等 C 適宜に応じた処置を講ずる。

3. 4.3 部品在庫管理システムv<: :t~ける現品管理

(1) 実地棚卸の目的

棚卸は生産管理の基本である。棚卸は材料部品の品名，在庫数i 理庇なよび

陳腐化等，評価 K 必要な事項について洩れなく実地調査し，帳簿残高と照合確

認して，材料・部品運用の効率化と財務諸表v<: :t~ける資産の表示を適正にする

ために行なうりである。

(2) 棚卸の方法

部品中心生産管理システムK なける棚卸は勿論，材料，部品，構成部品に関

して重点的に行なわれる。

しかし，月末一時v<: 10 ，000 点に会よぶ部品の現物照合をするととは，時間

的にも精度K 関しでも問題 K なる。そ ζ で毎日コンピュータからアウトプット

される材料・部品入出庫在庫状況と棚札または自動倉庫からアウトプットされ
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た在庫記録と現物三者の照合を部分的 K デイリィ K 行ない，全材料が時点を

異にしても月一回照合チェックされるよう tてする。

不照合の際は在庫訂正カードを発行し， コンピュータ K インプットして，材

料・部品の実績ファイノレの在庫高を訂正する。

ζ の方法を常時巡回棚卸法41) と称し，部品中心生産管理システムにないて特

に必要である。

(3) 部品棚卸表

日々の実地棚卸は上述の通り行左われているので，棚卸は月末の部品有高の

状況をディスク・ファイノレからコンピュータでアウトプットし， ζ れK 基づい

て帳簿棚卸により部品棚卸表を作成する。

3.5 最終製品組立作業

3. 5. 1 最終製品組立日程計画

最終製品組立日程計画は，二次情報(確定受注 )K 基づき，毎週末(例えば

金曜日)に翌一週間分について作成する o

5この際の組立計画は第 4 章第 2 節に述べた優先順位と負荷計算を行なって設

定する。

3.5.2 部品の供給

最終製品の組立てに必要な部品は，部品センタの自動倉庫システムにより，

組立日程計画に従って自動的に組立工場K なける組立ラインに供給される。

3.5.3 組立作業編成

部品中心生産管理システムに沿いては，原則として製品在犀を持たないため，

受注即組立出荷の生産体制をとらねばなら念い。

従って可能な限り組立作業時間を短縮するような組立作業方法を考える必要

7う:ある。
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そむために本節では，組立工場VL j;~ける各組立ラインに対して作業指令を行

なうに際して，個々の作業者に作業を配分するため C 効率的な方法について述

べる。

最終製品をコンベアで流れ作業により組み立てるには，半田付，ねじむ締付

などの要素作業 K 分けて分業方式をとるのが普通である。との際，作業時聞の

作業量のバラツキは避けられないが，前工程よりも後工程の方が作業量が少な

いか，または作業速度が大で要素作業時間が短い場合は手待ち tてなる。組立工

程や製造工程などに b いて，作業者間あるいは機械聞などの生産時聞のバラン

スをとり，全体の工程が支障なく円滑に稼動できるように計画するととがライ

ン・バランシングである。こり問題は重要であって，・大抵の生産体では現場第

一線の監督者の手K ゆだねられているものの，その上手・下手では大きな開き

があり，場合によっては二倍以上作業能率が違うととがある。との場合は，第

一線監督者の意思決定いかんに生産性向上の鍵がにぎられているのである。

3. 5.4 コンピュータによるライン・バランシング

コンピュータでライン・パランシングをとるためには，次のような手順がと

られる。

① 要素作業 K 分解する(図 6.6 参照)

@ 各要素作業の制約条件を調べる

③ 標準作業時間を設定する

④ 最適ライン・バランシングを決定する

各要素作業の優先順位テープノレを作成する。表 6. 1 は図 6.6 の前後関係を

示す表であって o 1 ・は第一列に示す要素作業が第一行に示す要素作業K 優先

することを意味する。

ii 優先順位を計数的 K 表わす

各要素作業 C 標準時間 VL. 優先関係によって後K 続くすべての要素作業の標
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準時間を加えたも C を位置的重みとする。たとえば要素作業 A の位置的重みは

表 6.2 のどと< ， 

32 + 20 + 23 + 20 + 5 + 32 + 10 + 30 二 172( ×-L 分 )
100 

となる。

表 6.2 要素作業の位置的重みむ計算
(単位 1/100 分)

要素作業 A B C D E F G H K 

A 1 1 1 1 1 1 1 

標準時間 32 20 23 20 5 32 10 30 
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目 各要素作業を位置的重み C 順番に並べ

かえる(表 6.3 参照)。

iv 作業ピッチ・サイクノレは，

作業ピッチ・サイクノレ

該当機種当り総標準時間

作業者数(工程数)

として決定する。

V 位置的重みの一番大きい要素作業から

表 6.3 要素作業の順序づけ

要素作業 位置的重み

A 172 

B 165 

C 140 

D 120 

E 92 

F 87 

G 82 

H 72 

I 45 

J 40 

K 30 

トップの工程に割り当ててゆく(表 6. 4 参照)。

表 6.4 要素作業θ割当:サイクノレ・タイム 100 単位 1/100 分 )

工程 要素作業 位置的重み 標準時間 累積時間 未割当時間 割 当

A 172 32 32 68 と士~ 了7乙

第 B 165 10 42 58 7尽さ巳7 了
1 C 140 20 62 38 7とま己2 了
作

F 120 23 85 15 7cb 己 了
業
工 G 92 20 105 不可能

程 D 87 5 90 10 7cb 己 了

E 82 10 100 O 7と三E=P 了

G は割当不可能なため D ， E を割り当て G は次 D 作業工程に割り当てる。

第 G 92 20 20 80 7とさE7 了

2 72 32 52 48 7db 乙 了
作

日 45 5 57 43 7信三E3 了
業
工 40 10 67 33 7ぐ士己? 了
程 K 30 30 97 3 7居士巳~ 了

vi その作業工程の未割当時間(手待ち時間)と次に位置的重みの大きい要素

作業C 標準時間とを比較する。未割当時間の方が大きければ，その要素作業を

割当てる。
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Vi i 未割当時聞の方が小さければ，優先順位の要求を満たし，かつ標準時聞が

未割当時間より小さい他の要素作業をさがす O

Vi IT あればその要素作業を割当てる。

ix なければ次の作業工程に割り当ててゆく。

X 与えられた作業工程数で足り念い場合は，作業ピッチ・サイクノレを大きく

して ( VIOO 分づっ増す) v vc 戻り，再割当を行なう。

xi 以上の計算を繰り返して与えられた作業工程内に要素作業の割当が完成す

れば，次K 作業者の配置を行なう。

刻i 標準作業時聞の大きい工程vc ， レイティング係数の大きい(能率のよい)

作業者を順次配置してゆ〈。その結果，更に作業工程聞のバラツキを少なくし，

かつ作業ピッチ・サイクルを小さくするとと K よって工程平均稼動率を改善す

る。

図 6. 7 ;j:，~よび図 6. B はライン・バランシングをコンビュータで行なうための

フロー・チャートであって， ζ れ K よって要素作業カードなよび作業者カード

を利用して作業編成表をアウトプットさせることができる。第一線監督者はこ

の表に基づいて作業員の配置を指示する。かくしてその時与えられた条件で最

も効率的な作業ラインが編成されて，組立工期は短縮し一層生産性を高めると

とができる。

3.5.5 最終製品む出荷

製品が組立てられ，梱包されて最終製品として完成すれば，出荷指図書に基

づいて各仕向先 K 出荷される。出荷確認の後，売上カードは機械にインプッ

トされ，製品元帳ファイルの在庫数は更新される。なな売上伝票の発行の際，

製品数量，運賃計算等がなされた送り状がアウトプットされる。同時 K 梱包ケ

ース K 添付される仕向先記入の絵符もコンビュータで作られて，梱包製品に添

付される o
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|位廿|

図 6.7 ライン・パランシング・プログラミング・ダイアグラム
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部品中心c 生産管理システムは別名オーダ・エントリィ・システムとも呼

ばれて，その真髄は部品製造・受注・組立・出荷を直結させる ζ とである。こ

の ζ とは生産体にとってどのような利益がもたらされるであろうか。

まず第ーに顧客の要望をダイレクト K 生産面に反映させるととが可能である。

部品の生産・在庫・受注状況を正確に把握して，タイムリィに行なわれる組

立・出荷業務は，販売競争の織烈な今日，顧客K 満足を与え， しかも計画的な送

品は輸送その他経費等の流通段階 VL :t~ける経費を節ぜまする ζ とができるつ

4. 部品中心生産管理になけるインフォメーション・フィードパック・コント

ロール・システム

いか i1: る生産体でも，市場の変化，労働力，資材費 c 変動，材料不足，機械

の故障，設計変更，その他種々の変動がある。それらは場合K よって予見でき

るが，時には予告もなく突然発生する。従って経営管理者は，生産活動過程に

かける正確にして迅速な生産管理情報に基づき，常にダイナミックに的確に意

思決定し，方策を直ちに実行可能な指示の形に示すようにしな〈てはならない。

本節では，部品中心生産管理システム VL :t~ける品質，工程b よび原価に関す

るインフォメーション・フィードパック・コントロール・システムについて述

べる。

4.1 部品中心生産管理システム VL :t~ける品質管理

4. 1. 1 品質管理 VL :t~ける評価・検討

部品中心生産管理システム VL :t~ける品質管理は，外注工場K て生産された調

達部品，部品工場で生産された内作部品名、ょび製品組立工場It[ :t~いて組立てら

れた製品 C 品質管理に大別される。

部品中心生産管理システム VL :t~いては，部品。精度が最終組立製品に大きな
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影響を与える。また部品が部品センタ K 一時ストックされるので，最終製品組

立にて問題点が発見されるまでにある程度の時間的経過を必要とするゆえ，特

に部品工場~;t，~ける品質上の問題発見に徹底を期さなければならない。

従って部品工場になける品質保証が最も重要な意義をもつものでるる。

部品・製品検査の結果K 基づいて，部品必よび製品白出来具合，なよび統計

的 K 分析した報告書が作成される。

旧来の評価資料は一定期間，部品・組立生産業務の実績データの形のままで集

計して b き，期末にとの一連のデータをパッチどと K 順番K 処理し，報告書は

一定期間どとに作成して検討されるのが普通であった。現在行なわれている部

品中心生産管理システム~ ;t，~けるデータ処理の新しい概念では，作業データは

順不同にコンピュータ K インプットされ，各データは品質管理基準と比較分析

され，基準との事離が一定限度を越えるとただちに異常報告書が作成されるよ

う~~って必り，従って一定期間c終りまで，つまり完全左一群の業務が処理

されるまで待つ必要は左い。更に例外事項だけを報告し，通常の作業状態まで

を報告するという無駄を省〈。

管理者は例外事項が発生すると直ちに詳細にして適切な情報を受け，それK

基づいて的確な意思決定を行まって，フィードパック・アクションをとること

ができるのである。

4. 1. 2 品質保証情報システム

部品中心生産管理~ ;t，~ける品質保証情報は，図 6. 9 ~基づき次のように体系

づけられる12)

(1) P Q A ( Procurement Qual i ty Assurance ) 

① 受入検査

(i) 検査を実施するか無検査にするかの決定

( jj) 購買仕様書，受入検査規格表，チェック・リストの提供
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顧 客

図 6.9 品質保証システム・フロー
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(目) 検査記録の保管

② 外注管理

(j) 供給者どとの品質状況リストの提供

(ii) 供給者の格付

(目) 原因別，部品別リストの提供

。ゆ 供給者どとの入荷状況リストの提供

(v) 無検査保証部品リスト

ω 特採申請リスト

③ 試作部品検査

(i) 試作部品の評価レポート

(ii) 試作部品の承認，非承認リスト

(2) M Q A ( Manufacturing Qual i ty Assurance ) 

① 部品工場。部品製造工程 K 公ける管理図

@ 工程どと，項目どとの検査報告レポート

③ 作業者の技能管理

④ 工程能力調査

⑤ 工程の歩留

⑥ 部品製造工程規格表，チェック・リスト

(3) A Q A ( AssemblY Qual i ty Assurance ) 

① 完成工場の製品組立工程になける管理図

② 最終完成品検査報告レポート

@ 製品検査規格表

④ 抜取方式指定

⑤ 再加工，廃却部品リスト

⑤ 品質改善要求書の作成，督促
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⑦ 客先出荷製品の品質情報

(4) Managemen t R eport 

① 工数負荷分析(部課別， プロジェクト別)

@ 再加工，廃却費のコスト分析

③ 工数の将来計画作成

(5) 統計的レポート

管理図，度数分布，分散分析，回帰分析，相関，実験計画法

(6) 治工具管理

① 治工具の在庫管理

② 工具台帳の管理

③ 定期検査計画の作成

(7) マーケティング

クレーム情報c 処理

(8) 品質保証データ・パンク

4. 1. 3 品質情報 C 機械処理

事業部，工程名，機種名，部品名等をプレパンチした検査報告カードV'C，部

品工場にかける機械加工，塗装あるいは組立工場v'c :j;~ける組立，最終製品完成

等の各作業職場で実際の検査結果をオンライン端末機器を用いてコンピュータ

K インプットすると， E D P 処理 c 結果，上記品質保証報告書がアウトプット

される D

4. 1. 4 品質情報に基づく意思決定とアクション

4. 1. 2 ([)品質保証情報の各項目 K 関して，標準以上に不良が出た場合は異常

の事態とし，機械設備，部品，作業方法等に関して要因分析を行ない，調査す

る。他方工程進捗状況，納期等より勘案して生産を中断すべきか，続行するか
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の的確念意思決定を行なう。また作業者に注意を喚起し，作業標準書を検討し

て作業指導を行なう。念会週間，月次等の期間報告については，パレート図を

画いて重点的に問題点の排除に努める。その際合格率が標準値を下回った時は

;jく*;jく， 目標値を下回った時は;jくのマークを評価欄に打ち出しでなくと便利で

ある。とのようにミドノレ・マネジメント会よび第一線監督者の判断と意思決定

に供する作業管理資料は，できるだけ見やす(，アクションの取りやすい様式

K して必くととが肝要である。

4.2 部品中心生産管王手システム K なける工程管理

部品中心の生産管理vc :t'ける全体的工程管理システムは図 6.1 0 の通りであ

り，以下それぞれ K ついて説明する。

4. 2. 1 仕入先材料・部品完成段階

① c 仕入先 vc :t'ける材料や外注部品の製造完成段階忙なける工程管理は，納

期管理の事前管理ともいうべきものである。

生産工程の中断は生産性に大きく影響するが，中断白原因の中で最大の要因

は生産体の形態や製品の内容にもよるが，部品中心生産管理システムに必いて

は仕入材料，外注部品の納期遅れの影響が最も大である。従って納期管理，

中でもその事前管理ともいうべき仕入先 K なける材料・部品の完成段階 vc :t'け

る工程管理がこの問題の解消K 大きな役割を演ずるわけである。

仕入先完成報告を端末機からオンラインでインプッ卜して，材料ファイルか

ら仕入先完成状況表をアウトプットし，仕入先の工程進捗状況をチェックする。

仕入先の進度が遅れれば督促するのは勿論であるが，購買責任者はその要因を

調査して，技術的，経済的，労務的立場から支援しても回復不可能念時は，生

産日程計画の変更，製造仕様の変更など的確な意思決定を行なって，納期遅れ

による被害を最小限度にとどめると共に事後の生産の円滑化を図らねばならな
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レ、 D

4.2.2 納品業務段階

②に関しては，本章 3. 4.2 r部品在庫管理システム忙必ける納期管理J VC 述

べた通りである。

4. 2. 3 材料持込段階

納品された材料・部品は， @VC ないて部品製造日程表に基づいて，材料持込

指令票により部品製造工程に供給される。 ζ のととに関しては，本章 3.3.2 r 

材料持込指令」で述べた通りである。

4. 2. 4 部品製造工程段階

④~⑤の部品製造工程では，部品製造日程ファイルと部品製造工程間引渡カ

ートーによって EDP 処理のr うえ工程管理状況表をアウトプットし， とれにより

部品工場内各工程に会ける進度統制を行なうと共に仕掛品状況を把握する。部

品工場長は，かくして計画の変更，技術・労務の支援，あるいは外作等の意思

決定を行ない，全工程の進度を調整する。各工程の責任者は部品製造工程管

理表の受入，引渡状況を確認し，前工程が遅れている場合には督促し，自工程

の遅れについては残業，休日出動，あるいはパート・タイム・ワークや外作依

頼等の具体的対策を立てて回復K 努める。部品中心生産管理システムにないて

は製品在庫を持たない。したがって日程通り部品を確保するととが最も重要な

問題である。

4.2.5 部品供給段階

⑦に関しては本章 3.5.2 r部品 c 供給J VC 述べた通りである。

4.2.6 組立工程段階

③の組立工程段階では，組立日程計画ファイノレと組立工場K なける生産完成

カードによって EDP 処理のうえ組立工程管理状況表をアウトプットし，これ

により組立工場内各工程になける進度統制を行左うと共に仕掛品状況を把握す
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る。

4.2.7 出荷段階

@の最終完成品出荷段階では送品カードをインプットして，出荷日程ファイ

ルと共I'<: E D P 処理して出荷進度状況表をアウトプットし，出荷の進度管理を

行なう。

4.3 原価管理システム

4.3. 1 原価統制の理念

原価統制とは原価標準が実現されるよう K 執行活動を指導・規制すると共に，

原価効率を増進する措置を講ずるととである。そのためには各階層の経営管理

者に対して原価責任を明確にし，執行活動の達成目標たる原価標準を伝達し，

意欲付け(モチベーション)を行なう。次に原価の実際発生額がわかれば原価

標準とり差異を算定し，その原因分析を行ない，原価効率を増進ナる措置をと

る新しい意思決定をするととが必要である。

4. 3. 2 原価標準の決定

原価は時間と物量から構成されているのであるが，部品中心生産管理1'<: ;t，~け

る原価管理システムでは，最も時間と物量を消費する部品工場1'<: ;t，~ける各部品

の生産工程白原価管理に重点をなくべきである。

また部品中心生産管理忙ないて，棚卸資産む評価は在庫部品が主体である。

従って在庫部品 b よびその仕掛品の評価方法が絶対に必要である。

そとで，まず原単位の標準設定の手順を説明する。部品工場・組立工場1'<: ;t，~ 

ける製造基準工程，標準時間を設定し，材料・部品の標準単価は期首事業計画

策定時K 設定するのである。しかし原価標準が甘すぎると，放慢経営になって

期待した利益を確保することが困難になり，他方シピ 7 1'<:過ぎて標準単価があ

まりにも実績とかけ離れた場合K は，現業部門のモラーノレは低下して成行管理
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の状態になる。従って経営効率を上げる意味で妥当な標準原価を設定する意思

決定は極めて重要な経営活動であり，ある程度目標を加味し，計画期間中に達

成可能な数値の標準原価を決定する ζ とが肝要である。

(1) 標準原価計算書

図 6. 11 の原価管理システム・フロー・チャートに示す通り，標準工数ディ

スグ・フ'ァイノレとインプットしたレイ卜・カードにより機械処理して標準原価

計算書をアウトプットする。とれによって各部品工程・組立工程b よび各製品

機種の製造原価がわかる。

(2) 仕掛品集計表

仕掛品元帳実績ファイノレと仕掛品マスタ・ファイノレ(標準原価ファイノレ)と

を機械処理して月末時に仕掛品の評価計算を行ない，仕掛品集計表(棚卸表)

を作成する。 ζ れは貸借対照表，損益計算書等の経理業務につながる。

(3) コスト・センタ別収支 D 検討

工場vc j;~ける作業職場を生産管理面からは「ワーク・センタ J ，原価管理面

からは「コスト・センタ(原価管理単位) J と一般に呼称しているが，各コス

ト・センタについて，図 6.11 vc 示す原価管理システム・フローのどとく標準

原価ファイノレ，月次生産・販売計画ファイノレと予測収支マスタ・ファイルとを

インプットして，機械処理のうえ予測収支計算表をアウトプッ卜する。

5. 部品中心生産管理システム vc j;~ける部門別業績評価システム

5. 1 部門別業績評価システムの意義

一名「責任場所別原価管理」とも呼ばれる新しい部門別業績評価システムに

ついて述べる。

このシステムは経営の場にがける仕事白価値判断のために生み出されたもの

であり，経営者に有益で正しい情報を提供すると共に適切左経営意思決定に役
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図 6.11 原価管理システム・フロー・チマート
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立つ。その内容は次の通りである

① 流動する経営活動の変化を適切に受けとめるととができるとと

② 経営者の意思が事前に数量化され，更に経済価値として:b' T込まれてい

るとと

③ トップの方針を体して各部門責任者は進歩的・積極的業務計画を策定す

る ζ と

④ 計画の実行度測定が行なえるとと

⑤ 組織上のすべての活動を包括しているとと

⑥ 予算あるいは標準の決定・承認に当って，仕事む遂行K 必要な権限の付

与と事業遂行責任を明確 K し，意義づけるとと

このような基本的な仕組みを持つシステムのもと VC ，各管理者は価値判断を

行ないながら改善し，前進する。

5. 2 部門別業績評価システム D 手法

5. 2. 1 手順

、 ζ のような部門別業績評価システムの実施手順は次の通りである。

① 経営機能の明確化とそれにもとづ〈責任場所の設定

② 向上計画。立案

③ 標準の設定

④ 部門別原価管理による決算

⑤ 原因の分析

⑥ フォロー・アップ

5.2.2 部門別業績評価システム・モデルの設定

ζ のような部門別業績評価システムのモデルとして，部品中心生産管理シス

テムを採用し x商品を製造・販売している A 社 K ついて考える。
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まず A 社各部門の経営機能を明確化し，それに基づく責任場所を設定すると

次のようになる。

機 官巨 責任場所

資材の仕入，保管，供給 購買部門

部品の製造，供給 部品 工場

最終製品 D 組立完成 組 立 工 場

販売b よび管理 販売部

5.2.3 各経営責任場所になける向上計画の設定

(1) 購買部門

① 材料費 Mc のコスト低減 ke 1 円/個→ ke 2 円/個

(2) 部品工場

① 部品製造合格率 B D の向上 P
C1

→ P
C2

@ 標準時間 MT の短縮 :t jE 分/個→ tj2 分/個

③労務費 Lc の上昇 kes 円/時間→ ke ，円/時間

(3) 組立工場

① 完成品 B D ([)向上 P
Cs

→ PC ，

② MT の短縮 :t js 分/個→ tj4 分/個

③ Lc の上昇 ke 5 円/時間→ ke6 円/時間

とと K

ke~ • 'a' e'a' ， 'a' = 1 ， 2 ， 3 ， 4 金額(円)

t;' A: ，令= 1 ， 2 ， 3 ，4 時間(分)
'C 

Pc 合'合 1 ，2 ，3 ，4 ，5 ，6 比率

5.2.4 標準の設定

門

年聞の生産・販売計画 SK は dk
1
個として，各責任部門につき次の通り標準
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を設定ナる。

(1) 購買部門

購買部門の総予算は ke 7 円とし，また活動は年間材料 ke s円 ( = dk
1 
・ke 2 ) 

を仕入れ，保管・供給するものとすれば，購買部門は部品工場より材料取扱高

の P C
S

( = ke 7/ke s)を収入として得，とれによって責任経営をまっとうする

ものとする。

(2) 部品工場

部品工場は購買部門との契約 K よって材料を ke 2 円/個で仕入れるも C とし，

また部品工場の総経費予算 ke9 円，計画作業時間を jh 1 時間 (=dkl-t j2/60) 

とすれば，部品工場は作業時間当り ke 10 円 (=ke9/j hl) の経費をもって，

部品製造，供給という経営機能をまっとうするものとする。

以上によって当該部品 C 標準引渡原価は次のように設定される。ただし単位

を円とする。

ζζ に

j h 1 作業時間を表わす数字の記号とする o

材料費 Mc ke 2 / P C Z = ke 11
' 

購買費 K c ke ll ・Pc 5 = ke l2 

労務費 L c ke. ・t jz/ 60 = ke 13 

間接費 Oh ke 10 ・t jz/ 60 = ke }4 

標準引渡原価
l̂J

ke = ke 15 
a;:::::11 

(3) 組立工場

組立工場は部品工場との契約によって，材料を ke l5 円/個で仕入れるもの

とする。
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また組立工場C 総経費予算 ke 16 円，計画作業時聞は jhz
時間 (=dk 1 

・t j4/ 

60 )とすれば，組立工場は作業時間当り ke 17円 ( = k e 16 / j h Z ) ([J 経費をもっ

て，製品の組立・完成という経営機能をまっとうするととになる。

以上K よって当該製品の標準製造原価は次のように設定される。

ただし単位を円とする。

部品工場からの標準受入原価= ke 15 

Lc = ke6 ・tj. /60 = ke 18 

Oh =ke17-H4/60=ke19 

標準製造原価= ke 15 + ke 18 + ke 19 = ke 20 

(4) 販売部門

販売部門は組立工場とり契約によって，製品を ke20 円/個で仕入れ，販売部

門の総予算は ke21 円とし，検討の結果，最終的に以下の販売価格( Pv ) ，利益

(Pf) が計画されたもむとする。

標準製造原価= ke 20 

販売及び管理費= ke 21 / dk 1 = ke22 

総原価 = ke 20 + ke22 = ke 2s 

ζ れに利益 ke 24円 ( Pv ・Pρ) を見込むと Pv は ke25 円と設定される。

総販売高は ke 26円 ( = ke25 ・dk1) とし，販売・管理経費レートは，製品取

扱高の Pc~ ( = ke 21 / ke26 )とする。

5. Z. 5 部門別業績評価システムI'C j:，~ける月次決算

当該生産体K かいて当月各責任部門の仕入・生産・販売活動は次の通りであ

った。すなわち，購買部門は dk 2
個分の材料を仕入れて部品工場I'C d kz

個分む

材料を供給し，部品工場は dk
2
個分。材料を仕入れて部品を製造し，完成工場
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へ dk 3
個分の部品を供給した。更に完成工場は dk 3

個分の部品を仕入れ， 最終

製品を組立てて販売部門へ引渡し，販売部門は製品を dk
4
個出荷・販売した。

~ j;~とのモデノレはロジックを明解にするために，材料，仕掛品，製品の在庫

は之といものとする。

(1) 購買部門の決算

購買部門は実際材料を ke 27 円/個で dk
2
個仕入れ，材料費は ke 28円( =ke 27 

• dk 2 )，経費 C 発生額は， ke 29 円とし，部品工場よりの収入は材料費 ke 31 円

( = dk 2 ・ke 2) 経費 ke82 円 ( = ke 81 ・PC5) とすれば，決算は表 6.5 のよう

に なる。

表 6.5 購買部門決算

部品工場
実 績 差 異

より収入

材 料 費 (Mc) ke S1 ke28 ke 34 

経 費 (Uh) k eS2 ke 29 kes~ 

計 kess ke so ke S6 

(2) 部品工場の決算

部品工場が A 社計画通り D 標準時聞なよび品質で dk
3
個分の部品を製造した

もむとすると，組立工場への引渡しは次の通りとなる。

ただし単位を円とする。

.Mc = k e 37 ( = k e 11 ・dK3)

Kc = ke88 ( = ke 12 ・dK3)

Lc = keS9 ( = ke 18 ・dK3)

Uh = keω( = ke 14 ・dK3)

標準引渡原価二 ke u ( = ミ ke ) 
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しかし実際作業時間は， j h3 時聞かかり dk 2
個分の材科を仕入れて部品を

製造し dk
3
個分を組立工場 K 引渡した。

従って実際の消費高 K 見合う予算は次の通 b となる。

ただし単位を円とする。ー

Mc = ke42 ( = ke 2 ・.dK2)

Kc = ke 43 ( = ke42 ・Pc s ) 

Lc =ke u ( =  ke 4 ・jt13) 

Oh '= ke 45 ( = ke 10 ・jh3) 

、E
ノe 

b
h
m悩

6
2〈
a

一一
戸
』・K一一価原造製算予

すなわち ke “円相当の仕事がなされていなければならない。

一方支払実績は Lc が ke 47 円 Oh が keω 円であったとすれば実績製造原価

は keω 円となり，部品工場の決算は表 6.6 のよう K なる。

表 6.6 部品工場。決算

@ ⑨ ⑤ ⑨一⑨ ⑨一⑤ ⑨一⑤
標 準 予 算 実 績 能率差 稼動率差 製造差異

材料費 (Mc) ke S7 ke u ke 42 ke 50 一 ke 58 

購買費 (Kc) ke 38 ke u ke 43 ke S1 ke 59 

労務費 (Lc) ke 39 ke u ke47 ke S2 ke 5S ke 60 

間接費 ( Oh) ke 40 ke 45 ke 48 ke S3 ke S6 ke61 

計 ke u ke46 ke 49 ke 54 ke S7 

(3) 組立工場。決算

組立工場が当初計画通りの標準時間と品質で dk 4個 C 最終製品を組立てたも

のとすれば，標準製造原価は次 D 通りになる。

ただし単位を円とする。
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Mc = ke 63 ( ke ll ・ d~ ) 

Kc = ke64 ( = ke 12 ・dk 4
) 

Lc= ke 65 ( = ke 13 ・ d~ ) 

o h = ke66 ( = ke 14 ・dk 4 ) 

ab k 

臼

Z
=Aa --

戸
』

b
h 一一価原入受準標

(組立工場)

Lc = keS8 (ke l8 ・dk 4 ) 

o h = k eS9 ( k  e 19 ・dk 4 ) 

標準製造原価 = ke70 (二 A .E ke ) 
百 =67

しかしながら実際作業時間は jh
4
であり，部品工場からの受入個数は dk 3

で

あったとすれば，実際の消費高に見合う予算製造原価は次の通りと在る。

ただし単位を円とする。

(部品工場)

Mc = ke71 ( = ke ll ・dk 3 ) 

Kc = ke 72 ( = ke 12 ・dk 3 ) 

Lc = ke 73 ( = ke i3・ dk 3 ) 

o h = ke 74 ( = ke 14 ・dk 3 ) 

予算受入原価= k e7 5 ( =  .E k e ) 
'a =71 

(組立工場)

L c = k e7 6 ( =  k e 6 ・jh4 ) 

Oh = ke 77 ( =  ke I7・ jh4 ) 
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予算製造原価 = ke 7R (二.E ke ) 
a =75 

すなわち ke78 円相当の仕事がなされていなければならない。

一方，実際の支払いは Lc が ke79 円， Oh が ke80 円であったとすれば実績製

造原価は ke81 円と走り，組立工場の決算は表 6.7 のようになる。

表 6.7 組立工場の決算

⑨ ⑨ ⑨ ⑨一⑨ ⑨-(9 ④一⑨

標 準 予 算 実 績 能率差 稼動率差 製造差異

材料費 (Mc) ke 63 ke71 ke 71 ke S2 ke93 
戸ムι主

購買費 (Kc) ke 64 ke 72 ke72 ke 83 一 ke 9 f 
入

労務費 (Lc) ke65 ke73 ke 73 kes 4 k e95 
原

間接費 (Oh) ke 66 ke74 ke 74 ke85 ke96 

価
-計 ke67 ke75 ke75 keS6 ke 97 

労務費 (Lc) ke 6s ke76 ke 79 keS7 ke90 ke98 

間接費 ( Oh) ke 69 ke77 ke so keS8 ke91 ke99 

1口h 言十 ke70 ke78 ke 81 ke 89 ke92 ke 100 

(4) 販売部門になける決算

販売部門 K むける商品仕入れの予算は ke70 円で，工場への実際支払額は k e70 

円であったとし，商品の仕入予算と支払いの聞になける差異はなかったものと

する o

実際経費は ke10 1円であったとすれば，経費予算は k e l02円 ( = ke 25 ・dk 4 • 

PC6 )であるゆえ ke 103 円(ニ ke10 l - ke l02 )の利益を計上する ζ とになる。

従って販売部門の決算は表 6.8 の通りになる。

- 200-



表 6.8 販売部門の決算
. 

予 算 実 績 差 異

仕 入 ke70 ke 70 一

経 費 ke 102 k elO 1 ke 103 

(5) モデル A 社になける総合決算

A 社が当月 X 商品を生産・販売した ζ とによる総合結果は，表 6.7 - 6. 8 vc 

基づき，次の損益計算書の通りに なる。

ただし単位を円とする。

措益計算書

材料費 ke63 

購買費 ke 64 

労務費

間接費

ke l04 (二 ke~5 + ke68 ) 

ke l05 ( =  ke 66 + ke69 ) 

標準製造原価 ke70 

販売高 ke l06 (ke 25 ・d k4 ) 

標準販売品原価 ke 70 

標準販売利益

標準販売管理費

当月標準利益

製造部門結果

購買部門結果

販売部門結果

材料価格差

当月利益

ke l07 ( =  ke l06 - ke70 ) 

k e l02 

k e 108 ( =  k e 1 07 - k e 10 2 ) 

ke l09 ( =  ke62 + ke100 ) 

ke 35 

k el03 

ke 34 

ke ll o ( = ke l08 + ke l0 9 + ke 35 + ke l03 + ke 34 ) 

当月売上高利益率 PC7 (二 ke 110 / ke l06 ) 
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5. 3 部門別業績評価システムの数値例

本節では 5.2 節むモデノレと手法により数値計算を行なう。

5.3.1 向上計画の設定

(1) 購買部門

① 資材費むコスト低波 190 円/個→ 171 円/個

(2) 部品工場

① 部品製造歩留の向上 90 % → 95 % 

② 標準時間の短結 25 分/個→ 24 分/個

① 労務費の上昇 240 円/時間→ 300 円/時間

(3) 組立工場

①・完成品合格率の向上 99 % → 100 % 

② 標準時間白短縮 12 分/個→ 9 分/個

③ 労務費の上昇 240 円/時間→ 300 円/時間

5.3.2 標準の設定

年聞の生産・販売計画は 200 ，000 個として，表 6.9 の各部門の予算に基づき，

5.2.2 節の手順と手法に従って部門経費レート(表 6.10 参照) ，標準原価(表

6. 11 参照)を設定する。

表 6.9 各部門年間予算
千円

計 購買諜 部品工場 完成工場 販売課

管理費 12 ，000 3，000 3，000 2，000 4 ，000 

灯 熱 費 2，000 300 1， 000 500 200 

償却費 5 ，300 600 3，000 1，000 700 

他 2，300 400 600 400 900 

計 21 ，600 4 ，300 ~-，-600L _3 ，900L5 ，800 I 
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表 6. 10 部門経費レート

購買部 門 部品工場 組立工場 販売部門

千円 時間 時間 円

材料取扱高 34 ，2∞ 計函作業時間 80 ，0∞ 計画作業時間 30 ，0∞ 標準単価 426 

千円 千円 千円 千円

予 算 4，300 経費予算 7，600 経費予算 3，ωo 販 売 高 101 ，200

千円

材料取扱高の 経費は作業時間当り 経費は作業時間当り 経費予算 5，800 

円 円

0.126 95 130 販売高の 0.057 

表 6.11 標準 原 価

部品工場より組立工場への 組 立 工 場 販 7τ 三己1 部 r~ 
標準引渡原価 標準製造原価 販 τ7三c 価 格

材料費 180 円 標準受入原価 361 円 標準製造原価 426 円

購買費 23 円 労 務 費 45 円 販売及び管理費 29 円

労 務 費 120 円 間 接 費 20 円 手リ 益 51 円

間接費 38 円

合計:標準引渡原価 361 円 合計:標準製造原価 426 円 合計:販売価格 506 円

5.3.3 月次決算の数値例

当該生産体にないて当月，購買部門は 21 ，500 個分の材料を仕入れて部品工

場 vc 21 ，500 個分の材料を供給し，部品工場は 21 ，500 個分の材料を仕入れて部

品を製造し，完成工場へ 20 ，200 個介の部品を供給した。更に，組立工場は，

20 ，200 個分 C 部品を仕入れ，最終製品を組立てて販売部門へ引渡し，販売部

門は製品を， 20 ，000 個出荷・販売したものとすれば，各部門に会ける月次決

算は 5.2.3 節の手法 K より表 6. 1 2 ， 6. 13 ， 6. 14 ， 6. 15 のようになる。
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表 6.12 購買部門決算 千円

部品工場より収入 実 績 差 異

材料 費 3，677 3，548 + 129 

経 費 463 4∞ + 63 

計 4 ，140 3，948 + 192 

表 6.13 部品 工 場 の 決 算
千円

@ ⑨ @ @ー=⑨ ⑨ー @ ③ー⑤
標 準 予 算 実 績 能率差 稼動率差 差 異

材料 費 3，636 3 ，677 3，677 41 

購 買費 465 463 463 + 2 + 2 

労 務費 2，424 3，000 3，100 - 576 - 100 - 676 

間 接費 768 950 1，000 - 182 一 50 - 232 

計 7 ，293 8 ，090 8，240 - 797 - 150 - 947 

表 6.14 組立工場。決算 千円

④ ⑨ @ ⑤一⑨ ⑨ー⑤ @一(9 1
標 準 予 算 実 績 能率差 稼動率差 差異 |

材料費 3，600 3 ，636 3，636 - 36 - 36 
戸~

購買費 460 465 465 5 

労務費 2 ，400 2 ，424 2，424 - 24 

間接費 760 768 768 8 8 

入
計 7，220 7，286 7，286 - 73 - 73 

労務費 900 810 800 + 90 + 10 + 100 

間接費 400 351 300 + 49 + 51 + 100 

計 8，520 8，447 8，386 + 66 + 61 + 127 
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表 6.15 販売部門決算

予 算 実 績 差 異

仕 入 8 ，520 8，520 O 

経 費 577 4∞ + 177 

経費予算 = 5 田 X20 ，∞oXO.O 訂 =577 千円

ζ れら諸表に基づき，

A 社が当月 X 商品を生産・販売した総合結果である損益計算書を作成すると

次のように なる。

ただし単位を千円とする。

材料費

購買費

労 務費

間接費

標準製造原価

販 売高

標準販売品原価

標準販売利益

標準販売管理費

当月標準利益

製造部門結果

製造補助部門結果

販売部門結果

材料価格差

当月利益

当月売上高利益率

損益計算書
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3 ，600 

460 

3 ，300 

1， 160 

8 ，520 

10 ，120 

8 ，520 

1 ，600 

577 

1 ，023 

- 820 

+ 63 

+177 

+ 129 

+ 572 

5.7 % 



5.3.4 業績評価とフォロー・アップ

(1) 業績評価

もともと A 社は 1 0 %の利益を予定していたのであるが，部品工場 VL ;j:，~ける

加工不良あるいは作業時聞の延長等による製造損のために組立工場，購買，販

売部門では利益を計上したにも拘らず，全体としては 572 千円の利益額，すな

わち売上高利益率 5.7 %を計上したにとどまったこと K なる。

実際の部品中心生産管理システム VL ;j:，~ける生産体活動は複雑多岐にわたるか

ら上記の業務作業は図 6. 11 VL 示す通りコンピュータで情報処理される。

(2) 問題点の分析

全社b よび各部門の決算によって以下の事柄を分析しうる。

① 当社の活動が計画通り行なわれたとすると，当月白利益はし023 千円とな

るべきであった。しかしながら，現実の利益が 572 千円となった最大の責任は

部品工場K ある。

@ 部品工場の利益は- 947 千円である。

と C 原因は能率，稼動率の価格差によるも C であり，実際作業時間 10 ，000 時

間を費やして 20 ，200 個分の生産しか上げ得なかった ζ とに起因している。

すなわち 8 ，080 時間で 20 ，200 個 D 生産を完了する計画が実際には歩留D 低

下，正味工数。増大等によって 10 ，000 時間を費やした時聞の差 1，920 時間が

能率低下による損失であり，実際労務費支払い額 3，100 千円K 相当する 10 ，333

時間と実際作業時間 10 ，000 時間との時間差 333 時間が稼動率低下による損失

である。

③ フ手ロー・アップ

部門別業績評価システム VL ;j:，~いては， トップC 意思決定により示された事業

計画目標 b よび方針に基づいて，各部門すなわち事業部(経理単位) ，部(経

営単位) ，課または作業職場(原価管理単位)どとに売上高，生産高，利益，
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材料費，労務費，経費，標準時間，能率，稼動率，合格率等K 関する向上計画

が各部門責任者の意思決定のもとに策定せられる。 トップと各部門責任者との

聞に交渉(ネゴシエイション)が繰り返されて両者の契約む形で最終的に決定，

承認される o

各部門I'L j:，~ける月々。実績評価は.上述の期首標準原価と比較して原価分析

を行ない，対策を立案し，フィードパック・アクションが講ぜられる。

上の事例では部品工場が他の部門に比べて大きい損失を出して b り，従って

反省が行なわれ，作業管理面では工程別能率稼動率分析表により，能率・稼動

率低下の要因を分析して，モラールの向上，機械故障点検あるいは合格率の向

上，作業者訓練その他の対策を立てるといった積極的左措置を講じなければな

ら念い。

5.4 部門別業績評価と総合決算システム

決算業務とは決算時に冬、ける生産体の財産状態，すなわち生産体の期間損益

の実態とその原因を把握するととである。いうまでもな〈生産体は，決算期間

という人為的念期間K 基づき生産体活動の成果を認識，分析し，それによって

今後の経営活動に対処するりである。従ってトップ・マネジメントにとって決

算は， プラン・ドウ・シーというマネジメント・サイクルの一つの要ともいう

べきものであり，とれらの情報は正確，迅速 K トップ・マネジメン卜に報告さ

れねばならない。

しかしながら生産体一般の状態は月次決算の場合でも月のなかばは早い方

で，はなはだしき K いたっては月末近くに前月の決算が終り，すでに次の決算

が控えているといった状態である。とのよう念状態では，せっかく苦労して作

成したレポートも経営活動に反映させられないばかりでなく，そのために費や

される事務工数と費用は全〈無駄左投資と念る。
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とりような状態を解決するため K は，決算業務システムを経営活動に必要な

ー要素である金に関する総合システムの最終をしめ〈くるサブシステムという

認識に立ってシステム設計を行なう必要がある。図 6.12 i'L見られるように各

経営機能と有機的に結びついたシステム設計を行なうととが肝要である。 E D

P i'Lよる決算処理は次 C ような手順で行なわれる。

① 製品元帳，給与データ，固定資産，材料元帳，仕掛品元帳，経理データ等

のファイノレから自動仕訳(振替伝票の発行)を行なうと同時 K 総勘定元帳ファ

イノレをメンテナンスする。

② 総勘定元帳ファイノレと過去c 総勘定推移テープから，事業部別 D 損益計算

書，貸借対照表，その他全社決算明細書をアウトプットする。

@ 事業部総勘定推移テープ，全社総勘定推移テープから機械処理を行ない，

全社の損益計算推移書，貸借対照表，そり他全社決算明細書をアウトプットナ

る。

④ 更K 前述した部門別業績評価システムに結びつき，各部門駅Ji'L :j:，~ける収支

実績表がアウトプットされる。

生産体になける部品中心生産管理システムの有効性は，との決算システムに

よって明確にされる白である。

6. 部品中心生産管理システムによる生産管理実施の結果

本章第 5 節まで K 述べた通り，実際IDS 機械工場i'L :j:，~いて，部品中心の生産

管理システムを実施した結果は次の通りである。

6.1 S 機械工場の結果

① 製品白在庫量は出荷数量の 3 0 日分が減少し，材料部品では生産使用量白

6 日分が減少した。
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② 受注→製造→出荷の生産管理サイクルが 5 6 日間短縮された。

③ 製品の品切れが誠少して，サービス率は 6% 向上した。

④ 部品中心の生産管理では，製品中心のように組立工場のトラブルがそのま

ま直接に部品工場 D 稼動に影響するようなことはなく念り，部品工場の稼動率

が 6 %向上した。

6.2 S 生産体にがける経営指標の推移

部品中心の生産管理システムを導入した S 生産体V'L i>~ける実施後 3 カ年間の

全社決算に基づく経営指標の推移と全国平均との比較をすれば表 6. 16 のよう

になる。

表 6.16 経営指標の推移

項 目
(注・ 1 ) 

4 6 4 7 4 8 
年 度

S ネ土 5.7 5.8 5.9 

売上高利益率 ¢ 
(注・ 2 ) 

4.3 4.2 
全国平均

S 社 1. 5 1. 6 1. 6 

総資 本回転率 回
全国平均 1. 1 1. 1 一

S 社 8.6 9.3 9.4 

総資本利益率 係
全国平均 4.7 4.6 

生 産 性 S 社 4，566 5 ，342 6，871 

( 1 人当り付加価値)
明

全国平均 2 ，601 2 ，991 

(注・ 1 )年度は当年 4 月より翌年 3 月までの 1 年間とする。

(注・ 2 )主要企業経営分析， (昭和利年)， 13 ，日本銀行統計局

① 売上高利益は部品中心の生産管理システム実施以前に比較して， 3.5 %上

昇した。

② 総資本回転率は 6% 向上した。
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@ 総資本利益率は 9 %上昇した。

④ 生産性は 51 %向上した。

⑤ いずれの経営指標I'C :j;~いても，全国生産体の平均値よりもはるかに優れ

ている o

7. 結言

本章では，部品中心生産管理システムむ概念と理論に基づき，システムの運

営と実施の実践的活動に関する事例研究について述べた。

① 部品中心生産管理システムの意義とその機能について明らかにした。

② 部品中心生産管理システムになける経営計画 K ついて，その重要性と機能

K 関して詳述した。

③ 部品中心生産管理システムになける生産む実施段階になける問題について

述べ，特 K 最終製品む組立日程を短縮するためのライン・バランシングの手法

K 関して詳述した。

④ 部品中心生産管理I'C :j;~けるインフォメーション・フィードパック・コント

ローノレ・システムである品質，工程，原価の各管理 K っき，その特徴と実際の

運営に関して述べた。

⑤ 部品中心生産管理システムになける部門別業績評価システムに関し，モデ

ルによ b そむ手順と手法について述べるとともに数値例をあげて具体的 K 説明

した。

@ 部品中心生産管理システムを実際の工場に適用実施した事例研究の結果，

従来の製品中心生産管理システムに比べて製品在庫の波少，管理サイクノレの短

縮，サービス率 c 向上，稼動率の向上などり効果が明らかにされるとともに，

そむ生産体の経営指標の推移と全国生産体の平均値を比較して，売上高，利益

率，総資本回転率，総資本利益率，生産性の向上などの効果が実証された。
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43) 

かくして本章にかいては，部品中心生産管理システムの理論に基づき，機械

とシステム b よび人間行動を一体化させて，生産体の経営効率を高める具体的

方法とその適用実施した事例研究につき陳述し，その効果を実証的に明らかに

した。
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第 7 章 結 '3: A 
6岡

わが国の機械工業界は，第二次世界大戦にかいて壊践的左打撃を受けた。し

かし柊戦後，工業立国の国是K 基づき，いち早い再建の努力とその後のわが国

の経済成長によれ造船，自動車，民生用電気機械，カメラをはじめその生産

量は世界で第一位，二位を占めるにいたっている。また数度の設備の拡張と合

理化は，諸外匡JVC 対し優位左競争力を持つに至らしめ，ある耐久消費機加は90

%を輸出 K 向ける生産体もみる K 至.!J ，今日では，わが国で開発，発展した機

械製造技術が欧米先進国へ輸出される仇もみられる。かくして，わが国経済は

古今未曾有の大発展を遂げるに至った。

しかしながら緒論K 述べた通.!J ，国内市場になける機械工業生産体聞の競争

の激化に加え，諸外匡iへの輸出環境が悪化した。すなわち

① 最近の石油資源の高騰とそれによる電力，ガス等の一連のエネノレギ資源が

大幅に値上げされた。

② とれに伴って，資材，運賃，諸物価が上昇した。

③ 史上最大の賃上げは米国の平均賃金の 70%VC 1.r:.!J，先進諸国との賃金格

差は念〈念った。

④ 一方，開発途上国は急速念工業化を行ない，国際競争力が増強された。

以上の ζ とは，今後のわが匡j機械工業の経営の前途K 多難なものを感ぜしめる。

ζ れらに対処するためには，単なる巨l有技術 K よる合理化のみ1.r:らず，組織

的な合理化態勢，特K 生産管理を中心とする経営管理のあ夕方を，生産体の目

標とする最適左利益獲得 K 向ける必要がある。

そ ζ で著者は，省資源，省エネルギ，省力化の見地のもと K 利益最大を目的

とする経営管理システム，特に生産管理システムを科学的に設計することの重
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要性に鑑み，システム工学的研究を試みた。

ととろが従来の生産管理は，生産オリエンテッドの立場から品質の安定，コ

スト低減，生産性向上を指向して，製品を極力標準化し，大量生産の万式をと

るととに工.!J ，その目的を達成する方向で進められてきたといえよう o しかし

最近，市場が拡大し，顧客の要求が多様化すると共vr:，必然的 K 生産体は製品

の多様化を迫られるようになってきた。従って生産体としては，製品の多様化

の中での合理化という新しい課題をかかえる ζ とにな.!J ，従来の製品中心の生

産管理システムでは激しい環境の変化に即応し難< ，その効果を十分に発揮す

る ζ とカ2 でき左〈左った。

そこでこの対応策のーっとして，顧客に対しては多種類 K みえるが，製造サ

イドは少品種K なるような生産方式が考えられる。 ζ れは部品。最準化と標準

部品の組合せK よって対処する部品中心の生産管理システムであ 9 ，今後の機

械工業として取 b 組むべき重要な問題の一つでもあって，との問題に関しては最

近二，三の文献で紹介されている。しかし，とれらの研究は部品中心生産方式

の単念る考え方の提案K 過ぎず，いずれも理論的な解析が行なわれていない。

本論文では，機械工業 K なける経営の効率化を図る新しい生産万式の一例と

して部品中心の生産管理システムを提唱した。特に理論的念展開を主体として

部品中心生産方式を的確な形でモデノレ化し，実験を行左い，その特徴を明確化

すると共に部品中心の生産管理システムになける生産の計画と管理システムの

機構とその挙動を解析的に研究し，システムの目的関数を最適化ならしめる方

法を求めた。

一方，製品の製造・販売を行なっていて， しかも製品開発から部品を製造し

て製品の組立完成までの機能を有する典型的な機械工業である民生用電気機肱

工場と産業用機械工場K 辛子ける部品中心の生産管理システム D 例をとりあげて，

それの計画なよび実施とコントローノレに関するシステムの解析，そのモデノレの
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設計台よびコントローノレの方法を検討した理論 K 基づく応用についても詳述し

た。

更に部品中心生産管理システムI'L :1~ける業績評価の方法についても取り上げ，

検討した結果を記した。

研究結果を要約すると 5 第 1 章では本論文で研究対象とする部品中心の生産

管理システムの意義とその特徴についての概念を述べ，次に部品中心生産管理

システムが経営活動にないて果たすべき役割の重要性について論じた。吏K 本

システムの実行可能性を示すためK 実際に適用した機械工場の概要について述

べると共 K 適用掛械工場I'L :1~ける部品中心生産管理システムを中核とした経営

管理の実体とその展開 K ついて概説した。

第 2 章では，部品中心生産管理システムの理論を展開し，具体的 K 設計を行

ない， ζ のシステムの設計に基づいてモデルを設定し，従来の製品中心生産管

理システムと実験的K 比較・検討を行左った結果，サービス率の向上，在庫是

の低減，生産リード・タイムの短縮等，本論文で展開した部品中心生産管理シ

ステムの有効性が立証された。なな部品標準化率を定義づけ，本システムの有

効性は構成部品の標準化が進むほど顕著に念るととを定量的K 示した。

第 3 章 tてないては，第 2 章の結果 K 基づき，部品中心の生産管理システム K

b ける生産計画の研究を理論的K とりあげた。

まず製品計画段階I'L :1~いて販売の多様化方針と生産管理上の観点からの標準

化方針との二律背反する問題を解決するためI'L，在庫利益指数を設定して，部

品標準化率最適化の計算式を導いた。 ζ の式を用いて，シミュレーションによ

り計画した需要量を確保しながら在庫量を低減さぜ，サービス率を両め，納期

を短縮して，部品中心生産管理システムの効果を一層発揮できるととを立証し

た o

次に部品中心の生産管理システムをよ b 有効にするととろの需袈予測の誤差
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を最小 K するために新しい需要予測手法を提案し，従来の Brown ，Winters の

指数平滑法と比較して， ζζ で提案した需要予測手法が極めて優位であるとと

をシミュレーション K ょb定量的 K 明らか K した。

第 3 節では需要予測に基づき， D P モデノレによる最適プロダクト・ミタクス

とそれを出発点とする刺益計画システムを設計し，実際 K 適用して製品企画 K

対する指示の具体化によ.!J ，生産活動の効率化，刺益率の向上等の効果があげ

得たととを述べた。

更に第 4 節では，部品中心生産管理システム vc $~ける部品加工スクジューリン

グにないて部品の標準化を考癒し，その最適化スクジューリング手法の優位性

K ついて論じた。そして部品中心生産管理システムの有効性をよ b一層発揮す

るため K は，部品標準化に基づいて設備計画を行なう ζ とが重要である ζ とを

定量的 K 立証した。

第 4 章は，第 2 章会よび第 3 章の生産計画に基づき，サーポ理論による部品

中心の在庫管理システムの管理特性K ついて述べ，部品中心の在庫管理システ

ムは製品中心の在庫管理システム K 比較してシステムの安定性，速応性がすぐ

れ，サーピス率が高< J 在庫量は減少し，部品犠準化率が高くなるほどその傾

向が顕著となるととを定量的に立証した。

つぎ K 二次情報に基づいて，部品センタになける L P モデル K よる部品引当

が部品中心生産管理システムの効果を一層高からしめることをシミュレーショ

ン実験 K よb定量的 K 明らかにした。

第 5 章では部品中心生産管理 vc $~ける情報システムについて論じた。部品中

心生産情報システムの基本原理とその中心[，~理である新しい部品展闘の方法を

開発し，実除の部品中心生産管理 vc $~ける情報システムを設計した。そして電

子計算機が ζ のシステムにかける生産管理サイクルの短縮，頻繁に行念われる

.部品展開と結合の膨大な計算作業なよび生涯管理情報量の増大 K 対して正融，
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迅速に処理するとと K より，部品中心生産管理システムの本来目的が達成され

る ζ とを明らかにした。

第 6 章では，第 5 章までの部品中心生産管理システムの理論に基づき，機械と

システムと人間行動を一本化させて生産体の経営効率を高めるととを主眼とす

る野品中心生産管理システムの実践的活動K 関する応用研究 K ついて述べた。

まず部品中心生産管理システムの実践的活動の意義と機能について述べ、，各

機能vr: ;j:，~ける理論の応用とその効果 Kついて明らか K した。

次に部品中心生産管理システム K なける経営計画と生産の実施段階K 辛子ける

詰問題について論じた。

吏に部品中心生産管理システムI'C ;j:，~ける品質，工程， s.主価の各管担について

その特徴と実際の運営 K 関して述べ，特に部品中心生産管理システム K なりる

部門別業績評価システムに関し，その手順と手法について詳説した。

かくして部品中心の生産管理システムを実施・運営した結朱，従来の製品中

心生産管理システムに比較して極めて優位である ζ とを定量的 K 明らかK する

と共I'C.本システムを採用した生産体になける経営指標と全国生産体の平均値

を比較し，売上高利益率，総資本回転率，総資本利益率，生産性などが極めて

優れている ζ とを立証した D

機械工業が今後の多難な経営の諸問題を解決して利益を確保し，成長・発展を

を図るためには，生産管理システムが重要である。

就中，市場 C 多様化と変転極ま b ない経営環境の変化I'C NIJ (c.;できる乱品中心

生産管理システムは従来の製品中心生産管理システムよりも極めて有効である

ことを理論的，実験的，実践的の各方面にわたる研究から本論文によタ実証さ

れた。
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所要工勘当タの出荷数量

部品出荷数量

傾向予測分析法による合時点の季節指数

製品需要実績値

合時点VC i>'ける実績値

加重平均値

/¥ 
傾向予測分析法で求めた t 時点 VC i>'ける傾向値

全時点で算出した基本値
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号

t 

? 

Ta 

Ts 

U j 

Ui; 
't J 

V 

Vd 

令?

Vp 

v (t) 

w 

Wai (Gxi ) 

Wbi (Gxi) 

W ci (Gxi) 

W d  

X i (t) 

Yi 

Zi 

α 

α A  

a B 

a 
C 

記号 定 義 位

一

司
一

週

月

個

印

/

/

円

円

円

円

/

週

Z

Z

Z

円

/

/

円

/

/

/

/

単
一

E

C 

宇
・
添るす

間

味

時
意

数

業

聞

を

具

作

時

月

工

総

部品の種類

構成部品

製品単価

数量差異

?年 1 カ月当 b の平均実績

変動予算製造間接買

時刻 t にかける在庫量偏差

期間

材料費低減率

販売促進費増加率

工数低誠率

操業度差異

時刻 t f'L j:，~ける z 番目の製品需要量

製品 4 の販売高と政策最低販売高との差

製品 1 "" i を販売するときの販売高

平滑化定数

基本値算出の平滑式の平滑化定数

季節変動指数算出の平滑式の平滑化定数

傾向値算出の平滑式の平滑化定数
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記 号 言己 ヲEゴコ の 定 義 単 位

α z 安全在庫率(定率) % 

8 保管費率 % 

r 売上別益率 % 

. 
完了工期比率 % s 

ε D W inters 流 K よる予測誤差率 男6

εE 指数平滑法による予測誤差率 % 

εK 傾向分析法による予測誤差率 % 

ヲ 部品標準化率 % 

ヲ* 最適部品標準化率 Z 

θt 製品 z の限界利益率 % 

』。 品切損失率 男6

A 部品生産工期のバラメータ / 

s 需要低波率 % 

p 在庫別益指数 / 

‘ 最大在庫別益指数 / p* 

σj 週当りの部品予測誤差の桧準偏差 / 

( ~ t ) j サーピス率 % 

~η 部品標準化率の変化 K 対するサービス率 Z 

T 生産工期 ‘時間

μ. 
z i 番目の製品 K 関する組立工期を表わすバラ

メータ / 

L一一一一一」
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